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はじめに 
イギリスの物品運送契約法において、運送品が運送途中で運送人の過失により滅
失・毀損した場合、運送契約に基づいて運送人に対して損害賠償を請求できるのは誰
であるのかという運送契約上の訴権（right of suit）1の所在の問題は、運送品の損害に
関連する訴訟で多く争われてきた。この問題について立場を示した裁判例は、運送法
理論の形成の早期段階である 17 世紀から、陸上運送のケースを中心に多く存在してい
た。また、それらの古い判例を通じて形成されてきた運送契約の基本構造に関するル
ール、およびそれに基づく伝統的訴権法理（the classical doctrine in regard of the right 
person to sue）2は、今でもなお陸上・一般運送法の分野において維持されている。 
それに対して、現代的船荷証券3が使用される海上物品運送の分野では、18 世紀末か
ら、運送契約の構造および契約上の訴権の所在に関して新たなルールが発展してきて
おり、それまでの伝統的法理論と比べてかなりの相違がみられている。また、海上運
送契約上の訴権に関して主に問題となっていた荷受人の訴権問題について、かつての
1855 年船荷証券法（Bill of Lading Act 1855）を経て、現行の 1992 年海上物品運送法
（Carriage of Goods by Sea Act 1992）による成文法上の解決が提供されている。しかし、
これらの法律の適用対象は船荷証券などの運送書類が発行される場合の荷受人・所持
                                                          
1訴権という概念は、大陸法とイギリス法との間で意味が異なっている。大陸法ではとくに手続法上
の権利を指し、当事者の特定の請求権との関係で、裁判所に対して訴えを提起し審判を求める権利
である。それに対して、イギリス法では、実体法と手続法が未分化であるため、通常「訴権」と訳
される“right of suit / right of action”というものは、その帰属主体と他人との関係から、他人に対して
訴訟を提起できる者の権利を指している。なお、イギリス法で“right of action”は、具体的状況のもと
で裁判所に救済を求めうるか否かが問題となる場合に用いられるので、日本語としては「法的権利」
と理解するほうが相応しいと指摘されている（田中英夫編『英米法辞典』（東京大学出版会，2008）
736 頁“right of action”項目を参照）。 
2この表現は、1976 年の The Albazero 事件判決において Michael Mustill Q.C.が用いたものである（See 
[1977] A.C. 774, p.828）。この判例はイギリスの運送契約において、貨物の滅失・損傷につき運送人
を訴える権利の問題（the question of title to sue a carrier for loss of or damage to goods）に関連して、従
来の多数の判例（ほとんどは陸上運送の判例、または 1855 年船荷証券法が制定される前の海上運送
のもの）をとりあげて、運送契約当事者の構成を分析したうえで、契約上の訴権の所在をめぐって
伝統的コモン・ロー理論の応用をまとめ、さらには運送契約上の訴権の伝統的意義にも言及したも
のとして重要なリーディングケースであるといいうる。以下の本文でもこの判決から多くの個所を
引用することになる。 
3これは、18 世紀末に船荷証券の権原証券性がコモン・ロー上で認められた後のものをいう。詳細は
本稿第一部の第 2 章の 1 を参照。 
6 
 
人の訴権問題に限定されている4。それ以外の、たとえば運送書類が発行されない海上
運送契約の場合の訴権の所在は、依然として陸上運送の場合と同様に、コモン・ロー
の中での伝統的訴権法理に依拠すべきこととなる5。 
したがって、現在の海運実務において、とりわけ船荷証券が無効となる場合や、短
距離運送で船荷証券などの運送書類が使用されない場合に、運送契約上の訴権に関連
する諸問題をクリアするためには、現行の成文法だけでなく、コモン・ロー上の伝統
的訴権法理、および、海上運送と陸上運送における異なる訴権法理の論理的関係の把
握は極めて重要であるといえる。ところが、日本の先行文献ではそれらの内容につい
ての研究は必ずしも十分ではないように思える。そこで、本論文は、イギリス運送契
約の基本構造および契約上の訴権法理の全体像を描いたうえで、海上物品運送契約上
の訴権法理の形成過程に重点をおいてこれらを明らかにしようとするものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                          
4
1855 年船荷証券法の適用範囲は船荷証券所持人に限定され、その改正法である 1992 年海上物品運
送法は船荷証券以外に海上運送状（sea waybill）および船舶荷渡指図書（ship’s delivery order）にも
適用されている。詳細は本稿第二部の第 3 章を参照。 
5なお、FOB 契約のもとで譲渡不能な船荷証券が発行され、物品上のプロパティが運送人に運送品を
交付する時に証券に記名された荷受人（買主）に移転する場合にも、陸上運送と同じ訴権理論に依
拠していると指摘されている（ See ChrisCashmore,Title to Sue on a Contract of Carriage in 
Anglo-American Law, Anglo-American Law Review, Vol. 23, Issue 4 (1994), p. 488）。 
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第一部 イギリス運送契約上の訴権に関する 
コモン・ロー理論の形成 
第 1 章 イギリス運送契約の基本構造および 
    契約上の訴権に関する伝統的法理論 
1 明示的運送契約――「特別な契約」 
 （1）「特別な契約」の意義 
 （2）契約の構造と訴権の所在 
2 黙示的運送契約 
 （1）売買の目的物に関する黙示的運送契約 
 （2）寄託の目的物に関する黙示的運送契約 
3 運送契約の構造および訴権の所在における伝統的コモン・ロー理論の機能 
（1）寄託理論：運送契約当事者関係の伝統的理解 
（2）代理理論：運送契約の構造と契約上の訴権の所在を結びつけた理論 
4  運送契約法における訴権の伝統的意義：物品の実質的損害を回復する権利 
 （1）黙示的運送契約の場合 
 （2）明示的運送契約の場合 
 
 
 
イギリス運送契約法においては、古くから訴権の所在が問題とされてきた。その直
接的な原因は、運送契約の基本的構造、すなわち運送契約の当事者関係が複雑なこと
にあると考えられる。具体的にいえば、日本法などの大陸法において、運送契約は荷
送人と運送人との間で締結されるものとされ、荷送人は物品運送の委託名義者6を意味
しており、常に運送契約の当事者であるが、イギリス法においては、荷送人（発送者、
consignor）という概念7は、契約当事者としての運送の委託名義者ではなく、単に物品
を運送人に交付する者（one who dispatches goods to another on consignment）を意味して
                                                          
6物品運送の委託名義者という表現は、村田治美『運送法の研究』（有斐閣 , 1972）3 頁以下による。 
7イギリス法では consignor と当該運送契約の委託名義者とが観念的に異なる存在であることについ
ては、村田・前掲書（注 6）7 頁において指摘されている。 
8 
 
いる8。それゆえ、荷送人が自己のために物品の運送を運送人に委託してみずから運送
契約を締結し、かつ、当該運送期間を通じて物品の所有権または占有権を保持する唯
一の者である場合には、運送人は当該荷送人に対してのみ運送契約上の義務を負うこ
ととなり9、この場合の荷送人の地位は大陸法におけるそれと異ならない。しかし、荷
送人が自己のためではなく、他人のために物品を交付する場合には、必ずしもこの荷
送人が契約当事者であるわけではない。また、イギリスでのコモン・キャリアによる
運送では、明示的な運送契約が締結されない状況がかつては多数存在しており、この
場合での運送契約当事者も不明確である。イギリス運送契約の基本構造がこのように
複雑であるため、運送人が運送契約上の義務を負う相手方、言い換えれば運送人に対
して運送契約に基づく訴訟を提起できる者は誰であるのか、という運送契約の訴権の
所在も問題となってきた。 
これらの問題に関するコモン・ロー上の伝統的法理論は、イギリス運送契約法の重
要な一部分となっており、また、これは現在でもなお機能し続けている。イギリスで
の最も初期の物品運送人は、馬車運送人などとして、水上運送人や鉄道運送人より何
世紀も前に現れ、コモン・ローにおける運送法理論もそれとともに 17 世紀頃から形成
されてきており10、とりわけ陸上運送人に関する法体系はすでにその当時において確
立していたといわれている11。その後、鉄道会社などの運送人が登場しても、これら
は単に運送人の新たな種類が増えたというに過ぎず、運送人と荷送人または荷受人の
関係は、依然として馬が唯一の運送手段であった時期の規律に依拠していた12。さら
                                                          
8
 See “consignor” at Black’s Law Dictionary, 10thed.(2014), p.373. また、アメリカの統一商法典（Uniform 
Commercial Code）の§7-102(a)(4)条および 1916 年の連邦船荷証券法（Federal Bills of Lading Act）の
§80101(2)における consignor の定義（"consignor" means the person named in a bill of lading as the person 
from whom the goods have been received for shipment.）も、イギリス法の上述した解釈と一致している
（下線は筆者が付した）。なお、これはハンブルグ・ルールにおける実際荷送人（any person by whom 
or in whose name or on whose behalf the goods are actually delivered to the carrier）に類似する概念である
といってよいであろう。 
9
 Brian Harries, Ridley’s Law of the Carriage of Goods by Land, Sea and Air, 8thed.(2010) p.9. 
10
 See Otto Kahn-Freund, The Law of Carriage by Inland Transport, 4thed.(1965), p.193. 
11
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. 陸上運送分野で最も古い判例は 1600 年の Southcote’s Case
事件（(1600) 4 Co. Rep. 83）であり（See H. G. Beale et al., Chitty on Contracts, Vol.2, 32nd ed. (2015) 
para.36-002, p.644）、海上運送分野で運送人の責任が最初に裁判されたのは 1671 年の Morse v Slue
事件（(1671) 1 Ventris Rep 190）であるとされる（See Martin Dockray, Cases & Materials on the Carriage 
of Goods by sea, 3rd ed.(2004) p.24）。 
12
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. 
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に、19 世紀以降、国会が内陸運送に関する成文法を多く成立させ13、それにより古い
運送法は若干の修正を経てきたものの、運送契約に関する基本的な法理論はそのまま
維持されてきた14。 
他方、イギリスの海上運送契約法の分野では、18 世紀末に船荷証券の権原証券性
（document of title）が認められた後15、新たな物品上のプロパティ（property in the goods）
16の移転方式が生まれたため、それにともない船荷証券が発行される場合の運送契約
の構造および訴権に関する法理論は別な方向に展開し、従来の運送契約法理論から大
きく変化してきている17。もっとも、船荷証券が発行されない、または船荷証券が無
効である場合の海上運送契約については依然として従来の運送契約法理論に依拠する
こととなる。本章は、この従来の運送契約法理論におけるイギリスの運送契約の基本
構造を明らかにするとともに、運送契約の構造に対応する契約上の訴権の所在に関す
る裁判例を確認したうえで、それらの判例に応用されていた伝統的訴権法理の理論構
成およびそれらの理論の機能を示し、最後に、運送契約法における訴権の伝統的意義
を考察することにしたい。 
1 明示的運送契約――「特別な契約（special contract）」 
イギリスの物品運送においては、運送人と荷送人・荷受人間の権利義務は、大多数
の場合に運送契約をその根拠としているが、これは必ずしも明示的な契約（express 
                                                          
13たとえば、1830 年の運送人法（Carriers Act 1830）、1965 年の道路運送法（Carriage of Goods by Road 
Act 1965）、1967 年の陸上運送法（運送人の責任）（The Carriage of Goods by Land (Carriers' Liabilities) 
Act of 1967）および 1979 年の航空および道路運送法（Carriage by Air and Road Act 1979）などがある。 
14
 See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. 
15船荷証券の権原証券性を認めた判決は、1794 年の Lickbarrow v Mason (1794) 5 Term Rep. 683 事件
である。これについての詳細は本稿第一部の第 2 章を参照。 
16ここでの“property in the goods”は、イギリス財産法において、基本的に、物品の所有権に相当する
と理解されている（See F.H. Lawson & Bernard Rudden, The Law of Property, 3rd ed. (2010), p.57）。イ
ギリスの陸上運送または早期の海上運送の判例および文献においては、“property”と“ownership”はほ
とんど混同して使われている。したがって、運送契約の伝統的法理論を扱う本章では、“property”を
「所有権」と意訳することにする。（それに対して、イギリスで 19 世紀以降の海上運送契約法では、
“property”の意義が必ずしも「所有権」を意味するのではなく、占有権を意味する場合もあることは
本稿第一部の第 2 章の 2 を参照）。なお、イギリス法のこれらの伝統的な法概念が必ずしも明瞭で
ないことについて言及した近時の日本語文献として、増田史子「船荷証券所持の法的意義」がある
（立命館法学 363・364 号(2015)787 頁注 7 を参照）。 
17この点については、次章で詳しく述べることとする。  
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contract）の存在を意味するものではない18。この運送契約は、明示的な運送契約（む
しろ、この場合が「特別な契約」といわれる）が締結された場合と、それが存在しな
い場合に分かれており、後者の場合は、運送契約を法律上推定するという意味で「黙
示的運送契約（inferred contract）」といわれる。 
（1）「特別な契約」の意義 
イギリス法における明示的な運送契約は、たとえば、プライベート・キャリア（private 
carrier）19と荷送人との間でなされる契約がその例である。それに対して、コモン・キ
ャリア（common carrier）20による運送では、とくにその早期の段階である 17 世紀から
18 世紀にかけては、運送人と個々の荷主との間で一定の方式（書面または口頭）をも
ってお互いの権利義務を定めることは極めて少なかったといわれている21。ただし、
コモン・キャリアの場合にも、自己のコモン・ロー上の重い責任を軽減するために例
外的に荷送人との間で個別的に契約を締結することがあった22。なお、20 世紀の後半
からは、このような例外的な契約は、コモン・キャリアの実務においてかなりの程度
まで一般的なものとなってきた23。 
このプライベート・キャリアと荷送人間の明示的運送契約、およびコモン・キャリ
アと荷送人間で例外的に締結される個別的な契約は、コモン・ローにおいて「特別な
契約」と呼ばれている。これは、契約自体が特殊的であることを意味するのではなく、
物品が荷送人（発送者）のために運送され、かつ、運賃も荷送人によって支払われる
                                                          
18
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. 
19プライベート・キャリアとは、物品運送の委託を受ける義務を負うことなく、自己の選択で荷主か
ら物品を受け取って、個々の荷主と個別的に運送契約を締結する運送人のことである（See H. G. 
Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-017, p.652）。 
20コモン・キャリアとは、運送スペースがある限り、彼を使用することを欲するすべての者に対して
差別なく、物品の運送を有償で引き受けることを、口頭または行為により広く表明し、かつ、この
ようなビジネスを日常的に行っている運送人のことである（See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), 
para.36-007, p.647）。 
21
See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210. 
22
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.200. See also H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36 -012, p.650. 
ただし、その特別な契約の条項にカバーされていない事項に関しては、コモン・キャリアの地位が
維持されることとなる（See Malcolm A. Clarke, International Carriage of Goods by Road CMR, para.222）。 
23
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-010, p.617; para.36-026, p.656. 
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という合意があったという状況（コモン・キャリアの運送では、これがむしろ特別な
状況であった）を意味している24。 
（2）契約の構造と訴権の所在 
「特別な契約」の当事者は、これまでみたように運送人と荷送人である。ここでは、
たとえ荷送人が他人のために行動するとしても、または物品上の利益を有していない
としても、運送人との間での明示的な合意（特別な契約）に従い、荷送人が運送契約
の当事者となることがコモン・ロー上認められている25。そこで、運送中に物品が滅
失・損傷した場合、運送人の責任を追及できる者（運送契約上の訴権の所在）に関し
ても、この「特別な契約」の条項に依拠して決定することとなる。すなわち、契約に
おいて、物品の滅失・損傷について荷送人が物品の所有権者であるか否かを問わず荷
送人に対して損害賠償をすることを運送人が明示的に引き受けていれば、荷送人は自
己の所有権を証明することなく物品の損害につき運送人に対する訴権を有するとされ
ている26。このような理論構成を示した重要な先例として、1770 年の Davis and Jordan 
v James
27事件、および 1787 年の Moore v Wilson28事件が挙げられる。 
［判例 1］：1770 年の Davis and Jordan v James 事件 
この事件は、荷送人が物品の所有権者であるか否かに関係なく、荷送人と運送
人との間に直接の契約関係が存在することを前提として、それに基づいて荷送人
に訴権を認めた最初の判例である。 
本件では、荷送人 X らが荷受人 A 宛ての物品運送をコモン・キャリア Y に委
託し、かつ、運賃および費用を支払った。その後、物品が運送途中で滅失したた
め、X らは Y を相手に訴えを提起し、その結果として自己に有利な裁定（verdict）
を得た。これに対して、Y は、物品所有権の移転時期について判示したいくつか
の判例を引用して、本件物品が交付された時に物品の所有権が X から A に移転し
                                                          
24この点を指摘するものは、The Albazero [1977] A.C. 774, per McNair J., p.793 がある。 
25
 Raoul Colinvaux, Carver’s Carriage by Sea, 13 th ed. (1982) para.60, p.45. See also Dunlop v Lambert 
(1839) 6 Cl.& F.600, per Lord Chancellor, pp.626-627. また、後述する［判例 1］と［判例 2］の判旨
を参照。 
26この点を指摘するものとして、Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210、および Brian Harries, 
op.cit.(note 9), para.1.3, p.9 がある。 
27
 (1770) 5 Burr. 2680. 
28
 (1787) 1 Term Rep. 659. 
12 
 
たと主張し、それゆえ本件訴訟は荷送人 X らによってではなく、荷受人 A によっ
て提起されるべきであると再審を申し立てた。Y の主張に対して、王座裁判所の
Mansfield 判事は、「物品の所有権の移転は事件の状況によって異なる可能性があ
るが、それは本件の問題に関係ないことである。本件は原告ら〔荷送人 X ら〕と
運送人の間での合意（agreement）に基づいた訴訟である。原告らは彼〔運送人 Y〕
に〔運賃を〕支払っていた。したがって、本件訴訟が、彼と合意し、かつ、彼に
対して支払うべき者によって提起されたのは合理的であった」29と判示した。 
［判例 2］：1787 年の Moore v Wilson 事件 
この事件でも、運送人との直接の契約関係により荷送人が訴権を有することに
関して、［判例１］と同じ立場がとられているが、本件では訴権享有の要件とさ
れた運賃の支払いに関して争いがあった。この点につき、王座裁判所は、荷送人
による運賃の支払いが荷送人の訴権享有の一つの要件であることは認めながら、
この運賃が最終的に荷送人以外の者によって負担されるとの事実は荷送人の訴権
に影響を及ぼさないものと明確に判示した。 
本件の事実関係の詳細は判例掲載誌からは明らかでないが、コモン・キャリア
Y が物品の安全な運送と引渡しの義務を果たさなかったことにより損害を被った
荷送人 X（売主）が、Y に対して引受違反訴訟を提起したというものである。原
告 X は、自己が運賃を支払ったことを約因として、Y に荷受人 A（買主）までの
物品の運送を約束させたと述べた。これに対して、被告 Y は、A と X の間では本
件運賃を A が負担するとの合意があったことを立証し、原告 X の陳述を覆すこと
ができると主張した。この争点につき、王座裁判所は、本件の運賃を最終的に荷
受人 A が負担することは荷送人 X（売主）と荷受人 A（買主）との間の合意であ
り、その合意は荷送人 X と運送人 Y の間での問題を左右するものではないと判示
した。また、裁判所は［判例 1］の判旨を参照し、たとえ荷送人 X が物品の所有
権を A に移転させたとしても、X は自己と運送人 Y との間での運送に関する合意
に基づいて Y を訴えることができると判示した。要するに、荷送人の運送人に対
                                                          
29
 See Davis and Jordan v James (1770) 5 Burr. 2680, per Lord Mansfield, pp.2680-2681. 
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する運賃の支払いは、荷送人と運送人の間の特別な契約の成立要件であり30、さ
らに荷送人の訴権享有の一つの要件ではあるが、この訴権享有の要件が充たされ
ることと当該運賃の最終的負担に関する売買契約上の合意とは無関係であるとし
ている。 
これらのような「特別な契約」に関連する事件は、19 世紀以前のイギリス運送契約
法の司法実務においてはかなり少数であり、例外的であったといえるが、その後、「特
別な契約」は海上運送を含むイギリスの運送実務で広く利用されることとなり、現在
ではもはやイギリスにおいて運送契約の一般的形態となっていることは前述したとお
りであって、「特別な契約」の構造・訴権に関連するコモン・ロー理論もイギリス運
送契約法の重要な一部分として発展してきた31。 
2 黙示的運送契約 
 明示的運送契約によらないコモン・キャリアの場合、物品の滅失・損傷についてこ
の運送人に対して契約責任を追及する引受違反訴訟（assumpsit）の多くは、「イギリ
スの慣習法（the custom of the realm）によって課される義務を〔運送人が〕負担すると
いう黙示的約束（implied promise）」に基づくものであった32。すなわち、コモン・キ
ャリアと荷主との間での黙示的約束として、運送契約の存在が法律上推定されている。
そして、このような黙示的運送契約の構造は、物品が売買の目的物であるか、あるい
は寄託の目的物であるかという二つ場合において異なっており、前者の場合は物品の
所有権者（一般的には荷受人、例外的には荷送人）が運送契約の当事者となるのに対
して、後者の場合は受寄者である荷送人が運送契約の当事者となる。以下では、この
黙示的運送契約について、これら売買の目的物に関する場合と、寄託の目的物に関す
る場合とに分けて、その具体的な理論構成をみていくことにしたい。 
コモン・キャリアは、現在ではかなり減少しているが、18 世紀から 19 世紀にかけ
てのイギリスの運送業界においては重要な地位を占めていたことは前述したとおりで
                                                          
30荷送人と運送人の間での特別な契約において、通常、荷送人による運賃の支払いが合意されている
ことについては、本稿の注 49 を参照。 
31
 See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.201. 
32この点は、Diplock 判事が The Albazero 事件の審理において過去の関連判例について指摘している
（See [1977] A.C. 774, pp.841,842）。 
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ある33。それゆえ、コモン・ローにおけるコモン・キャリアの責任に関連する法は、
イギリスの陸上運送の実務に大きな影響を与えてきたといえる。それゆえ、コモン・
キャリアの権利義務の基礎となる「黙示的運送契約」の構造と、これに基づく訴権理
論の理解は、イギリスの運送契約法の全体像を解明するためにその前提として不可欠
である。 
（1）売買の目的物に関する黙示的運送契約 
売主と買主との間で、物品の運送に関して明示的合意がなされなかった場合、コモ
ン・ローにおいては、一般的に物品の所有権者またはその代理人（所有権者ではない
発送者など）が運送人に物品を交付した事実によって、運送人と物品の所有権者との
間で黙示的運送契約が成立する34。ここでは、運送人に対する物品の交付が、運送人
が物品を運送する約束に対する約因（consideration）35となる36。そして、イギリス法
においては約因が契約当事者を特定するため37、この場合にも約因を提供する者（ま
たはその者のために約因が提供される者）、すなわち、物品の所有権者（owner）が運
送人の相手方たる運送契約の当事者ということになる38。 
このような黙示的運送契約においては、物品所有権がどこに所在しているかという
具体的状況によって契約当事者が異なってくるので、運送人の契約相手方が荷送人、
荷受人、およびその他の所有権者のいずれであるかを運送人が予見することが難しい。
加えて、イギリスでは、後述するように、売買契約法によって運送人に対する物品の
                                                          
33コモン・キャリアは、18 世紀のイギリス法によってその地位および責任が規律されはじめ、19 世
紀になると運送業界で支配的地位を占めるようになった。ところが、19 世紀後半から 20 世紀半ばに
かけて、コモン・キャリアの古い慣習およびコモン・ロー上の重い運送人の責任が、判例および成
文法により廃止される傾向がみられ、現在の陸上運送分野でコモン・キャリアはほとんど消滅した
といわれる（See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-002, 36-010,36-026, pp.644, 649, 656. See also 
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), pp.201-209）。 
34
See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. See also Raoul Colinvaux, op.cit.(note 25), p.45. See also 
Brian Harries, op.cit.(note 9), para.1.3, p.9. See also The Albazero [1977] A.C. 774, p.831. 
35イギリス法では、一つの契約を成立させるためには、約束者に対して約因を提供することが必要で
あるという約因の原則が存在している。なお、約因の原則と契約上の訴権の関係については、本稿
第二部の第 1 章の 2（1）で検討する。 
36この点は 1977 年の判例 The Albazero（[1977] A.C. 774）の 831 頁で言及されている。 
37
ibid. 
38物品の所有権者が運送契約の当事者であることは、とくに陸上運送に関する文献で指摘されている
（たとえば Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.209、Malcolm A. Clarke, op. cit.(note 22), para 42 など
がある）。 
15 
 
交付自体に物品所有権の移転という推定的効果が認められる場合があるから、物品の
所有権の所在を判定することは、さらに容易でないといえる。そこで、以下では、運
送人に対する物品の交付により物品所有権の移転という推定が働く場合であるか否か
の二つに大別して、黙示的運送契約のもとでの当事者構成をみることにする。その中
で、関連する判例の検討を加えて、黙示的運送契約の場合の当事者構成に応じた訴権
の所在を確認していきたい。 
①一般的状況：物品の交付で所有権の移転が推定される場合 
18 世紀末における、売買の目的物の引渡しに関するコモン・ロー上の確立されたル
ールとして、通常、売買契約では買主への目的物の引渡場所は売主の営業所（place of 
business）であるという黙示の合意の存在が認められている39。ここで、もし売主が買
主の求めに応じて特別な合意によって売主の営業所以外の引渡し場所を定め、そこで
の引渡しを運送人に委託した場合は、反対の約定がない限り、売主の運送人に対する
物品の交付は、買主に対する引渡しに相当し、かつ、物品の所有権を売主から買主に
移転させる効力があると一般原則により認められている40。 
このように、売買の目的物が運送された場合、一般的に、物品の損害発生時に物品
の所有権者である荷受人が、運送人の契約相手方であると一応推定される（ initial 
presumption）41。このような場合の運送契約は、外観上は荷送人（発送者）と運送人
の間で締結したようにみえるが、荷送人（売主）は物品の所有権者である荷受人（買
主）の利益のために、荷受人の代理人として運送人との間で締結したものとみられて
いる42。なお、物品が売買の目的物であるか否かについては運送人が知らないことも
あるが、自己に運送が委託された物品については、当該運送が売買契約の履行として
                                                          
39この点は、Diplock 判事が The Albazero 事件の審理において過去の関連判例について指摘している
（See [1977] A.C. 774, p.842）。 
40この一般原則は、18 世紀後半のコモン・ローにおいて確立された（この点は 1977 年の判例 The 
Albazero [1977] A.C. 774, p.826 で指摘されている）。その後、成文法である 1893 年物品売買法 18 条
5 項 2 号およびその改正である 1979 年物品売買法 18 条 5 項 2 号もこの原則を定めている（同条は改
正による変更なし）。 
41
See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.193. See also Raoul Colinvaux, op.cit.(note 25), p.45. See also 
Brian Harries, op.cit.(note 9), para.1.3, p.9. See also H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669. 
See also F.H. Lawson & Bernard Rudden, op. cit.(note 16), p.58. 
42
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210. また、Brian Harries, op.cit.(note 9), p.9、および H. G. Beale et 
al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669 にも同旨の指摘がなされている。See also The Albazero [1977] 
A.C. 774, per Lord Diplock, p.842. また、後継［判例 3］を参照。 
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なされるものであるとみなす権利が運送人に認められているとの理解を示す有力な見
解がある43。 
そして、このような黙示的運送契約上の訴権も、一般的には運送契約の当事者と推
定される荷受人に与えられている。この理論構成がとられた代表的な判例として、陸
上運送に関する 1799 年の Dawes v Peck44事件、1803 年の Dutton v Solomonson45事件、
および海上運送に関する 1825 年の Fragano v Long46事件が挙げられる。 
［判例 3］：1799 年の Dawes v Peck 事件 
この事件では、荷送人は物品の所有権を有しておらず、また運送人との明示的
な契約関係も有していないため、荷送人は運送人に対する訴権を有しないとして
訴えが棄却された。他方、荷送人が運送人にした物品の交付および運賃の支払い
は、物品の所有権者である荷受人のためになされたものと認められ、その結果、
訴権は荷受人にあると判示されたものである。 
本件では、売主 X が買主 A の指図に従い、二つの樽のジンをコモン・キャリア
Y に交付し、かつ、運送の予約費用（booking price）を支払った。その後、Y が本
件物品を目的地の近くの道路に放置していたところ、物品が税務免許（exercise 
permit）の期限内に引き取られなかったとして当局により押収された。そこで、X
は、Y の過失により物品が滅失したとして、Y に対して損害賠償請求訴訟を提起
した。これに対して、被告 Y は、本件訴訟を提起することができるのは荷送人の
X ではなく、物品の上に法的権利（legal property）が与えられた荷受人 A のはず
であると主張した。この争点について、一審の巡回裁判所（Assizes）判決で Kenyon
判事は、「荷送人が物品を運送人に交付することには、荷受人を物品と連結させ
る（fixed with）効果があり、荷送人はもはや物品の所有権を有しておらず、物品
の損害につき訴訟を提起することができない」と判示し、被告 Y の抗弁を受け入
れ、本件訴訟を棄却した47。これに対して、X は、王座裁判所（Court of King's Bench）
                                                          
43
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210.  
44
 (1799) 3 Esp. 12; (1799) 8 T. R. 330. この事件の詳細は、本章の 2（1）①で検討する。 
45
 (1803) 3 B.& P. 582. 
46
 (1825) 4 B. & C. 219. 
47
 See Dawes v Peck (1799) 3 Esp. 12, per Lord Kenyon, p.14. なお、Kenyon 判事は、本件で荷送人 X に
荷受人 A と同様の訴権を認めないのは、「社会通念、公正、および厳格な法律（strict law）」の基
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に再審を求めた。X は、荷送人の訴権を認めた 1770 年の Davis and Jordan v James
事件および 1787 年の Moore v Wilson 事件（［判例 1］と［判例 2］）の判旨を引
用して、自己が運送契約上の訴権を有すると主張した。これについて、王座裁判
所は、荷送人の訴権を否定した一審の判旨および結論に賛成したうえで、X が引
用したそれらの事件と本件との結論の相違について、前者では荷送人が運送人と
の間で「特別な契約」を締結していたために、荷送人が同契約上の訴権を有する
のに対して、本件ではそのような特別な契約がなされた証明がないから荷送人は
訴権を有しないと判示した48。また、この点に関して、X は、Y に対する物品運送
の委託および予約費用の支払いが自己と運送人との間での特別な契約の存在に関
する証拠であると主張したが、同裁判所の Lawrence 判事は、「そのような状況（筆
者注：荷送人が運送人に運賃を支払ったこと）は、物品の所有権が他人にある場
合には、物品の損害を回復するための運送人に対する訴権を〔荷送人に〕与える
ことがない。･･････ここでは、代理人が行った取引〔の法的効果〕がすべてその
本人に帰属するというコモン・ロー上の一般原則に従うべきである。ゆえに、本
件で荷送人 X が行った運送の予約に関連する行為は、本件運送のリスクを負担す
る荷受人 A の代理人としての行為であると考える」49と述べた。つまり、本件で
荷送人による物品の交付および運賃の支払いは、荷受人の指図のもとで、荷受人
のために行ったものであるから、たとえ荷送人のそれらの行為によって運送契約
が推定されうるとしても、その契約は運送人と荷受人との間で成立したものであ
るとされている50。それゆえ、本件において訴権の所在は荷送人ではなく、物品
の所有権を有する荷受人となる51。 
                                                                                                                                                                      
準からして、運送人 Y を二重訴訟の危険のもとに置かないように考慮したからであるとも述べてい
る（See Dawes v Peck (1799) 8 T. R. 330, per Lord Kenyon, p.333）。 
48
 See Dawes v Peck (1799) 8 T. R. 330, pp.333-334. 
49
 See Dawes v Peck (1799) 8 T. R. 330, per Lawrence J.., p.334. また、Lawrence 判事は、「一般的にい
えば、運送人は荷送人のことを知らず、物品を引渡す相手方であって、かつ、引渡しの際に運賃を
求める相手方〔すなわち荷受人〕のみを知る」とも述べている（ibid）。 
50これは、運送契約の成立につき、荷送人による約因の提供は荷受人の代理人としての行為であり、
その法的効果は本人である荷受人に帰属するからである。なお、運送契約の推定の詳細に関しては、
本章の 1（1）を参照。 
51判旨に関してこの点を指摘するものとして、James O. Pierce, Consignee's Right of Action against 
Carrier, (1881-1882) 7 S. L. Rev. n. s. 255, pp.273-274 がある。 
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この事件で示された裁判所の立場は、その後、「一般的な推定、一般的な状況（ordinary 
inference; ordinary circumstances）」として、19 世紀の多くの類似の事件に関する判例52
で引用されている53。 
［判例 4］：1803 年の Dutton v Solomonson 事件 
本件も、物品の所有権に基づいて荷受人の訴権が認められたという点では［判
例 3］とほぼ一致しており、この二つの判例はその後の類似事件でよく引用され
るリーディングケースとなっている。ただし、［判例 3］で荷受人の訴権を証明
する根拠とされた荷受人による運送人の指定について、本件ではそのような指定
は特定の運送人までを指定する必要はなく、何らかの運送手段による発送さえ指
図すれば足りるという緩やかな立場をとっている。 
この事件において、民訴裁判所（Court of Common Pleas）の Alvanley 判事は、
売主と買主の間での物品引渡しの問題を検討する際に、「次のようなルールはす
でにコモン・ローの中で定着しているものと考える。すなわち、ある商人〔買主〕
が物品の運送を指図した場合、たとえこの買主が特定の運送人
．．．．．．．．．．．．．．
（particular carrier）
を指定していなくても
．．．．．．．．．．
、物品の運送人に対する交付は買主に対する売買目的物の
引渡しとなり、物品上のすべてのプロパティ（the whole property; つまり所有権）
およびリスクは直ちに買主に移転し、この買主のみが物品の損傷につき運送人を
訴えることができる」54と述べた。 
本件と［判例 3］との相違は、［判例 3］では運送人が荷受人によって指定された者
であり、かつ、判決もその事実に依拠している55のに対して、本件では傍点で示した
                                                          
52この点を示した判例は、Stephenson v Hart and Waterhouse(1828) 4 Bingham 476, per Gaselee J., p.487、
Heugh v London & North Western Railway Co. (1869-70) L.R. 5 Ex. 51, per Martin B., pp.57-58、Cork 
Distilleries Co. v Great Southern & Western Railway Co. of Ireland (1874-75) L.R. 7 H.L. 269, per Justice 
Mellor, p.277; per Lord Hatherley, p.281、The Albazero [1977] A.C. 774, per Brandon J., pp.785-786; per 
Lord Diplock, pp.842-843、および Texas Instruments Ltd v Nason Europe Ltd [1991] 1 Lloyd’s Rep. 146, 
pp.148-149 などが挙げられる。 
53この点を指摘するものとして、Chris Cashmore, op. cit.(note 5), p.497 がある。 
54
 See Dutton v Solomonson(1803)3 B. & P. 582, per Lord Alvanley Ch. J., p.584.傍点は筆者。 
55この点は、Dutton v Solomonson 事件で、被告側の弁護士が Dawes v Peck 事件を引用したときの見解
である（See (1803)3 B. & P. 582, p.584）。また、Dawes v Peck 事件の判旨をまとめた判例誌 Term Reports
の編集者も、「荷受人が指定したある特定の運送人（a particular carrier, by order of the consignee）」
という表現を用いている（See (1799) 8 T. R. 330, p.330）。なお、Coats v Chaplin 事件において Patteson
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ように荷受人による特定の運送人の指定は荷受人の訴権享有の要件とはされていない。
この点に関して、本件判旨は、荷受人が訴権を享有するためには、たとえ特定の運送
人を指定しなくても、少なくとも何らかの運送手段による発送を指図する必要がある
ことを意味すると理解されている56。 
［判例 5］：1825 年の Fragano v Long 事件 
以上は陸上運送分野のケースであるが、船荷証券未発行の海上運送契約に基づ
く訴訟において、物品所有権の帰属関係を根拠として荷受人の訴権が認められた
ものがある。たとえば、船荷証券が発行されていない本件の海上運送では、荷送
人による運賃の支払いがなかったことから、物品の所有権は運送人に対する物品
の交付と同時に荷受人に移転しており、そのため荷受人が海上運送契約上の訴権
を有すると判断された57。 
本件運送は、イギリスからイタリアまでの海上物品運送であり、売主（荷送人）
A が買主（荷受人）X の注文書面どおりに物品を発送して保険を手配し、かつ、
保険の利益が X にあると申告した。本件運送について、船荷証券は発行されてい
なかった。運送途中で、船主 Y の過失により物品が損傷したため、X が Y に対し
て引受違反訴訟を提起したところ、Y は、荷送人 A に対してしか運送契約上の責
任を負っていないと主張して、X の訴権の存在を争った。この争点に関して、王
座裁判所の Holroyd 判事は、「物品の真の所有権者（real owner）、つまり A が代
理した本人（たとえ被告がその者の存在を知らなくても）は、物品の損害につき
訴えることができる。･･････もし物品の引渡しが売主から離れたところで行われ
る予定であって、かつ、売主による運賃などの支払いがない場合、物品の所有権
はそれが発送された時点で買主に移転する」58と判示し、それゆえ物品の所有権
                                                                                                                                                                      
判事も Dawes v Peck 事件の判旨につき同様に解釈していた（See (1842) 3 Q.B. 483, per Patteson J., 
p.487）。 
56この点は、Coats v Chaplin 事件の Wightman 判事によって指摘されている（(1842) 3 Q.B. 483, per 
Wightman J., p.491、同事件の事実と判旨の詳細は次項の②を参照）。 
57荷送人による運賃の支払いが、荷送人が運送契約上の当事者となってその契約上の訴権を享有する
ための一つの要件であることに関しては、本章で前述した［判例 1］と［判例 2］を参照。 
58
 See Fragano v Long (1825) 4 B. & C. 219, per Holroyd J., pp.222-223. 
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者である荷受人 X と運送人 Y との間に黙示的運送契約が存在すると判断して、X
の本件運送契約上の訴権を認めた59。 
以上にみたような、荷送人の運送人に対する物品の交付により荷受人への所有権移
転を推定し、それに基づいて荷受人を契約当事者として、荷受人に訴権を認めるこれ
ら代表的判例は、コモン・ローにおける運送契約上の訴権の所在に関する「通常のケ
ース（normal case）」として捉えられている60。この通常のケースに対して、実際に物
品の所有権が明確であるために所有権移転の推定が働かない場合があり、この場合に
は例外的ケースとして荷送人が運送契約の当事者とされ、かつ、契約上の訴権が認め
られる。次に、この例外的な状況をみてみよう。 
②例外的な状況：物品の交付で所有権の移転が推定されない場合 
これは、物品所有権の移転について売買当事者間に特別な合意がある場合であり、
このような合意があれば物品の交付による所有権移転に関する前述の一応の推定は不
要となり、機能しないこととなる。この場合の黙示的運送契約の構造は、物品の所有
権がいずれに存在するかによって異なってくる。これは、物品の所有権が運送の開始
から終了まで、運送人に物品を交付する荷送人（発送者）にある場合と、そうでない
場合（荷受人その他荷送人以外の者に所有権がある場合）とを分けて整理することが
できる。 
a) 物品の所有権が荷送人にある場合   
物品の所有権が、運送の開始から終了までの間、荷送人のところに留まることがあ
る61。そこで、一応の推定が働かないこうした例外的場合については、運送人の過失
により物品が滅失・損傷した場合の訴権の所在についても、コモン・ロー上、例外的
                                                          
59同判旨に関してこの点を指摘するものには、Tronson v Dent (1853) 8 Moore, P. C. 419, per Sir John 
Patteson, p.437 がある。ちなみに、本件のもう一つの争点は、A と X の間で合意された物品代金支払
条件（物品が陸揚港到着の三か月後に支払う）が X の訴権享有のために必要な条件であるか否かで
あったが、これについて裁判所は否定的な立場をとっていた。  
60これは、Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210 が指摘している。 
61たとえば、(i)売主が買主に承諾条件付きの売買（sale on approval）の目的物を送る場合、(ii)売主と
買主との間に物品が買主の営業所到着まで所有権が移転しないことを約束した場合、(iii)物品の運送
が売買と関係なく、荷送人が物品を自己の代理人に発送する場合、(iv)事業所の移転などで物品を送
る場合などが挙げられている（See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.211）。 
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に荷送人が有するものと認められている62。この理論構成をとった判例として、1832
年の Swain v Shepherd63事件および 1842 年の Coats v Chaplin64事件がある65。 
［判例 6］：1832 年の Swain v Shepherd 事件 
この事件は、買主の承諾条件付き売買の目的物について、買主である荷受人が
運送人から物品を受け取り、かつ、承諾するまで当該物品の所有権は荷送人に留
保されるから、荷受人が受け取る前に滅失した物品に関する運送人に対する契約
上の訴権は荷送人にあると判示したケースである。 
本件では、売主 X は買主 A の注文書に従って、物品を指定された運送人 Y の
荷馬車にて発送した。その後、物品が運送の途中で滅失したため、X は Y に対し
て物品損害の賠償を求めて訴えを提起した。そこで、被告 Y は［判例 3］の法理
を援用し、本件訴訟を提起できる者は荷送人 X ではなく、荷受人 A であると主張
して争った。これに対して、原告 X は、自己の通常の取引形態が承諾条件付きの
売買（顧客が届いた物品を承諾した場合には売買契約が成立し、不承諾であれば
それを X に返送するという方式）であって、本件売買ではこれと異なる別段の明
示的約定がなされなかったことを立証して、みずからが訴権を有していると主張
した。そこで、巡回裁判所の Parke 判事は、「一般的にいえば、注文書に従って
取引上正常な品質の物品が発送され、かつ、その書面において発注者〔荷受人〕
の受領義務が定められていれば、運送人に対する〔荷送人による〕物品の交付に
より、その者〔荷受人〕が物品の所有権を取得して、当該物品の滅失について運
送人を訴えるのに適当な者となる。しかし、もし原告の立証が陪審員団に受け入
れられれば、本件物品は単に承諾を求めて発送されたこととなるから、その所有
権は A が物品を受け取り、かつ、承諾するまでは A に移転しない」66と判示し、
最終的に X の訴権を認めた。 
［判例 7］：1842 年の Coats v Chaplin 事件 
                                                          
62
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669. 
63
 (1832) 1 Mood. & R. 223. 
64
 (1842) 3 Q.B. 483. 
65この二つの事件の詳細は、本章の 2（1）②で検討する。 
66
 See Swain v Shepherd (1832) 1 Mood. & R. 223, per Parke J., p.224. 
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この判決は、物品の買主である荷受人からは物品の運送に関する何らの指示 67
もなされていなかった場合は、荷送人の運送人への物品交付によっては物品所有
権は荷受人に移転せず、それゆえ運送契約上の訴権は物品の所有権者である荷送
人に留まるとの判断を示したものである。本判決も、黙示的運送契約としては例
外的に、荷送人の訴権が認められたものといえる。 
本件では、買主 A の代理人が製造業者 X に口頭で本件運送品である商品を発注
したものの、物品の運送に関して A から何らの指示もされなかった（No order was 
given as to sending the goods.）。ところが、X は、本件物品を鉄道のコモン・キャ
リアである運送人 Y に交付し、A までの運送を委託した。その後、物品が Y の過
失により滅失したので、X は Y に対して物品損害に関する損害賠償を請求した。
これに対して、Y は、荷送人 X は本件物品の売買契約を有効にするためにその権
能においてすべてを実行しており、すでに物品上の所有権を移転させていると主
張し68、また、［判例 4］の判旨を引用して、X が Y に物品を交付したのは荷受人
A のためであるから、本件訴訟を提起できるのは X ではなく A であると主張した
69。この Y の主張に対して、二審の女王座裁判所（Court of Queen's Bench）の
Wightman 判事は、「Dutton v Solomonson 事件(［判例 4］）は Y の主張にとって
有利なようにみえる。しかし、この事件では、実際、荷受人は特定の運送人
（particular carrier）を指定していなかったものの、物品がある運送人によって発
送されるべきことを指図していた。これに対して、本件では、運送手段（any mode 
of conveyance）に関する何らの明示的指図もなされておらず、また HartvSattley 事
件70のような、運送に関するいつものやり方というものも存在しなかった」71と指
摘した。また、同事件の Patteson 判事も同様の意見を述べたうえで、本件におい
                                                          
67この点が運送契約上の訴権享有の要件とされていることに関しては、前述の［判例 4］を参照。 
68この点に関して、Y は本件でのインボイスがその証拠であると主張していたが、女王座裁判所の
Denman 判事は、インボイスは荷送人の単なるメモであり、当事者間の契約を証明するものではない
と判示した（See Coats v Chaplin (1842) 3 Q.B. 483, per Lord Denman C.J., p.489）。 
69被告 Y のこれらの抗弁は一審（Middlesex sittings in Trinity term 1841）の Wightman 判事によって却
下されたが、Y はこれを不服として同様の理由をもって女王座裁判所に控訴した（See Coats v Chaplin 
(1842) 3 Q.B. 483, pp.484-485）。 
70この事件では、売主が同じ買主との間で常に利用している運送人に物品を交付していたことから、
この交付が荷受人に対する物品の交付になるという構成が認められたものである（See Hart v Sattley 
(1814) 3 Campbell 528, per Chambre J., p.529）。 
71
 See Coats v Chaplin (1842) 3 Q.B. 483, per Wightman J., p.491. 
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て荷送人が自らの意思で物品を運送人に交付したことは荷受人に対する引渡しと
はならず、本件訴権は荷送人にあると判示した72。 
ｂ) 物品の所有権が荷送人以外の者にある場合 
物品の所有権が荷送人以外の者にある場合については、運送契約上の訴権の所在を
明示的に判断する判例はみあたらない。しかし、［判例 6］および［判例 7］では、物
品の交付による所有権の移転という推定が働かない場合は、物品の所有権の実際の所
在により運送契約の当事者構造および契約上の訴権の所在が決められている。この法
理に依拠すれば、物品の所有権が荷受人またはその他の荷送人以外の者にある場合に
は、荷受人など荷送人以外の所有権者が運送人の契約相手方となり、また運送契約上
の訴権を有する者と推測することができるであろう。 
この点について、イギリスの学者 Otto Kahn-Freund は、「物品の所有権が運送の開
始時にすでに荷受人にある場合は、基本的に所有権者である荷受人が運送契約の当事
者となる」73こと、そして「物品の所有権が荷送人または荷受人以外の者にある場合、
荷送人が物品所有権者の代理人として運送人と運送契約を締結した者とみなされる」
74と述べており、ここで同様の理解を示している。 
（2）寄託の目的物に関する黙示的運送契約 
 これまでは、運送される物品が売買の目的物である場合に、物品所有権の帰属関係
によって運送契約の当事者構成が推定され、さらには契約上の訴権の所在が決められ
るというコモン・ロー上の黙示的運送契約の当事者構成を考察してきた。しかし、運
送される物品は売買の目的物であるとは限らない。たとえば、荷送人が保管や修理の
ために荷受人所有の物品を所持している場合など、こうした寄託の目的物を運送に出
す場合もありうる。このように、荷送人と物品の所有権者との間に寄託関係（bailment）
75が存在する場合であっても黙示的運送契約は成立しうるが、この場合の契約の当事
者構成は運送品が売買の目的物である場合とは異なっている。すなわち、物品の所有
権者から物品を寄託された受寄者（bailee）である荷送人が、寄託者（bailor）である
                                                          
72
 See Coats v Chaplin (1842) 3 Q.B. 483, per Patteson J., p.490. 
73
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.211. 
74
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), pp.211-212. 
75これは、物品を所有している寄託者は、その物品を受寄者に交付して保管させ、そのうえで受寄者
からの再交付を目的とする法的関係である。また、本理論の詳細は本章の 3（1）を参照。 
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物品所有権者までの当該物品の返送を運送人に委託した場合であれば、荷送人は限定
的な占有の利益しか有していないにもかかわらず、運送契約の当事者は物品の所有権
者でなく荷送人であると推定されている76。そして、運送途中で物品が滅失・損傷し
た場合、運送契約に基づいて運送人を訴える権利は荷送人が有することになる。この
ような理論構成を示した代表的な判例として、1833 年の Freeman v Birch77事件および
1901 年の The Winkfield78事件を挙げることができる。 
［判例 8］：1833 年の Freeman v Birch 事件 
これは荷受人（物品所有権者）から物品を寄託された荷送人に運送契約上の訴
権を認めた最初の判例である。この判例は、寄託法理の適用場面を、運送される
物品が売買の目的物である場合と明確に区別した。 
本件において、クリーニング店 X は、顧客 A の衣服を洗濯した後、それを A
に返還するために通常どおりに運送人 Y に運送を委託し、かつ、運賃を支払った。
ところが、本件の衣服は運送途中で運送人の過失により滅失した。そこで、X は
Y に対して物品の滅失による損害の賠償を請求して提訴した。これに対して、裁
判所が X の請求を認める判断をしたところ、Y は、［判例 3］および［判例 4］
を援用し、本件では物品の所有権者であり荷受人である A によって訴えが提起さ
れるべきであり、X は訴権を有していないと主張して再審を申し立てた。この主
張について、Littledale 判事は、「仮に完全な売買（a complete sale）である場合に
は、物品上のすべてのプロパティ〔すなわち所有権〕が売主〔荷送人〕から移転
するが、本件では、ある特別財産権（a special property）79が未だに荷送人 X に残
されている」80と指摘し、Y が引用した二つの事件とは事案において相違するこ
とを示した。さらに、Parke 判事は、運送契約上の訴権の所在について、「誰が運
                                                          
76
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), pp.211, 212. See also See Brian Harries, op.cit.(note 9), para.1.3, p.9.  
77この事件はイギリスの判例登載誌ではみあたらないが、Coats v Chaplin 事件（(1842) 3 Q.B. 492）
において同事件の主要な事実と判旨が引用されており、本文で述べた事実と判旨の概要については
それを参照した。 
78
[1902] P. 42. 
79「特別財産権（special property）」というのは、その保有者が限定的かつ一時的な権利しか有して
いない財産権である（小山貞夫編『英米法律語辞典』（研究社, 2011）1049 頁“special property”項目
を参照）。本件で X が本件物品の所有権者である A から預けられた服の安全な返還について責任を
負うから、ここでいう「特別財産権」は服に対する占有権を指している。  
80
 See (1842) 3 Q.B. 492, per Littledale J., p. 492. 
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送人を使用したのか、そして誰のリスクにおいて物品が運送されたのか」81を考
慮すべきであるとして、その判断基準を示している。そのうえで、本件では、「原
告 X が本件の運賃を支払った。運送人を使用したのは物品所有権者 A ではなく、
物品のリスクもそれが A に引渡されるまでは受寄者である X にある」82と述べ、
荷送人 X が受寄者として運送人に対して訴権を有するものと判示した。 
［判例 9］：1901 年の The Winkfield83事件 
この判例は、ここにみた寄託関係の法理を海上運送に応用した代表的なもので
あり、かつ、受寄者の訴権の理論的な基礎が物品に対する占有権にあるとする解
釈を示したものである。 
本件は、二隻の蒸気船 Mexcian 号と Winkfield 号の衝突に関するものである。衝
突により、Winkfield 号は損傷し、Mexcian 号は沈没して、運送品の一部である郵
便物が滅失した。そこで、この二隻の船の船主はお互いに訴訟（cross-actions）を
提起したところ、Winkfield 号の船主に相手船の損害に対する責任が認められ、そ
の責任は 1894 年イギリス商船法（Merchant Shipping Act 1894）により制限される
と判示された。この責任制限基金に対して、郵政大臣（Postmaster-General）は、
Mexcian 号上の郵便物の受寄者として、郵便物の一部滅失について一定額の損害
賠償を請求した。一審では郵政大臣が滅失した郵便物の権利者に対して責任を負
わないとしたうえで、本件の訴権が認められなかった。それに対して、二審であ
る控訴院（Court of Appeal）は、本件郵便物の損害につき郵政大臣の責任の有無に
関係なく、郵政大臣が受寄者として本件の訴権を有すると判示した。さらに、控
訴院の Holmes 判事は、受寄者の第三者に対する訴権について、イギリス法におけ
る古い起源を遡り84、受寄者のこの訴権の基礎は動産（chattels）に対する占有権
（possessory title）にあること、また、この訴権の主体は受寄者のみに限定され、
寄託者（物品の所有権者）は含まれないこと85を指摘した。 
                                                          
81
 See (1842) 3 Q.B. 492, per Parke J., p. 492. 
82
ibid. 
83
 [1902] P. 42. 
84
See The Winkfield[1902] P. 42, per Chief Justice Holmes, p.45. 
85その原因としては、侵害された動産は、受寄者の所有物とみなされているからである（See The 
Winkfield[1902] P. 42, per Chief Justice Holmes, p.60）。ただし、受寄者は第三者から回復した利益を、
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以上、代表的裁判例の概観を通じてイギリス運送契約の基本構造および契約上の訴
権の所在に関するコモン・ロー上のルールを整理した。これを表で示すと次のように
なる。 
イギリス運送契約の基本構造と契約上の訴権の所在に関するルール 
運送契約の種類 説明／細分類 
運送契約の基本構造（運
送人の契約相手方） 
契約上の訴
権の所在 
明示的運送契約
（「特別な契約」） 
運送人と荷送人の間で
運送契約が明示的に締
結されるもの 
荷送人 荷送人 
（判例 1、
判例 2） 
黙
示
的
運
送
契
約 
売買の目的
物に関する
黙示的運送
契約 
一般：物品の交付で所有
権が荷送人から荷受人
に移転する 
荷受人 荷受人 
（判例 3～
判例 5） 
例外：所
有権が物
品の交付
で移転せ
ずに、 
①荷送人に
留保される
場合 
運送人が知っている場
合、荷送人が当事者 
荷送人 
（判例 6、
判例 7） 
運送人が知らない場合、
荷受人が当事者（Otto の
学説による） 
（荷受人） 
②荷受人に
ある場合 
荷受人 荷受人 
③第三者に
ある場合 
第三者（物品の所有権
者） 
第三者（物
品の所有権
者） 
寄託の目的
物に関する
黙示的運送
契約 
荷送人が運送品の所有
権者（荷受人・その他の
第三者）の受寄者として
運送を委託するもの 
荷送人 荷送人 
（判例 8、
判例 9） 
                                                                                                                                                                      
寄託者のために有しており、第三者はすでに受寄者に弁償したことをもって寄託者に対抗すること
ができる（See The Winkfield[1902] P. 42, per Chief Justice Holmes, p.61）。 
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3 運送契約の構造および訴権の所在における伝統的コモン・ロー理論の機能 
 これまではイギリス運送契約の当事者構成、および契約上の訴権の所在について、
判例を通じてそれらの具体的類型を考察した。それらの判例では、運送契約の当事者
構成を決定する際に、代理理論および寄託理論の内容にしばしば触れていた。この二
つの理論はコモン・ロー上の伝統的法理論であり、前述した判例の多くはこれらの運
送契約法分野における応用である。イギリス運送契約法に対するこのようなコモン・
ローの考え方を理解するために、以下ではこの二つの理論のうち運送契約に関連する
部分の理論構成を紹介したうえで、運送契約の構造および契約上の訴権の所在におけ
るこれらの理論の機能を明らかにしたい。 
（1）寄託理論：運送契約当事者関係の伝統的理解 
 コモン・ローでは、運送契約法は実際に寄託法の一つの分枝であり、物品の運送に
は寄託という法的関係が含まれるとみられている86。その原因は、イギリスにおいて、
運送関係が最初に現れる時期では未だ契約法が確立されていない時期であったことに
ある87。それまでに、コモン・ローにおける物品を安全に引き渡す運送人の義務は、
契約というものとかなり離れる存在（exist quite apart from any contract）であり、契約
法よりはるか以前から発展していた寄託法に依拠していた88。そこで、寄託理論は、
イギリス法上従来から運送人と荷主（荷送人または荷受人）との間での権利義務関係
を説明する際に常に用いられる理論となった。そして、18 世紀以降に寄託が一種の契
約としてその現代的発展を開始したにもかかわらず、今日に至っても、寄託関係の成
立には必ずしも契約の存在は必要ではないと指摘されている89。したがって、運送契
約の当事者関係につき、寄託理論は、明示的運送契約のみでなく、黙示的運送契約に
も適用することができる。むしろ、寄託理論は、荷主が運送人との間に明示的運送契
約が存しない場合、あるいはそのような契約上の権利を主張できない場合、運送人に
                                                          
86
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.194. See also H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669. 
See alsoNorman Palmer, Bailment, in English Private Law (Andrew Burrows ed., 2007), para.16.01, p.1132.  
87イギリスで運送関係が登場した時期は 17 世紀前後であり（この点は本稿注 6 を参照）、ローマ法
から契約理論を受け入れて最終的に確立したのは 19 世紀であった（沢木敬郎「第三者のためにする
契約の法系別比較研究」比較法研究 13 号（1956）50 頁を参照）。 
88
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.194. 
89
 See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), pp.194-195. 
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対して物品の損害賠償責任を追及するときに常に援用される伝統的コモン・ロー理論
となっている90。 
 寄託理論による運送関係の理解としては、コモン・ローにおいて、物品を安全に引
き渡す義務が運送人に課せられる根拠は、単に運送人が物品の運送および引渡しを約
束したからだけでなく、運送人が運送期間中に他人の物品を占有していることにもか
かわっている91。こうして運送人が他人の物品を占有している間に、運送人とその者
との関係は、イギリス法において寄託関係という法的概念で表される92。具体的には、
運送人は物品の交付を受けることで受寄者となり、物品を運送人に交付する者が代理
した本人（the person on whose behalf the goods are delivered to the carrier）は寄託者とな
る93。そこで、荷送人と荷受人が異なる者である場合に、その中のどちらの者のため
に物品が運送人に交付されたのか、という寄託者特定の問題が現れる。この問題はす
なわち運送契約の当事者構成に対する伝統的理解であり、つまり、寄託という理論構
成のもとで、運送人にとって寄託者となる者が、運送人との間で運送契約関係を成立
させた当事者であるという理解である。また、明示的運送契約と黙示的運送契約とで
は、運送人にとって寄託者となる者が異なるため、それぞれの当事者構成に違いが生
じる。 
①明示的運送契約の場合 
前述したように、明示的運送契約の当事者は荷送人と運送人である。この構成は寄
託理論のもとで、以下のように解釈されている。すなわち、荷送人が自らの名義で運
送人と「特別な契約」を締結した場合においては、たとえそれが荷送人が物品の所有
権を有さずに他人の利益のために行ったものであっても、荷送人は運送人を使用した
者であるから、運送人との間で意図的な寄託関係（bailment at will）を生じさせており、
ここで荷送人が運送人にとって物品の寄託者となる94。したがって、寄託者である荷
送人が運送人と運送契約を締結した者である。 
② 黙示的運送契約の場合 
                                                          
90
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.36-043, p.669. 
91
Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.194. 
92
ibid. 
93この点を指摘するものとして、The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.841 がある。 
94
See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), n.265, p.669. 
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本章で前述したように、黙示的運送契約の当事者構成は、一般的状況と例外的状況
に分けることができる。まず、物品の交付で所有権の移転が推定されるという一般的
状況では、荷受人が運送契約の当事者と推定されており、これも実際に寄託理論に基
づいて形成された法理である。すなわち、一般的に荷受人として指定される者が運送
人にとって寄託者であると推定されるからである95。また、物品の交付による所有権
の移転の推定が必要でないという例外的状況においては、物品の所有権者にあたる者
（荷送人、荷受人、またはその他の所有権者）が運送人の契約相手方となっている。
この構成は寄託理論のもとで、物品の所有権者が寄託者とされ、つまりこの者が、運
送人による物品の安全な引渡しの義務の相手方となるからである96。 
 また、運送契約の構造のみならず、前述した運送契約上の訴権の所在に関する法理
も、実際に寄託理論から導かれていた。この点は、運送契約が明示的な契約であって
も黙示的な契約であっても同様である。すなわち、寄託法においては、もし物品が受
寄者の占有期間中に滅失・損傷した場合、受寄者は、その損害につき自己の過失がな
いことを証明しない限り、寄託者に対して損害賠償の責任を負うというルールがある
97。このルールは、反対の約定がない限り98、通常の受寄者（ordinary bailees）99として
の運送人の責任の基本的枠組みである100。ということは、運送契約法分野において、
受寄者である運送人が物品の損害につき、物品の寄託者に対して責任を負うこととな
り、言い換えれば、運送契約上の訴権の所在は、運送人の寄託者となる者（荷送人、
または、荷受人などの物品所有権者）が有することとなる。  
（2）代理理論：運送契約の構造と契約上の訴権の所在を結びつけた理論 
                                                          
95
 See The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.842 . 
96
See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.195. 
97
 See Norman Palmer, op. cit. (note 86), para.16.02, p.1132. See also Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), 
p.195. 
98「特別な契約」である運送契約が締結される場合、運送人の責任の範囲は、その契約の定めにより
拡大または制限される可能性があるが（See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.195）、運送人の責
任の対象、すなわち運送契約上の訴権を有する者が物品の寄託者であることには変わりがない。 
99イギリス法において、通常の受寄者としての運送人は、プライベート・キャリア（private carrier）
であり、コモン・キャリアには通常の受寄者より重い責任、すなわち絶対責任（absolute liability）
が課されている。この点について詳しくは、Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), pp.196-200 を参照。 
100
 See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.195. 
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 前述した寄託理論では運送契約の構造、つまり荷送人と荷受人のどちらが運送人の
契約相手方になるかという問題に関する理論であるが、荷送人と荷受人との間の関係
については検討対象にしていない。しかし、荷送人と荷受人との関係は、運送契約当
事者を確定し、運送契約上の訴権の所在を解明するに重要な問題であり、それについ
てイギリス法はもう一つのコモン・ロー理論である代理理論を通じて説明している。
これまで挙げた判例でもみられたように、裁判所が運送契約上の訴権の所在を判断す
る際には、荷送人と荷受人とのいずれが運送人と運送契約を締結した本人であるかに
ついて常に言及していた。したがって、イギリス運送契約法において、荷送人と荷受
人との関係に応用した伝統的コモン・ロー理論である代理理論は、実際に運送契約の
構造と契約上の訴権の所在を結びつけるという機能を有している。以下は黙示的運送
契約と明示的運送契約の二つの場合に分けて検証する。 
① 黙示的運送契約の場合 
本章では、黙示的運送契約の構造に関連して、すでに荷送人と荷受人との代理関係
に言及している。すなわち、荷受人が運送契約の当事者と推定された場合（つまり物
品の交付でその所有権が荷受人に移転すると推定された場合）、またはそのように証
明された場合（つまり荷受人が運送開始前からすでに物品所有権者となった場合）、
運送人に対する物品の交付および運送契約関係の締結に関して、荷送人は荷受人の代
理人として行動するとみなされる101。 
そして、コモン・ローにおいて、荷送人と荷受人間の代理関係の如何は、黙示的運
送契約上の訴権の所在を決定する要素である。とりわけ、19 世紀半ば以前、運送人に
対して提起された引受違反訴訟のほとんどでは、荷送人が運送人と契約関係に入るの
は自己の利益のためであるか、それとも通常推定されるように（as normally to be 
inferred）荷受人の代理人としての行為であるかという「代理関係の分析（analysis of 
agency）」が先に行われていた102。たとえば、本章で検討した［判例 3］および［判例
5］で裁判所はともに、運送の予約や物品の発送などに関して荷送人が荷受人の代理人
                                                          
101
 See Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.210. See also Brian Harries, op.cit.(note 9), p.9 . See also The 
Albazero[1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.842. 
102この点は、Diplock 判事が The Albazero 事件の審理において過去の関連判例について指摘している
（See [1977] A.C. 774, pp.842-843）。 
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として行動していたと判断し、ゆえに荷受人が運送契約上の本人として訴権を有する
としていた。 
② 明示的運送契約の場合 
荷送人と運送人との間で明示的運送契約が存在する場合においても、前述のように
基本的に荷送人が直接契約関係に基づいて訴権を有するが、物品の損害発生時にその
所有権がすでに荷受人に移転していたときは、物品の損害を実際に被った荷受人を救
済するために、裁判所は代理法理を応用したことがある103。 
本来、「特別な契約」が存在する場合では、荷送人が荷受人の代理人ではなく自己
のために運送人と契約関係を結ぶのが原則であるが、物品が一般的に荷送人（売主）
と荷受人（買主）との間の売買契約の目的物であることからすれば、運送契約の締結
は売主が自己のために行うこともあれば、そうではなく買主の代理人として行為する
こともあり、これについては売買契約の条項から判定すべきものとされている104。ゆ
えに、この場合の荷受人の訴権を導くためにも、代理理論を応用することがある。こ
の点、たとえば［判例 2］では、荷送人が自己の名義で運送人と運送契約を締結した
ので荷送人が訴権を有すると認められたが、同判決の Buller 判事は、「しかしいずれ
にせよ、本件訴訟の提起という目的に関しては（for the purpose of bringing this action）、
荷送人は荷受人の代理人とみなされうる」105という見解を示している。つまり、荷送
人が運送人との間での直接契約関係に基づいて訴権を有するものの、本件物品の所有
権がその発送時からすでに荷受人に移転していたため106、運送途中で生じた物品の損
害につき、物品の真の所有権者である荷受人の代理人として、運送人に対する訴権が
荷送人に認められたということである。 
4 運送契約法における訴権の伝統的意義：物品の実質的損害を回復する権利 
                                                          
103代理理論の陸上運送契約および海上運送契約における具体的な応用例は、本稿第二部の第 2 章の
2（1）で取扱う。 
104この点を指摘するものとして、The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.842 がある。 
105
 See Moore v Wilson (1787) 1 Term Rep. 659, per Buller, J., p.659. 
106本件の事実では、売買契約の条項において運送契約の締結に関する特別な約定はとくに言及され
ておらず、あえて前述した Buller 判事の見解に基づいて、本件ではコモン・ロー上の物品所有権移
転の一般原則に従い、物品の発送でその所有権が買主である荷受人に移転したと推測することがで
きる。 
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本章で検討してきた判例をみても、イギリスでは運送契約上の訴権は、物品の所有
権者に与えられているか、あるいは物品の所有権に関係なく、運送人と契約を実際に
締結した荷送人に認められていることがわかる。しかし、後者の場合でも、代理理論
を通じて、物品所有権者の損害を填補することを最終の目的としていたように思われ
る。これは、実際にイギリス運送契約法における伝統的な訴権の意義に相当し、また
次の章で検討する現代的運送契約法における訴権の意義、すなわち物品の所有権に関
係なく訴権を有する者の「経済的損失の回復」を図るという訴権の意義とは相違がみ
られるので、ここではこの点を確認しておきたい。 
現在のイギリス法では、商事契約の違反につき提起された訴訟において回復しうる
損害の範囲は、一般的に、原告が被告の契約違反行為によって被った経済的損失
（financial loss）であるという原則が存在する107。ゆえに現代的契約法における訴権の
意義は、こうした経済的損失を回復する権利を指しているといえよう108。しかし、こ
の原則はイギリス法の歴史においてその形成は遅く、とりわけ運送契約法の分野では、
少なくとも 19 世紀に至るまでは確立されていなかった109。当時のコモン・ローでは、
運送人の契約相手方に認められていたのは、物品の実質的損害を回復する権利（right to 
recover substantial damages）であった110。このような意義の権利は黙示的運送契約を背
景に形成されてきたが、明示的運送契約の場合にも同様な理解がとられていた。以下
では、この二つの場合に分けて、本章でこれまでにとりあげた代表的判例を踏まえ、
当時の運送契約上の訴権が物品の実質的損害を回復する権利であることを確認したい。 
（1）黙示的運送契約の場合 
 前述のように、黙示的運送契約には、売買の目的物に関するものと、寄託の目的物
に関するものとの二種類があるから、ここでもこの二つの場合に分けて検討をする。 
まず、売買の目的物に関する黙示的運送契約である場合、運送契約上の訴権は物品
の所有権の帰属関係を基礎としているので、そのような立場の判例では、基本的に訴
権を物品の実際の損害を回復する権利と定義し、かつ、このような権利が基本的に物
                                                          
107この点を指摘するものとして、The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.841 がある。 
108この点については、本稿第一部の第 2 章の 2（3）を参照。 
109この点は、Diplock 判事が The Albazero 事件の審理において過去の関連判例について指摘している
（See [1977] A.C. 774, p.841）。 
110
ibid. 
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品の所有権者と分離してはならないとしていた。たとえば、本章の［判例 3］におい
て、Lawrence 判事は、物品の所有権が荷受人にある場合、「運送人に対して物品の損
害を回復するための訴権」を荷送人に与えることができないと述べていた111。この部
分は、訴権の意義に関する説明にあたり、すなわち、訴権は物品の実質的な損害を回
復する権利であり、かつ、この訴権はこのような損害を被った所有権者にしか認めら
れないとしていた。 
また、寄託の目的物に関する黙示的運送契約である場合、運送契約上の訴権を有す
るのは物品の所有権者ではなく、物品に対する占有の利益しか有していない荷送人で
あるとされているが、この荷送人も物品の実質的損害を回復することができると認め
られている。たとえば、本章の［判例 9］において、Holmes 判事は、「受寄者と第三
者との間で、〔第三者にとって、〕物品に対する占有（possession）は〔受寄者に〕次
のような権利（title）を与えている。すなわち、限られた利益（limited interest）では
なく、絶対的かつ完全な所有権（absolute and complete ownership）である。そして、受
寄者は、物品そのもののすべての損失または価値の劣化に対する完全な回復（a 
complete equivalent for the whole loss or deterioration of the thing itself）を得る権利がある」
112と述べている。つまり、第三者に対する関係において、受寄者はあたかも物品の所
有権者であるかのように、物品の実質的損害を回復する権利という内容の訴権が与え
られているとされた。 
（2）明示的運送契約の場合 
この場合、運送契約上の訴権の所在は物品所有権の帰属には関係ないが、代理理論
を通じて、荷送人に物品所有権者を代理して物品の実質的損害を回復する権利を認め
ている。この点に関して、1976 年の Owners of Cargo Laden on Board the Albacruz v 
Owners of the Albazero(The Albazero)
113事件でDiplock 判事が過去のいくつかの関連判例
を回顧したうえで次のように述べている。すなわち、「少なくとも 19 世紀の第 1 四半
期に至って、コモン・ローにおいては、物品の滅失・損傷につき運送人に対して引受
違反訴訟を提起する権利がある者は、たとえ彼が物品の所有権者ではなく、かつ、運
送人の契約違反行為によって何らの損失を被っていないとしても、彼は物品損害の全
                                                          
111
 See Dawes v Peck (1799) 8 T. R. 330, per Lawrence J., p.334. 
112
 See The Winkfield[1902] P. 42, per Chief Justice Holmes, p.60. 
113
 [1977] A.C. 774. 
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額を回復することができる」114。この点は、これまで挙げた判例からも確認すること
ができる。たとえば、前述した直接契約関係に基づいて訴権が認められた［判例 2］
において、Buller 判事は［判例 1］の判旨を引用して、それを「たとえ荷送人から物品
の所有権が〔荷受人に〕移転したとしても、運送人に対して訴訟を提起することがで
きる」115と解したうえで、「しかしいずれにせよ、本件訴訟の提起という目的に関し
ては、荷送人を荷受人の代理人とみなすことができる」と判示した116。この判旨の後
半は、荷送人が物品の真の所有権者である荷受人の代理人として、物品の実質的損害
を回復するための訴権を有するという意味である。 
以上、黙示的運送契約と明示的運送契約の場合に分けて、19 世紀以前のイギリス運
送契約法における訴権の伝統的意義が物品の実質的損害を回復する権利であったこと
を確認した。なお、実際に、この時期の運送契約に基づく訴訟では、運送契約の当事
者が運送人の契約違反により、自己が実際の損失を被っていない場合の名目的損害
（nominal damages）のみを回復する権利と、実際の損失を被った場合の実質的損害
（substantial damages）を回復する権利との区別が未だ明確にされておらず、当時の判
例において検討されたのはすべて実質的損害を回復する権利であったとの指摘もなさ
れている117。 
 
 
第 2 章 海上運送契約分野における訴権法理の進化 
1  船荷証券の登場による海上運送契約構造の特異化 
（1）判例による船荷証券の権原証券性の認定 
（2）海上運送契約の構造に関する新たなルールの形成 
2  海上運送契約分野における訴権法理の変遷 
 （1）訴権の所在に関する所有権要件の緩和 
 （2）訴権に関連するコモン・ロー理論の拡充：過失による不法行為理論の導入 
 （3）訴権の意義の変化：訴権を有する者の経済的損失回復の権利へ 
                                                          
114
 See The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.841. 
115
 See Moore v Wilson (1787) 1 Term Rep. 659, per Buller J., p.659. 
116
ibid. 
117この点は、The Albazero 事件の Brandon 判事が、18 世紀から 19 世紀のいくつかの関連判例を分析
したうえで指摘したものである（See [1977] A.C. 774, p.786）。 
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これまで述べてきたように、イギリス運送契約の基本構造、および契約上の訴権に
関する伝統的法理論は、主に陸上運送契約の判例から形成されてきたものであり、ま
た、この理論は船荷証券が発行されない海上運送契約にも適用されている。しかし、
18世紀末に至って、船荷証券の権原証券としての効力がコモン・ロー上認められると、
海上運送契約の構造に関しては、陸上運送契約の一般原則と異なる方向へ発展してい
た。それとともに、19 世紀後半から、海上運送契約法分野において、訴権の所在に関
する所有権要件の緩和、過失による不法行為理論の導入、および訴権の意義の変化な
どがみられた。さらには、船荷証券に関連する訴権問題の解決を図った 1855 年船荷証
券法および 1992 年海上物品運送法が制定され、これらを契機として従来の判例で示さ
れた伝統的法理論の理論構成は実質的に修正されたところが多い。そこで、本章は、
海上運送で船荷証券の登場によって特異化された運送契約の具体的構造を明らかにし
たうえで、海上運送契約上の訴権に関連する判例の立場の変遷を検討することを通じ
て、海上運送契約法分野における訴権法理の進化を考察することとする。 
1 船荷証券の登場による海上運送契約構造の特異化 
（1）船荷証券の権原証券性（所有権を移転する効力）の認定 
18 世紀の末期までに、イギリスの海上運送分野における商慣習では、流通証券が未
だ現れていなかったため、運送品が運送人の占有下にある間に、その上の権利が荷送
人から荷受人に移転されることもなかった118。当時では、海上運送をともなう物品売
買における物品所有権の移転、および海上運送契約の構造も、前述した伝統的運送契
約と同じように理解されている。すなわち、「特別な契約」が締結されない限り、積
地売買の場合は、前章で述べた黙示的運送契約の一般的な状況に属し、基本的に物品
の所有権は物品が運送人に交付される時に買主である荷受人に移転するから、運送契
約の締結に関しては、荷受人が当事者本人であり、荷送人が荷受人の代理人とみなさ
れることとなる119。それに対して、揚地売買の場合は、黙示的運送契約の例外的な状
                                                          
118この点は、1977 年の The Albazero 事件で、Diplock 判事が以前の関連判例をまとめながら指摘して
いる（See [1977] A.C. 774, p.842）。 
119
See F.M.B. Reynolds, The significance of tort in claims in respect of carriage by sea, [1986] LMCLQ 97, 
p.100. 
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況に属し、運送品の所有権は荷揚げまで売主である荷送人により留保されているから、
荷送人が運送契約の当事者となる120。 
しかし、コモン・ローにおいて、1794 年の Lickbarrow v Mason121事件の判決により、
物品の所有権を移転するという船荷証券の権原証券性（document of title）122が認めら
れてからは、上述した状況が変わってきた。この事件では、売主 A が買主 B の指示お
よび名義において（by the order and directions and on the account of）運送品を船積みし、
運送人 C は A に対して 4 通の船荷証券を発行した。そのうち 2 通は A によって白地式
裏書により B に譲渡され、残る 2 通を A と C がそれぞれ所持していた。そして、B は、
本件物品の転売を X に委託するため所有する 2 通の船荷証券を X に譲渡した。X は、
直ちに物品の代金を B に支払った。しかし、その後、B は、A に対して物品の代金を
支払う前に破産した。そのため、A は本件物品を取り戻すために、自己の所持する船
荷証券を現地代理人である Y に裏書譲渡した。Y は、荷揚港において本件物品を A の
利益のために受け取った後、これを売却した。そのため、物品を受け取ることができ
なかった X は、Y に対して、支払い済みの本件物品代金と運賃を賠償するよう請求し
て提訴した。本件訴訟は三審を経て貴族院から差し戻され、その再審（a second trial）
において、王座裁判所は、船荷証券が譲渡可能であること（negotiable and transferable）、
および、そのような譲渡により物品の所有権を第三者に移転させることができるとい
う商慣習（いわゆる船荷証券の権原証券性）を認定し、さらに船荷証券の白地式裏書
での譲渡は、荷受人を指定する記名式裏書きと同様の効力を有することを認めたうえ
で、本件船荷証券の善意の第三所持人 X が物品上の権利を主張することができると判
示した。 
                                                          
120
ibid. 
121
 (1794) 5 Term Rep. 683. 以下に述べる本件事実の概要と判旨はこれを参照。  
122イギリス法のもとで船荷証券の「権原証券性」の本来の意味は、現在のイギリス法（1992 年海上
物品運送法が適用される場合）や日本法などの大陸法上の有価証券の性質とは異なり、船荷証券の
裏書譲渡により運送品の所有権を移転する効力を指している。この点に関して、増田・前掲論文（注
16）788 頁以下にも同判例に関して同旨の指摘がある。また、同論文では、イギリスの 1855 年船荷
証券法が制定された後でも、なお運送契約上の訴権の移転に関連して、船荷証券による運送品の所
有権移転の重要性が維持されたことも指摘している。本稿との関係について、同論文も船荷証券所
持の法的意義（物権的側面と債権的側面など）を検討するために船荷証券による運送品・運送契約
に関する権利（訴権を含む）の移転に関するイギリス法の枠組みを概観している。本稿は、イギリ
ス運送契約の構造および訴権の所在を解明することを目的としており、船荷証券発行下の運送契約
を含みながらこれに限らない対象を検討するものである。  
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このように、船荷証券の権原証券性が認められると、船荷証券が発行された海上運
送における物品所有権の移転時期は、前述した陸上運送をはじめとする伝統的運送契
約法のもとでの状況とは異なってくる。すなわち、明示的運送契約が締結されなくて
も、船荷証券さえ発行されれば、荷送人の運送人に対する物品の交付による荷受人へ
の所有権移転という「一般的な推定」は働かなくなり、荷送人から荷受人への船荷証
券の譲渡によってはじめて、物品の所有権を移転することとなる。したがって、その
「一般的な推定」に基づいた、荷受人を契約当事者とする運送契約の構造の「通常の
ケース」も通常でなくなることになる。 
具体的にいえば、たとえば、積地売買における売主であっても、船荷証券を所持す
ることを通じて物品の処分権（したがって物品の所有権）を物品の代金の決済時まで
留保することができ123、代金が支払われてはじめて、物品の所有権が買主に移転する
こととなる。その場合の運送契約は、伝統的運送にかかわる揚地売買と同様に、売主
である荷送人と運送人との間で締結されることが多い124。これは、前章で述べた荷送
人が物品の所有権を留保したケースと類似する状況であって、伝統的運送契約の分野
では例外的ケースであるが、海上運送契約の分野では、船荷証券が広く利用されるこ
とにともなって通常のケースとなってきた。これにより、海運実務において、船荷証
券が発行された場合125、積地売買と揚地売買のいずれにおいても、荷送人が運送契約
の当事者であることが一般的になってきた。 
（2）海上運送契約の構造に関する新たなルールの形成 
船荷証券の譲渡による物品所有権移転の効力が認められたことにともない、コモ
ン・ローにおいて、船荷証券発行のもとでは、海上運送契約の構造に関して次のよう
な新しい推定的ルールが形成されてきた。すなわち、物品売買契約のもとで売主から
買主への目的物の交付が、運送の途中で物品に対する推定的占有を表章する証券の譲
渡によって行われた場合は、荷送人と運送人の間で別段の約定が明示的になされてい
                                                          
123これは、イギリスの 1893 年物品売買法 19 条 1 項（1979 年改正版も同様）の規定により、荷送人
と荷受人との間で条件つきの処分権留保が約定される場合、運送人に対する物品の交付にかかわら
ず、物品の所有権は同条件満了時までは荷受人に移転しないからである。  
124
See F.M.B. Reynolds, op. cit.(note 119), p.100. 
125これは、船荷証券の権原証券性が認められた後の船荷証券の発行の場合をいう。以下の本文でも、
特別な説明がない限り同様とする。 
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ない限り、その運送契約は運送人と荷送人との間で締結されているとみなされる126。
この推定的ルールは、まさに前章で述べた伝統的運送契約法のもとで、荷受人が運送
契約の当事者に推定されるという「一般的な推定」と正反対である。なお、このよう
な運送契約では、荷送人が物品の所有権者でないという事実は、彼が運送人の契約相
手方になることを妨げないのである127。この点に関しても、前章で述べた物品の所有
権者が運送人の相手方であるという伝統的運送契約の構造の大原則と異なり、むしろ
その例外で、荷送人と運送人間で「特別な契約」が締結される場合の状況と一致して
いるといえる。 
海上運送契約の構造が伝統的運送契約法から離れて上述のように特異化した原因と
しては、船荷証券が発行された海上運送（本文以下は現代的海上運送と称す）が、陸
上運送をはじめとする伝統的運送と比べて以下の二つの特徴があるからと考えられる。
一つは、伝統的運送では、売買と関係しない場合も少なくないのに対して、海上運送
では、物品の輸出入は、通常は売買によって行っていると指摘され128、ゆえに海上運
送契約の構造には前章で述べた伝統的運送の構造ほどの多様性がないといえる。もう
一つは、たとえ同じ売買の場合であっても、物品所有権の移転の時期に関して、現代
的海上運送と伝統的運送とでは異なる可能性があるから、とくに明示的運送契約が締
結されていない場合、推定される運送契約の当事者構成も必ずしも同一ではない。具
体的にいえば、現代的海上運送における所有権移転の具体的な状況は以下のようであ
る。第一に、海上運送は運送時間が長く、かつリスクが高いので、荷受人（買主）が
陸上運送のように事前に物品の所有権を取得することは少ない。第二に、現代的海上
運送において、荷送人（売主）は船荷証券を所持することで運送中の物品の所有権を
留保することができ、荷受人がいつ物品の所有権を取得するか、あるいは荷受人が物
品の所有権者になるか否かすら不確定である。第三に、現代的海上運送では、運送途
中で船荷証券の譲渡により物品が転売されることが多く、物品の所有権者となる荷受
                                                          
126
See Glyn Mills & Co. v East and West India Dock Co. [1882] 7 App. Cas. 591, per Lord Selborne, p.596.  
See also Brian Harries, op.cit.(note 9), p.9. ここで「荷送人と運送人の間で別段の約定」というのは、
たとえば、荷送人が自己が荷受人の代理人として行動することを運送人に明示した場合があり、こ
の場合に海上運送契約の当事者本人となるのは荷受人である。  
127この点を指摘するものとして、Brian Harries, op.cit.(note 9), p.9 がある。 
128これは、Otto Kahn-Freund, op. cit.(note 10), p.276 で引用された Heskell v Continental Express, Ltd.  
(1950) 1 All E.R. 1033（なお、同判決は探索しても発見できていない）事件の判決での Devlin 判事の
意見である。 
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人も常に変動する可能性がある。したがって、これらの三つの点からすると、現代的
海上運送契約の締結時において、物品所有権と確定的な関連があるのは荷受人でなく
荷送人であり、現代的海上運送契約の構造に関しては、伝統的運送契約法分野におけ
るような、荷受人が物品の所有権者であって運送契約の当事者であるという一般的な
推定を適用する余地がないといえるであろう。 
2 海上運送契約分野における訴権法理の変遷 
以上では、権原証券としての船荷証券の登場によるイギリス海上運送契約の構造の
特異化をみた。その過程では、船荷証券が発行された海上運送契約上の訴権に関して
も、伝統的法理論から現代的なものへと変化してきていた。これらの変化は、訴権の
所在に関する所有権要件の緩和、過失による不法行為理論の導入、および訴権の意義
の変化という三つの面に顕れていた。 
もっとも、海上運送契約分野での訴権法理の変遷においては、伝統的法理論の踏襲
とその修正がいわば交錯しながら行われた部分がある。以下では、重要裁判例の検討
を通じて、この具体的な変遷過程を確認し、これらの判例において示された伝統的訴
権法理の修正点を示すことにする。 
（1）訴権の所在に関する所有権要件の緩和 
 海上物品運送の分野において、当事者間で明示的運送契約が締結された場合には、
荷送人が訴権を有することとなり129、これは伝統的運送契約法と変わりがないので、
ここで言及する必要がない。しかし、海上物品運送に関する書面または特別な契約が
存せず、物品の単なる交付で船荷証券が発行された場合では、伝統的運送契約法の状
況との相違が生じた。すなわち、海運実務では、通常は運送人により船荷証券が発行
された最初の所持人（すなわち荷送人）が物品所有権者であり（同時に運送契約の当
事者でもある）、そして、前述したように、船荷証券の譲渡を通じて当該物品の所有
権を第三者に移転させることができる。そこで、もし物品が運送途中で滅失・損傷し
た場合、運送人に対して訴権を有するのは最初の契約当事者であるか、それとも新た
                                                          
129この点を示した判例は、たとえば Joseph v Knox (1813) 3 Camp. 320; Dunlop v Lambert (1839) 6 Cl. & 
Fin. 600; Mead v South Eastern Railway Co. (1870) 18 W.R. 735 などがある。 
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な船荷証券所持人であるかが新たに問題となった130。このような訴権問題について、
イギリス法は、最初の段階では前章で述べた伝統的訴権法理をそのまま応用していた
が、その後、海運実務の発展に応じて、伝統的訴権法理に対して実質的修正を加えて
きた。 
①物品所有権の帰属関係に基づく訴権法理の踏襲 
19世紀の半ば以前、船荷証券発行下の海上運送契約上の訴権に関連する裁判例では、
前章で述べた物品所有権の帰属関係に基づく訴権法理をそのまま応用したケースがほ
とんどである。たとえば、船荷証券の記載において示された物品の所有権者である荷
受人が運送契約上の訴権を有すると認められたものもあるし、船荷証券を所持して物
品の所有権を留保した荷送人が運送契約上の訴権を有するとされているものもある。 
このような伝統的訴権法理を海上運送契約に応用した最初の判例は、1809 年の
Brown v Hodgson
131事件である。本件では、ロンドンにいる荷送人 X が外国にいる荷受
人 A 宛の物品を船主 Y に交付し、Y から「A の指図および計算のもとで船積みされた
（shipped by order and on account of A）」と記載された船荷証券の発行を受けた。その
後、物品が運送途中で Y の責任に帰する原因で損害を受けたため、X は Y を訴えた。
これに対して、被告 Y は、船荷証券の記載により、本件物品の所有権が船積時から A
に与えられたので、物品の損害を被ったのも A であると主張したうえで、前章で挙げ
た〔判例 3〕と〔判例 4〕（1799年のDawes v Peck 事件および 1803年のDutton v Solomonson
事件）の判旨を引用して、原告 X は本件訴権を有していないと主張した。これに対し
て、巡回裁判所（Assizes）の Ellenborough 判事は、Y の主張を受け入れ、「私は船荷
証券によって証明された所有権しか認めない（I can recognize no property but that 
recognized by the bill of lading.）」と述べ、船荷証券の記載は物品の所有権が荷受人に
帰属することを証明し、所有権を有しない荷送人 X は運送契約上の訴権を有しないと
判示した。 
また、荷送人が所有権留保で訴権を有するという例外法理を応用した海上運送契約
の判例としては、1820 年の Sargent v Morris132事件を挙げることができる。この事件で
                                                          
130この点を指摘するものは、Robert Merkin ed., Privity of Contract: the Impact of the Contracts (Rights of 
Third Parties) Act 1999 ( 2000) para.2.66, p.53 (Robert Merkin)である。 
131
 (1809) 2 Camp. 36. 
132
 (1820) 3 B. & Ald. 277. 
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は、荷送人 B は、船主 Y の船に物品を船積みし、スペインからロンドンまでの運送を
Y に委託した。そして、Y によって発行された船荷証券においては、Y が B
．
のために
．．．．
、
本件物品を X または X の権利譲受人（以下、荷受人 X と総称する）に引き渡すこと、
また、本件の運賃が荷受人 X によって支払われることが記載されていた。X は、船積
みの通知を受け取った後、B
．
の名義で
．．．．
本件物品の保険を手配して保険料を前払いした。
ところが、本件物品が運送途中で Y の過失により損傷したので、荷受人 X が運送人 Y
に対して引受違反訴訟を提起した。これに対して、Y は、本件の訴権を有するのは X
ではなく B であると主張した。そこで、王座裁判所の Abbott C.J.判事は、本件は「船
荷証券における特別な契約（筆者注：明示的運送契約）に基づいた訴訟（action on a 
special contract, founded on a bill of lading）」であると述べ、本件船荷証券の記載に基づ
いて、本件物品が B の名義とリスクのもとで船積みされ、X の利益のためではなかっ
たことから、本件の運送契約が荷送人 B と運送人 Y の間で締結されたものであると判
断した133。さらに、X は保険料の前払いをもって、本件物品の所有権が船積時にすで
に X に移転し、ゆえに自身が本件運送契約の当事者であって訴権を有するとも主張し
た。これに対して、同裁判所の Bayley 判事は、本件の事実では X による保険料の支払
いは船積みの通知を受けた後であり、船積時までに行われたという証拠はないから、
本件の訴権は船積時に物品の所有権者である荷送人 B に与えられており134、かつ、こ
のこと（筆者注：訴権の所在）は船積後に X がなしたことに影響されないと述べてい
る135。また、「船荷証券による物品所有権の移転と、契約（筆者注：その上の権利）
の移転とは全く異なっている」と指摘し136、つまり荷受人 X は船積後に物品の所有権
を取得したとしても、それにより本件運送契約上の訴権を取得することはないとして
いる。 
以上にみた二つの判例から分かるように、18 世紀末から 19 世紀半ばまでの間に、
船荷証券はその権原証券性がすでに認められたものの、裁判実務では物品の所有権
．．．
を
                                                          
133
 See Sargent v Morris (1820) 3 B. & Ald. 277, per Abbott C.J., p.280. 
134すなわち、船積時に物品の所有権者である荷送人 B が運送契約の当事者と推定されるから（この
点は本稿第一部の第 1 章の 2（1）②a)を参照）、運送契約上の訴権が B に与えられているというこ
とである。 
135
 See Sargent v Morris (1820) 3 B. & Ald. 277, per Bayley J., p.281. 
136
See Sargent v Morris (1820) 3 B. & Ald. 277, per Abbott C.J., p.280.イギリス法において、船荷証券の
譲渡により物品上の所有権を取得するのと同時に、運送契約上の権利も合わせて取得するとの結果
は、1855 年船荷証券法が成立してはじめて実現した。詳しくは本稿の第二部第 3 章を参照。 
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表章するものとして扱われていた。それゆえ、船荷証券発行のもとでの運送契約上の
訴権の所在に関しても、船荷証券を所持する者が物品所有権者であると判定され、訴
権を有するとされていた。つまり、この時期の海上運送分野において、契約上の訴権
の所在に関しては、なお物品所有権の帰属関係に基づく伝統的訴権法理が踏襲されて
おり、ただ物品所有権を証明する事実の認定において船荷証券の所持というルートが
一つ増えたにとどまる。 
②物品所有権の帰属関係に基づく訴権法理に対する拡張的解釈 
一方、海上物品運送分野において、上述した物品所有権の帰属関係に基づく訴権法
理を拡張的に解釈した判決もその後に現れた。海上運送契約法における「プロパティ
（property）」の意義137を、伝統的運送契約法での「所有権」という概念を越えて、「所
有権または占有権」と解釈することにより、前述したような訴権法理の適用範囲の拡
大という傾向もみられた。そうした変化を示した代表的な判例は、1853 年の Tronson v 
Dent
138事件の判決である。 
この事件では、船荷証券が発行された運送で、運送人の過失により物品が引渡不能
となったため、船荷証券に荷受人として記載されている者が運送人に対して引受違反
訴訟を提起した。そこで、香港の最高裁判所は、運送人の責任を認めて荷受人に有利
な判断をしたが、これに運送人は不服で、イギリスの枢密院に上告して、荷受人が運
送人を訴えるために必要な物品所有権を有していたか否かの問題について争った。こ
れに対して、枢密院は、本件の事実からすれば荷送人による物品所有権の留保がなか
ったため、物品の船積みと船荷証券の発行にともない、物品の所有権は荷受人に移転
することとなり、したがって、荷受人が運送人の物品引渡不能に対して引受違反訴訟
を提起することができると判示した。 
                                                          
137イギリス法における「プロパティ（property）」の意義について、これまでは伝統的運送契約法理
論に基づいて「所有権」と翻訳していたが（その理由については本稿の注 11 を参照）、19 世紀以降
の海上運送契約法では、プロパティは必ずしも所有権を意味するわけではないので、その具体的な
意義はケースごとに分析する必要がある。この点に関して、Tronson v Dent 事件の John Patteson 判事
が、「荷受人に移転される物品のプロパティは、物品を転売するための特別財産権（special property）
であるか、あるいは完全な財産権（absolute property）である」と述べている（See Tronson v Dent (1853) 
8 Moore, P. C. 419, per Sir John Patteson, p.439）ことからも明らかである。したがって、現代的海上運
送契約法を扱う本章以下では、説明の便宜上、“property”を「プロパティ」と音訳することにする。 
138
 (1853) 8 Moore, P. C. 419.  
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さらに、本件で枢密院の John Patteson 判事は、イギリス学者 Abbott の意見139を引用
したうえで、船荷証券が発行された海上運送契約上の訴権の所在について、次のよう
に解釈している。すなわち、「船荷証券によって証明された運送契約上の訴権が荷送
人と荷受人のどちらにあるかの難問について、一般的に適用するルールを定めること
はできないが（no rule of general application can be laid down）、（筆者注：運送人の）
契約違反または義務の不履行が生じたときに、物品上の所有権（right of property）、
ときには占有権
．．．．．．．
（sometimes the right of possession）が誰に与えられていたのかについて
常に考慮することが重要である〔傍点は筆者〕」という見解を示したうえで、売主か
ら買主への物品運送（goods being sent by a vendor to a vendee）の場合においては、「運
送人に対する物品の交付は通常、物品上の所有権を買主に与え、そして買主が物品の
損害につき運送人を訴える主体である」という伝統的訴権法理を確認しながら、黙示
的契約に基づいて運送人としての船主に対する訴訟、または彼らに委託された物品の
滅失・損傷に関する訴訟は、物品上の一定のプロパティ
．．．．．．．．．．．．
（some property in the goods）
を有する者によって提起されるべきである。そして、反対の証拠がない限り、荷受人
はこのようなプロパティを有する者であるとみなされる〔傍点は筆者〕」という結論
に導いた140。要するに、現代的運送契約上の訴権の基礎としての物品の「プロパティ」
は、必ずしも伝統的訴権法理のもとでの所有権のような「完全なプロパティ（the whole 
property）」141とは限らず、「占有権」のような「一定のプロパティ（some property）」
でも足りることを指摘していた。 
ところで、海上運送契約上の訴権に関する所有権要件の緩和に関しては、コモン・
ローだけでなく、その後のイギリス成文法の発展においてもみられている。すなわち、
1855 年船荷証券法 1 条において、船荷証券上の荷受人および被裏書人が運送契約上の
訴権を取得するための「物品所有権の移転が予定される場合」という条件は、その改
正法である 1992 年海上物品運送法の 2 条 1 項においては削除されており、それらの船
荷証券所持人またはその他の運送書類上の荷受人になるだけでも運送契約上の訴権を
                                                          
139
See Abbott on Shipping (7th ed.), pp.283, 292. 
140
 See Tronson v Dent (1853) 8 Moore, P. C. 419, per Sir John Patteson, pp.437-438. 
141この「完全なプロパティ」という表現は、本稿第一部の第 1 章で挙げた［判例 4］である 1803 年
の Dutton v Solomonson 事件の判決の判旨から引用した。 
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取得することができるようになった142。この発展過程およびその原因については、本
稿第二部第 3 章で詳しくみることにする。 
（2）訴権に関連するコモン・ロー理論の拡充：過失による不法行為理論の導入 
イギリス法において、運送人の（物品の安全な運送と引渡しの）義務違反による責
任を追及する古い訴訟方式は、引受違反訴訟と商慣習法に基づく訴訟との二種類であ
ったが143、19 世紀の後半に至ってはじめて、海上物品運送分野では、過失に基づく訴
訟方式（action in negligence）が認められ、それにより、運送人と契約関係のない者が
運送人を訴えることができるようになった144。こうして、イギリスの海上運送契約法
における、運送人に対する訴権の所在に関するコモン・ロー理論の構成としては、伝
統的訴権法理のもとでの寄託理論および代理理論に加えて、この過失による不法行為
理論（tort of negligence）145が新たに導入されたといえる146。 
過失に基づく訴訟方式が物品運送分野で最初に認められた判例は、1879 年の Hayn, 
Roman & Co. v Culliford
147事件の控訴院判決である。この事件では、荷送人 X が本件物
品を船主 Y の船舶に船積みし、合意された運賃でイギリスまでの国際運送を委託した。
また、本船はブローカーAの名義で傭船され、さらにAがYの「代理人として（as agent）」
船荷証券を署名して発行した（ただ、船積み時に X はこの事実を知らなかった）。本
船がロンドンの荷揚港に到着後、X が船荷証券をもって物品の引渡しを受け、Y の現
地代理人に本件の運賃を支払った。ところが、本件物品がで損傷したため、X は Y に
対して本件物品の損害賠償を求めて提訴した。裁判所の審理において、本件物品の損
傷原因は、ステベによる不適切な積付けであったと判明した。また、船積みを行った
                                                          
142この点について詳しくは、本稿第二部第 3 章の 2（2）を参照。 
143
 See Bullen&Leake's Precedents of Pleadings, 3rd ed. (1868), pp. 120-122. 
144
 See The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock. p.844. 
145これは、約束者 A が、自己の過失により、B との間でなされた契約に違反したこととなり、それ
によって契約中に予定された第三者 C の利益を奪った場合、C は A の不法行為に基づき訴えを提起
して予想損失を回復することができるという理論である（See Law Commission Report No.242: “Privity 
of Contract: Contracts for the Benefit of Third Parties” (1996), para.2.13-2.14, pp.12-14）。 
146過失による不法行為訴訟は一見して契約的訴訟ではなくて運送契約法と関係がないようにみえる
が、実際に、これが運送人の「物品の安全な運送義務」違反による損失を追及する訴訟である以上、
引受違反訴訟にしても、不法行為訴訟にしても、運送人に対する訴権は、訴因である損害の発生時
に原告と被告との間に存在する運送契約に依存していると指摘されている（See ChrisCashmore, op. 
cit.(note 5), p.493）。 
147
 (1879) 4 C.P.D. 182. 
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ステベの請負関係に関する証拠はなかったが、被告 Y はステベが船積み地での代理人
によって雇用されたと述べた。これらの事実に基づいて、控訴院の Bramwell 判事は、
本件で原告 X と運送契約を締結したのは被告 Y であるか他の誰であるかは不明確であ
るが、いずれにしても Y は X に対して本件物品の損害を賠償する責任があると判示し
た148。その理由については、もし Y が X との間で本件船荷証券の条項に基づいて運送
契約を締結した場合、ステベの積付け上の過失が本件船荷証券上の免責事由に含まれ
ていないため、Y は X に対して運送契約上の責任を負わなければならず、その反面、
もし X と Y との間で運送契約が存在しない場合、Y はステベの不適切な船積みという
不当な行為（wrongful act）につき、X に対して不法行為（misfeasance）の責任を負う
ことになると述べた149。 
本件判旨の立場はその後の判例によっても確認されており、とりわけ 1960 年代以降
の一連の海上運送のケースにおいては、過失による不法行為理論がさらなる発展を遂
げた150。たとえば、1967 年の Margarine Union v Cambay Prince (The Wear Breeze)事件151、
および 1986 年の Leigh and Sillavan Ltd v Aliakmon Shipping Co. Ltd (The Aliakmon)事件152
などが挙げられ153、これらの事件は本稿の第二部でとりあげる。 
ところが、イギリス法上の過失による不法行為理論は、もともと、財産の物理的損
失を回復するためのものであるから、海上運送契約法の分野において、物品が滅失・
損傷した場合の訴訟に限っては当該理論を契約的枠組み内に収めて（accommodated 
within the contractual framework）応用することができる154。それに対して、たとえば引
渡遅延などの純粋な経済的損失が生じた場合、過失に基づく訴訟は契約的訴訟に完全
に代替できる救済方法にはならないことが指摘されている155。 
                                                          
148
 See Hayn, Roman &Co. v Culliford(1879) 4 C.P.D. 182, per Bramwell, L.J., p.185. 
149
ibid. 
150
 See F.M.B. Reynolds, op. cit.(note 119), p.97. 
151
 [1969] 1 Q.B. 219. 
152
 [1986] 2 W.L.R. 902. 
153そのほかに、The Eurymedon [1975] A.C. 154、The New York Star [1981] 1 W.L.R. 138、Irene’s Success 
[1982] Q.B. 481、The Sennar (No.2) [1985] 1 W.L.R. 490、The Antonis P. Lemos [1985] A.C. 711 などがあ
る。 
154
 See F.M.B. Reynolds, op. cit.(note 119), p.97. 
155
 See The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock. pp.846-847. なお、その原因は経済的損失が契
約法がもっぱら規定する範疇に属するからである（F.M.B. Reynolds, op. cit.(note 119), p.98）。 
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（3）訴権の意義の変化：訴権を有する者の経済的損失回復の権利へ 
前章ではイギリス運送契約法上の訴権の伝統的意義は物品所有権者が被った物品の
実質的損害を回復する権利であることを述べた。ところが、海上運送分野において、
前述した運送契約構造および訴権法理の変化に従って、訴権の意義自体も伝統的意義
と異なってきた。すなわち、船荷証券が発行された海上運送契約においては、契約の
当事者構成が物品所有権の所在に関係なくなってきたこと、および、海上運送契約上
の訴権を享有するための所有権要件の緩和により、海上運送契約上の訴権の意義が、
物品所有権者の実質的損害を回復する権利から、訴権を有する者が被った経済的損失
を回復する権利へと変化してきた。ここで「経済的損失」というのは、権利侵害また
は不当（injuria or wrong）を受けた原告が裁判を通じて得られる賠償であって、損害ま
たは損失（damage or loss）がない場合には「名目的損失（nominal damages）」のみと
なるものである156。以下はこのような変化の経緯を反映したいくつかの典型的判例を
確認してみよう。 
①物品所有権者のために物品の実質的損害を回復する権利をなお認めた判例 
1813 年の Joseph v Knox157事件は、海上運送契約法分野で訴権を有する者が得られる
損害賠償の範囲に言及した最初の判例である。その時期では未だに物品所有権者に生
じた物品の実質的損害を訴権の内容としていた。 
本件では、ロンドンにいる X らは、オランダにいる訴外 A の代理人として、A から
受け取った本件物品を船主 Y の船に船積みし、スリナムにいる訴外 B までの運送を Y
に委託した。Y が発行した船荷証券においては、X らが荷送人で、B または B の権利
譲受人が荷受人であること、および、本件物品の運賃は X らによって支払われたこと
が示されている。その後、物品が滅失したため、X らは船荷証券に基づいて Y を訴え
た。そこで、被告 Y 側は、前述した〔判例 3〕と〔判例 4〕の判旨を引用して、X ら
には物品が Y に交付された後では物品上の利益を有しないから、運送契約上の訴権を
有さず、本件訴訟は物品の所有権を有する荷受人 B によって提起されるべきであると
主張した。また、Y は、前述した二つの事件は陸上運送の判例であったが、売主（荷
送人）が買主（荷受人、物品の所有権者）の代理人として物品を運送人に交付したこ
とについては、海上運送の場合と何らの違いもないと主張していた。これに対して、
                                                          
156
McGregor on Damages, 13th ed. (1972), pp. 213-214, para. 294. 
157
 (1813) 3 Camp. 320. 
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巡回裁判所の Ellenborough 判事は、「本件では船荷証券の発行によって当事者間で直
接の契約関係が創設された」158との見解を示した。なぜなら、この事件における船荷
証券では、本件物品の船積みおよび運賃の支払いは荷送人 X らによって行われたこと
が示されているから、それは X らが運送人 Y の約束に対して約因を提供したとみなす
ことができ、ゆえに Y は自己の約束、すなわち、物品を荷受人 B まで運送することに
つき X らに対して責任を負うべきであるとされた159。そして、同判事は、「このよう
な船荷証券が Y によって発行された以上、Y は、X らが物品上の利益（筆者注：所有
権）を有しないことをもって、自己の違約行為により損害を被っていないと主張する
ことができず、X らは Y に対して物品の滅失につき訴権を有し、物品の価額を回復す
ることができ、かつ、回復額を物品の真の所有者の受託者（as trustees for the real owner）
としてもつことになる」160と判示した。すなわち海上運送契約上の訴権を有する者は、
物品の実質的損害を回復することができるとされた。 
船荷証券発行のもとで、なお伝統的運送契約の場合と同じ内容の訴権を認めたこの
ような立場は、1839 年の William Dunlop and Others v George Anthony Lambert and Others
事件161において貴族院により確認され、「Dunlop v Lambert 法理」として確立された162。
しかし、同法理がその後一世紀以上の間に船荷証券発行のケースで適用されたのは希
であって、わずかに 1879 年の Hayn, Roman & Co. v Culliford 事件において一度確認さ
れ163、また 1962 年の Gardano and Giampieri v Greek Petroleum George Mamidakis& Co
事件164で依拠されただけであった165。 
②訴権を有する者が被った経済的損失を回復する権利への変化を示した判例 
                                                          
158
Joseph v Knox (1813) 3 Camp. 320, per Lord Ellenborough, p.321. 
159
ibid. 
160
Joseph v Knox (1813) 3 Camp. 320, per Lord Ellenborough, p.322. 
161
(1839) 6 Cl. & F. 600; 7 E.R. 824. 
162この判例の法理については、本稿第二部の第 2 章の 1（1）でさらに紹介する。 
163この事件の判旨で、「荷送人 X と船主 Y の間で本件船荷証券の条項に基づいて運送契約を締結し
た場合、……Y は X に対して本件物品の〔実質的〕損害（the damage done to the goods）を賠償しな
ければならい」と判示していることは、すなわち「Dunlop v Lambert 法理」の確認といえる。なお、
この事件の事実と判旨の詳細については本章の 2（2）を参照。 
164
 [1962] 1 W.L.R. 40. 
165
1839 年から 1962 年の間に船荷証券発行のもとで、運送契約上の訴権について同法理に依拠した
判例がほとんどないことは、The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.846 においても言及さ
れている。その原因については、次項の②で検討する。  
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ところが、その後、1976 年の The Albazero166事件以降は、海上運送契約上の訴権を
有する者に、彼が被った経済的損失（本件では損失がないため、名目的損失となった）
を回復する権利のみを認めることとなった。 
この事件においては、原告 X は石油会社 A から購入した石油を B に CIF 条件で転売
するために、被告である船主 Y との間で定期傭船契約を締結した。船積み時に、Y が
発行した船荷証券では、A が荷送人で、X が荷受人とされていた。この船荷証券は、A
から X の代理人に送られた後、さらに X の代理人の手によって B に裏書譲渡された。
その後、本船が沈没したため、物品は全部滅失したが、B はすでに物品の代金を X に
支払っていた。しかし、B が時効による権利喪失（time bar）のため、Y を訴えること
ができなかった。そこで、X は、Y が傭船契約に違反して物品を滅失させたと主張し、
Y に対して物品損害全額の賠償を求めて提訴した。本件の一審と二審はともに運送契
約に関する伝統的訴権法理に従って、X が傭船契約（すなわち本件の運送契約にあた
る）の当事者であるから契約上の訴権を有し、かつ、荷受人 B が被った物品の実質的
損害を回復することができると判示していた。ところが、第三審であるイギリス貴族
院は、X が運送契約上の訴権を有することは認めたものの、X が Y から得られる損害
賠償の範囲については、本件物品の損害発生時にその所有権および占有権がすでに B
に移転しており、かつ、物品の代金も B から回収済なので、X には実際の損害が生じ
ていなかったと判断し、X は物品の実質的損害賠償を求めることができず、ただ傭船
契約関係に基づいて Y から名目的損害賠償だけを得ることができると判示した167。 
この判決で貴族院の Diplock 判事は、訴権の内容に関して伝統的立場を示した 1779
年から同事件までの間のすべての判例を検討したうえで、同判決では従来の判例と異
なる立場をとる理由について、次の二つの点を述べている168。一つは、イギリスの海
上運送分野における成文法の発展が関連している。すなわち、1855 年船荷証券法の制
定により、物品の所有権を取得した船荷証券上の荷受人またはその譲受人は、運送契
約上の訴権を享受できるようになったので、運送契約当事者である荷送人だけが訴権
を有するという状況が変わり、物品の真の所有権者である荷受人のために荷送人に物
                                                          
166
 [1977] A.C. 774. 
167
 See The Albazero[1977] A.C. 774. 
168本段落以下は The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.847 を参照。 
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品の実質的損害を回復させる必要性がなくなったからである169。もう一つは、海上運
送契約上の荷受人の訴権に関連するコモン・ロー理論の発展にもかかわるものである。
すなわち、1923 年の Brandt v Liverpool, Brazil and River Stream Navigation Co. Ltd（Brandt 
v Liverpool）170事件で「Brandt v Liverpool 契約理論（黙示的契約理論）」171が創設され、
それにより、船荷証券所持人は証券の呈示、運賃の支払いおよび物品の受取りなどの
事実をもって、船主との間に黙示的契約の成立を主張することができ、ゆえに当該黙
示的契約に基づいて船主に対する訴権を有すると認められている。これは、船荷証券
発行のもとで、物品所有権者のために物品の実質的損害を回復するという内容の訴権
を荷送人に認める実用性をさらに低下させたといえる。 
1976 年の The Albazero 事件の立場はその後の 2001 年の Alfred McAlpine Construction 
Ltd v Panatown Ltd
172事件によっても確認されている。このように、運送契約上の訴権
の意義は、従来通常に理解されたような「物品の実質的損害を回復する権利」から、
訴権を有する者が実際に被った経済的損失を回復する権利へと変化したといえる。こ
れはまさに、現代的契約法における訴権の意義と一致する173。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                          
169この点に関しては、本稿第二部の第 2 章の 1（2）でまた詳しく検討する。 
170
 [1924] 1 K. B. 575. 
171この事件および黙示的契約理論の詳細は、本稿第二部の第 2 章の 3（1）を参照。 
172
[2001] EWCA Civ 485; 76 Con. L.R. 224. 
173
 See The Albazero [1977] A.C. 774, per Lord Diplock, p.841. 
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第二部 イギリス海上運送契約法における荷受人の訴権問題 
 
すでに第一部で述べたように、現代的海上物品運送の分野において、運送契約は基
本的に荷送人と運送人の間で締結されるから、運送契約上の訴権も通常荷送人にある
こととなる。とはいうものの、物品を受け取る予定の荷受人も、荷送人のように、運
送人に対する物品の引渡請求権、および運送途中で生じた物品滅失・毀損についての
損害賠償請求権（すなわち訴権）などの運送契約上の権利をもちうることは、現在で
は多くの海運国の運送法制において当然のように認められている。たとえば、日本で
は、商法 583 条により、運送品の目的地到達時に、荷送人の有する運送契約上の権利
を荷受人が取得するとしている174。 
しかし、イギリスでは、運送契約の当事者ではない荷受人にこのような契約上の権
利を与えることは、コモン・ローにおける一つの基本的原則である直接契約関係原則
と矛盾するため、荷受人の訴権を成文法上に認めるまでは、コモン・ローの範囲内で
の理論的根拠を見出すために、判例法の形成を通じた長い模索が行われてきた。そし
て、荷受人の訴権問題の解決を図った最初の立法である 1855 年船荷証券法では、荷受
人に運送人に対する訴権を認めていたが、文言上の制約から適用範囲がかなり限られ
ており、依然として裁判実務上の解釈に依存しなければならないという問題が残され
ていた。そこで、近年では、海上物品運送法のさらなる法改正（すなわち 1992 年海上
物品運送法）が行われ、それを通じて、荷受人の訴権問題はより広く解決されたのみ
ならず、海上運送契約関係者間の権利・義務の体系が現代的海上運送実務の需要に応
じて整備されることになった。 
そこで、本稿の第二部は、第一部で検討した海上運送契約上の訴権法理のもとで、
イギリス海運実務の重要問題である荷受人の訴権問題に焦点を絞り、その問題の発生
原因、問題解決のための判例法理の蓄積、および関連立法の経緯と変遷などを考察す
ることにより、現代的海上物品運送契約分野における訴権法理の発展を明らかにしよ
うとするものである。 
                                                          
174同条は、2018 年の商法改正（未施行）では 581 条の 1 項となり、「荷受人は、運送品が到達地
に到着し、又は運送品の全部が滅失したときは、運送契約によって生じた荷送人の権利と
同一の権利を取得する。」と規定された。 
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 第 1 章 コモン・ローにおける直接契約関係原則と荷受人の訴権問題 
1 直接契約関係原則の概観 
（1）直接契約関係原則の意義 
 イギリス契約法の分野においては、いわゆる「直接契約関係原則（Doctrine of Privity 
of Contract）」というコモン・ローの基本的原則が存在している。すなわち、一つの契
約は、その当事者以外の者に、権利を与えること、または義務を課すことができない
という原則である175。具体的には、一つの契約の締結を実際に交渉した当事者のみが
当該契約の条項に基づいて訴え、または訴えられることができるのであり、当事者以
外の第三者がたとえこの契約中に言及され、かつ、その利益が契約中に予定されてい
たとしても、この第三者は当該契約の条項に基づいて訴え、または訴えられることが
できないというものである176。また、直接契約関係原則は契約法が財産法（ law of 
property）と区別される本質的な特徴であるとも思われ、つまり、所有権（true proprietary 
rights）が対世権であるのに対して、契約的権利（contractual rights）は対人権であり、
契約の直接の当事者にのみ効力を有するものである177。 
しかし、直接契約関係原則は、決して一つの契約が契約外の第三者の権利・義務に
対して間接的な効果を及ぼすことができないという意味ではない178。この原則は、た
だ第三者は自己が当事者でない契約上の権利（たとえ自分の利益になるとしても）を
強行する（enforce）ことができず、また同様に自分が当事者でない契約上の義務を強
制的に負わされる（enforced against him）こともないという、第三者の権利および義務
に関する二つの禁止規定を含むものである179。本稿では、便宜上、この二つの禁止規
定をそれぞれ「第三者権利ルール」と「第三者義務ルール」と呼ぶことにしよう。  
なお、直接契約関係原則というものは、イギリスのコモン・ロー上だけでなく、欧
州大陸の国々の法体系においてもこれに相応するものが存在しており、これは大陸法
学者に「契約相対性の（大）原則（the Principle of Relativity of Contracts; la grande règle 
                                                          
175
H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-003, p.1374. 
176
 See Law Reform Commission, Report on the Privity of Contract and Third Party Rights (2008).  
177
 See P.S. Atiyah, An Introduction to the Law of Contract, 6th ed. (2005) p.335. 
178たとえば、連帯保証人または共同債務者の義務、保険者の代位求償権、不法行為上の使用者責任
など、いずれも自己が当事者でない契約に影響される（See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.335）。 
179
 See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.336. 
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de la relativité des conventions）」と呼ばれている180。しかし、この二つの原則のうち、
第三者義務ルールのほうはコモン・ロー法系と大陸法系のいずれにおいても問題なく
効力が維持されてきた。他方、第三者権利ルールは、大陸法系の国々およびアメリカ
のほとんどの州では相当程度まで緩和されてきているにもかかわらず、イギリスでは
依然としてこれが堅持されているとみられる点で異なっている181。この第三者権利ル
ールは、後に本章において検討するように、司法実務上の難問をもたらしており、こ
こではその検討に先だち、まずその前提として、第三者権利ルールに関するイギリス
法の特殊性について、その歴史的原因の解明を試みる。 
（2）直接契約関係原則の沿革 
 上述した直接契約関係原則の起源としては、かつてのローマ法において、「何人も
他人のために契約を締結することができない（alteri stipulari nemo potest）」という古
い契約原則が存在しており182、これにより第三者のためにする契約が認められていな
かったことがある。この原則が存在していた原因としては、当時、ローマ法系の多く
の国々において、債務の不履行責任を債務者の人身に対する拘束という方式によって
負担させることがあったので、そうした法制度のもとでは、債権の譲渡（the transfer of 
personal right）や第三受益者の訴訟（the beneficiary action）に対する抵抗が示されてい
たのであった183。 
                                                          
180
 See Vernon V. Palmer, The Paths to Privity: The History of Third Party Beneficiary Contracts at English 
Law, (1992) p.1. 
181
 See Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), p.2. 
182
 See Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), n.10, p.3. なお、このローマ法の原則の起源は、古代契約
法における契約の成立の要式性に求められ、さらには古代法の宗教性に遡ることができるとも指摘
されている（沢木・前掲論文（注 87）56 頁を参照。 
183人身に対する拘束制度の起源は、古代ローマの十二表法に定められた「拿捕式法律訴訟（ legis actio 
per manus iniectionem）」にあり、それによれば、判決債務の不履行責任の負担方式は、債務者が債
権者の手によって監禁され、債権者の奴隷として売り払われ、ないしは殺害されるなどの身体刑が
課されることがあった（船田享二『ローマ法第五巻』（岩波書店,1983）88 頁を参照）。そこで、も
し債権者が自由にその債権を他の者に譲渡できれば、債務者はより厳しい債権者のもとに置かれ、
苛酷な刑罰を科されるおそれがあり、ゆえにローマ法は債務者保護の立場から、債権者の強行的権
利の譲渡を禁止していた（船田・前掲書 614 頁を参照、なお Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), n.9, 
p.2 を参照）。 
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 ところが、ローマの経済的取引の発展にともない、契約の効力を、とくに当事者と
血縁関係のある第三者まで拡張する動きがあり184、さらにローマ後期に至ると、第三
者の請求権を例外的に認める場合が多くなってきた185。その後、第三者のためにする
契約は実務上の慣行として、特別立法（ius singulare）によって認められるようになっ
た186。また、近代になると、ローマ法の継受国である欧州諸国において、債務者監獄
（debtor’s prison）187が廃止され、それにともない多くの国がこのローマ法の古い原則
について再考することになった188。たとえば、フランスでは、1867 年の「身体強制を
完全に廃止する法律」により、債務者の人身に対する拘束制度（la contrainte par corps）
が最終的に廃止され189、その後間もなく、ナポレオン民法典の 1165 条で定められてい
た契約相対性原則は、フランスの司法実務で実質的に廃棄されたことが判明した190。
また、ドイツも、1900 年に成立した民法典の 328 条において、第三者のためにする契
約（Vertrag zugunsten Dritter）をほぼ無条件で認め、ドイツ普通法時代の学説論争に決
着をつけたとされる191。 
                                                          
184沢木・前掲論文（注 87）43 頁を参照。 
185たとえば、再（使用）貸借または再寄託の場合の元々の貸主または寄託者の権利や、売主が買主
との間で質権設定者のための買戻を約した場合の質権設定者の買主に対する権利などがこの例であ
る（詳しくは小林規威「英法に於ける第三者のためにする契約に就て（一）」法学新報 62 巻 12 号
（1955）56 頁注 1 を参照）。 
186沢木・前掲論文（注 87）43 頁を参照。 
187債務者監獄は、判決によって債務の履行を命じられたにもかかわらず、その履行ができない債務
者を拘禁するための施設である（田中・前掲書（注 1）231 頁“debtor’s prison”の項目を参照）。 
188その原因は、債務者の人身の代わりに、その財産を債務の担保とすることができるようになり、
第三者に対する契約上の強行的権利の譲渡は、より容易に受け入れられるものになったからである
（See Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), p.3）。 
189神戸大学外国法研究会編『佛蘭西民法Ⅰ』現代外国法典叢書(14)（有斐閣,1956）12 頁（谷口知平）
を参照。 
190
 See Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), n.9, p.3. なお、もともと同法の 1121 条では第三者のため
にする契約がかなり限られる範囲でのみ例外的に効力を有するとされていたが、フランスの裁判所
は徐々に、この古いローマ法の禁令が反映された規定を、許可的な規定へうまく転換し、すべての
第三者のためにする契約条項（stipulations pour autrui）を有効にしたのである（See Vernon V. Palmer, 
op. cit. (note 180), n.10, p.3）。 
191ドイツの普通法時代の論争というのは、第三者のためにする契約を原則的に認めるべきとして、
第三者の権利取得をいかに法的に説明するかについての学問上の議論であった。具体的には、新堂
明子「第三者のためにする契約法理の現代的意義―英米法との比較を中心として（一）」法学協会
雑誌 115 巻（1998）1483 頁、1501 頁注 13 を参照。なお、小林・前掲論文（注 185）56 頁注 1 を参
照。 
54 
 
 一方、イギリスにおいても、上述した大陸法諸国と同様に、1869 年に「債務者拘禁
制度（debtor imprisonment）」192がおおむね廃止され、その 4 年後には、1873 年最高
裁判所法（Supreme Court of Judicature Act 1873）25 条 6 項193により、イギリスのコモ
ン・ロー裁判所は数世紀にわたって禁止されていた無体財産権の譲渡（assignment of 
choses in action）194を原則的に認めることになり195、それにより無体財産権の譲受人が
単独で契約上の権利を行使できるようになった196。ところが、コモン・ロー上の直接
契約関係原則そのものはフランスやドイツのような廃止には至らず、反対に裁判実務
においは何度も確認されてきたのであった。その具体的状況および原因は項を改めて
検討する。 
2 イギリス法における直接契約関係原則の確立および発展 
前項で直接契約関係原則についてみたように、イギリスの契約法分野において、第
三者のためにする契約は、第三者によって強行される効力をもっておらず、言い換え
れば、第三者の訴権が認められない。しかし、イギリス法は最初から第三者の訴権を
否認していたのではないことを、まず確認しておきたい。 
                                                          
192これは、金銭的債務を履行しない債務者に対し、その支払がなされるまで、それを間接的に強制
するため債務者を債務者監獄（debtor’s prison）に収監することを認めていたコモン・ロー上の制度
である（田中・前掲書（注 1）430 頁“imprisonment for debt”の項目を参照）。 
193同項では、次のことが規定されている。すなわち、譲渡人の書面による債務またはその他の無体
財産権の無条件譲渡は、明示的な書面の通知が債務者、受託者（trustee）などに発した時に、その債
務または無体財産に対する権利およびすべての救済を譲受人に移転する法的効力を有し、譲受人は
譲渡人の協力なしでこれらの権利を行使することができる（See Supreme Court of Judicature Act 1873, 
section 25(6)）。なお、この法律は結局 1874 年グラッドストン自由党政府の敗北により発効に至ら
なかったが、同法 25 条 6 項の内容は、その後の 1925 年財産権法（Law of Property Act 1925）の 136
条 1 項において再現された（ほぼ実質的な変化がない）と指摘されている（See Anthony Gordon Guest, 
Guest on the Law of Assignment,(2012) para.2-01, p.59）。 
194無体財産権は、ある物質的なものに対する占有でなく、訴訟を通じてのみ主張できる権利のこと
をいう。無体財産権の譲渡は、大陸法上の債権の譲渡に相当するものである（砂田卓士=新井正男『英
米法原理』（青林書院，補訂版，1992）150-151 頁を参照）。なお、無体財産権の譲渡がイギリス法
で禁止されていた原因として、無体財産権は訴訟によって実現する権利なので、その譲渡が訴訟の
譲渡を意味することとなり、コモン・ロー裁判所は濫訴をおそれたからであると説明されることが
ある（田中・前掲書（注 1）69 頁“assignment of chose in action”項目参照）。また、譲渡理論の詳細
は後に検討する（本章 2（3）①b)および本稿第二部の第 2 章の 2（2）を参照）。 
195
Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), n.9, p.3. 
196砂田=新井・前掲書（注 194）151 頁を参照。 
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イギリスの 19 世紀以前のコモン・ローにおいて、「直接契約関係（privity）」とい
う概念は、主として、契約関係の存在を示すものであり、その契約関係に基づき、引
受違反訴訟または債務負担引受訴訟（indebitatus assumpsit）という契約的性質の訴訟が
提起されうるわけである197。ところが、19 世紀になると、この概念にはもう一つの特
殊な意味が加えられた。すなわち、前述したように、一つの契約は当事者相互間にし
か法的効力を有しないという意味をもつようになったのである198。その原因としては、
次のことが指摘されている。実際に、イギリス法ではもともと契約（contract）という
観念が存在しておらず199、ローマ法研究の成果に影響を受けて、19 世紀になって現代
的意義における契約理論が樹立されたのである200。それにともない、「申込と承諾の
原則（offer-and-acceptance rules）」が契約の成立条件として受け入れられ、そこで、
この原則が申込者および承諾者の両者のみを指していることは、契約の効力をその両
者の間のみに限定したものと理解されるようになったのである201。 
そこで、まずは、現在のいわゆる直接契約関係原則が確立される前において、第三
者の訴権に関するイギリス法の立場がいかなるものであったかについて検討したい。  
（1）早期コモン・ローの状況――約因の原則と第三者の訴権 
コモン・ローにおいては、契約的性質の訴権に関連して、早くも 16 世紀に引受違反
訴訟の一要素として確立された約因（consideration）202の原則というものがあり203、そ
                                                          
197
 See S.J. Stoljar, A History of Contract at Common Law, (1975) p.134. なお、16 世紀後半以前の引受
違反訴訟に関する判例からすれば、直接契約関係理論は責任の決定に関して何らの役割も果たして
いなかったとの指摘がある（See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.11, p.5）。 
198
 See S.J. Stoljar, op. cit. (note 197), p.134. 
199
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.3, p.2. しかし、イギリスで「契約（contract）」の概念
が現れる前には、すでに違約的性質の責任を追及する訴訟方式として「捺印証書訴訟（action of 
covenant）」、「金銭債務訴訟（action of debt）」、および「引受違反訴訟」が存しており、ただし、
それらの訴訟方式は、成立条件、形式および法的ルールなどが現代の契約訴訟とだいぶ異なってお
り、なお現在のいわゆる直接契約関係に制約されることもなかった（See Robert Merkin, op. cit. (note 
130), pp.2-5,10）。 
200沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。11 世紀から 19 世紀までのコモン・ローにおける契約理論
の発展状況の詳細については、同論文の 49 頁から 50 頁を参照。 
201
 See S.J. Stoljar, op. cit. (note 197), pp.134-135. 
202約因の意義については、Pollock の見解（Frederick Pollock, Principles of Contracts, 8 th ed. (1911), p.175）
が一般的に採用され、すなわち、「当事者の一方の作為または不作為、またはそれらの約束は、相
手方の約束を買う対価（price）であり、このようにして有償的に与えられた約束は強行しうる」と
いうものである（砂田=新井・前掲書（注 194）122 頁を参照）。 
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れに従えば、訴権は約因を提供した者のみがもつことになる204。ここで約因を提供し
た者は必ずしも契約の当事者に限られるわけではなく、むしろ第三者である可能性も
含んでいるといえる。1658 年の Sprat v Agar205事件はまさにその例である。ここでは、
第三者である原告が約束者（promisor）である被告に対して提起した本件訴訟について、
裁判所は、原告が被告に良い約因を提供したと判断したうえで206、原告が本件約束
（promise）の第三者であるにもかかわらず、本件約束を強行するための訴権を認定し
たのである207。 
なお、当事者が提供した約因を第三者がこれを提供したのと同視することにより第
三者の訴権を認めた判例として、1677 年の Dutton v Poole208事件がよく引用される。こ
の事件において、裁判所は、近親関係（natural love and affection）の存在により父によ
ってなされた約束およびその約因が娘にまで及ぶことがありうるという考え方に基づ
いて、本件では第三者である娘が訴権を有すると判示した209。 
一方で、約因を提供した者ではなく、むしろ第三受益者が訴権を有するとした判例
も存在する。たとえば、1597 年の Levett v Hawes210事件では、約因当事者である原告の
                                                                                                                                                                      
203
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.14, p.7. 
204沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。 
205
(1658) 2 Siderfin 115; 82 E.R. 1287. 女性 A の父 X は、男性 B の父 Y に対して、B が A と結婚する
ことを条件として、X が B に一定の金額を支払うことを約束した。しかし B が A と結婚した後、X
がそのすべての財産を自己の家族に遺贈したので、B は X に対して引受違反訴訟を提起した。イギ
リス王座裁判所は、B が約束を強行するために必要な行為（約因）を行ったという事実に基づいて、
B の訴権を認めた。 
206ここでいう「良い約因」とは、B が A と結婚したことである（See Sprat v Agar 82 E.R. 1287）。 
207
 See Sprat v Agar 82 E.R. 1287. 本事件は、約因の原則が直接契約関係と必要な関連のないことを
示したものであるとみられている（See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.23, p.11）。 
208
 (1676) 83. E.R. 523; (1677) 84 E.R. 1168; (1678) 86 E.R. 215; (1678) 83 E.R. 156.  A は父 B に対して、
B が（A に相続させる予定の）その土地での樹木を（A の妹 C の養育費のために）伐採して売るこ
とを中止するとの条件で、C に 1000 ポンドを支払うことを約束した。その後、B が樹木の伐採を中
止したにもかかわらず、A が C に約定の金銭を支払わなかったので、C は A に対して引受違反訴訟
を提起した。イギリス王座裁判所は C の訴権を認めた。 
209
 See Dutton v Poole (1676) 83 E.R. 523.なお、本判決の立場は控訴審の財務控訴裁判所（Exchequer 
Chamber）にも確認された。 
210
 (1597) 78. E.R. 891.女性 A の父 X は、男性 B の父 Y に対して、Y が A と B の結婚に同意するこ
とと、B に若干の土地を贈与することを条件として、X がその将来の婿 B に 200 ポンドを支払うこ
とを約束した。その後、X が約束を履行しなかったので、Y は X を訴えた。裁判所は、本件の第三
受益者 B が正当な提訴権者であるとし、原告 Y の請求を却下した。 
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請求が斥けられ、その理由は、本件第三者が「利益が帰する者（in whom the interest is）」
であり、この第三受益者のみに訴権を認めるべきだとされた211。 
この時期のコモン・ローの前述のような状況について、Denning 判事は、1953 年の
Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another
212事件の判決において、「1861
年より 200 年前の時期において次のことは確定された法律であり、すなわち、一つの
単純契約（a simple contract）中の約束が明示的に第三者の利益のために作られ、そし
て彼によって強行することが予定された場合に、コモン・ローは、第三者が契約の当
事者でないことに妨げられず、この第三者の請求により、当該約束を強行することが
できる」と述べている213。この言葉からしても、早期のイギリス法において、約因の
原則はとくに第三者の訴権を排斥しているわけではないことが一応は推測できるだろ
う。 
しかし、比較的最近公表された第三者の権利に関するイギリス法律委員会の調査報
告（Law Commission Report No. 242: “Privity of Contract: Contracts for the Benefit of Third 
Parties” (1996)）214によれば、16世紀から17世紀の時期にかけて、第三者の提起した訴
訟でイギリスの裁判所によって棄却されたものも若干存在している215。それらの判決
において、第三者が訴権を有しないと判定された根拠としては、「その第三者は約因
に関係ない者で、つまり、彼は約束の対価として何も提供していなかった」という約
                                                          
211
 See Levett v Hawes (1597) 78. E.R. 891. See also S.J. Stoljar, op. cit. (note 197), p.135. なお、本事件と
類似して、約因の提供に関係なく第三受益者が適当な原告（appropriate claimant）であると判断した
判例として、Rippon v Norton (1602) Cro Eliz 849、Provender v Wood (1627) Het 30、Hadves v Levit (1632) 
Het 176 がある。 
212
 [1954] 1 Q.B. 250. この事件の概要については本稿注 68 を参照。 
213
 See Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another [1954] 1 Q.B. 250, per Denning L.J., 
p.272. 
214以下 Law Com No 242 として引用する。なお、この調査報告を紹介した日本語文献として、新堂・
前掲論文（注 191）1530 頁以下、北井辰弥「イギリス一九九九年契約（第三者の権利）法の紹介」
桐蔭法学 7 巻 2 号（2001）129 頁以下、川元主税「イギリス 1999 年契約（第三者の権利）法」九大
法学 80 号（2000）372 頁以下がある。 
215
 See Law Com No 242, para.2.4, p.8. 
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因の原則に従ったものもあるし216、また、「契約の受約者（promisee）のみが訴権を
もつ」という別異の法理に基づいたものもみられる217。 
このように、19世紀の半ばまでは、イギリスのコモン・ローにおける第三者は契約
上の権利を強行することができるか否かの問題については支持と不支持の二つの立場
が併存しており218、第三者の訴権については未だ確定的なルールが形成されていなか
ったとみることができる219。 
（2）コモン・ローにおける直接契約関係原則の確立と堅持 
すでに言及したように、イギリス法は 19 世紀にローマ法からの影響を受けて、第三
者の訴権に関する認識も、前述した「約因当事者のみが訴権をもつ」という約因の原
則から、「契約当事者のみが訴権をもつ」という直接契約関係原則に変化した220。具
体的な変遷過程は、以下に述べるいくつかの重要判例の立場からうかがい知ることが
できる。 
直接契約関係の原則が、コモン・ローにおいてはじめて明確に現れたのは、1861 年
の Tweddle v Atkinson221事件の判決であると一般に考えられている222。この事件では、
原告側は前述した Dutton v Poole 事件の判決を引用し、子供のために締結した契約につ
いて、父子間の近親関係が、父の提供した約因を息子に及ぼすために、息子に訴権を
                                                          
216たとえば、Bourne v Mason (1669) 1 Ventr 6; 86 ER 5、Crow v Rogers (1724) 1 St 592; 93 ER 719、Price 
v Easton (1833) 4 B & Ad 433; 110 ER 518 などの判例がある（判例の概要は Law Com No 242, n.18, p.8
を参照）。 
217たとえば、Jordan v Jordan (1594) Cro Eliz 369; 78 ER 616、Taylor v Foster (1600) Cro Eliz 776; 78 ER 
1034 などの判例がある（判例の概要は Law Com No 242, n.17, p.8 を参照）。なお、17 世紀末以降、
イギリスの裁判所は徐々にこの法理から、「約因は受約者から提供されるべきである（ the 
consideration must move from the promisee）」という立場まで発展し、そしてその立場こそは直接契約
関係の現代的理論につながる起源であると考える見解がある（See Robert Merkin, op. cit. (note 130), 
para.1.21, p.11.） 
218
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-019, p.1382. また、川元・前掲論文（注 214）378 頁
も同旨。 
219この点を指摘するものとして、Law Com No 242, para.2.5, p.8 がある。 
220沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。 
221
(1861) 1 B & S 393; 121 E.R. 762. この事件では、A は B に対して、B の息子である C が A の娘と
結婚することを条件として、A が C に一定額の金銭を支払うことを約束した。そして A の違約につ
き C が引受違反訴訟を提起したところ、女王座裁判所は、本件で A の約束の相手方は B であるため、
C には当該約束を強行することができないと判示した。  
222
 See Law Com No 242, para.2.2, p.6. See also H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18 -019, p.1382. 
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もたせることができると主張した223。これに対して、Crompton 判事は、「Dutton v Poole
事件が裁判された時期では、引受違反訴訟という訴訟方式は未だ権利侵害訴訟（action 
of trespass）として扱われ224、ゆえに不法行為（tort）的な性質を帯びており、加えて、
その当時は現在のような、近親関係がそれについて訴訟を提起できる約束にとって十
分な約因とはならないという法律がまだ定着していなかった。現在の判例はもうそれ
らの古い判決を事実上覆している。つまり、ある者が契約上の訴権をもつためには、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
約因はその者から提供されなければならない
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
･･････、それゆえ、私はこれら古い判決
を覆す準備ができており、そして現在の引受違反訴訟を規制する原則によっては、本
件の訴訟を提起することができないと判断する」という反対の意見を述べた225。さら
に、同事件の Wightman 判事も、「今日の判例の中では、その（筆者注：Dutton v Poole
事件のような）判断を支持するものはみられない。それどころか、契約の約因に関係
．．．．．．．．
ない者は、たとえ契約がその者の利益のために作られたとしても、契約上の利益を主
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
張することができない
．．．．．．．．．．
というのは、現在確立された法律なのである」と判示した226。 
本判決（とくに傍点部分）は、前述した従来の約因の原則と第三者の訴権との関係
を新たな方向に発展させたようにみえる。つまり、早期の判例にみられた子供をその
父のなした約因の関係者と扱う考え方は否定され、また、単純に利益を受ける第三者
で約因を提供していない者は、契約上の訴権を享有できないことが明らかにされた。  
また、Tweddle v Atkinson 事件での裁判所の上述した立場は、その後間もなく、1885
年の Gandy v Gandy227事件の控訴院判決により承認されたとみられる228。すなわち、本
                                                          
223
 See Tweddle v Atkinson 121 E.R. 762. 
224実際に、イギリス法上の引受違反訴訟は権利侵害訴訟から生まれた訴訟方式である。権利侵害訴
訟は最初に公共利益を侵害した過失行為のみに適用され、その後、純粋な私的紛争の解決に広げら
れ、さらに 14 世紀には裁判所によって、今日のいわゆる「一般的な契約紛争」の解決まで拡張され
たのである（See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.7, p.4）。 
225
Tweddle v Atkinson 121 E.R. 762, p.764. 傍点の強調は筆者。 
226
Tweddle v Atkinson 121 E.R. 762, p.763. 傍点の強調は筆者。 
227
 (1885) 30 ChD 57, 69. 夫と妻の間の別居証書（a deed of separation）に依拠して、夫は妻の受託者
（trustee）に、二人の娘の教育および生活費用を負担するなどのことを約束した。そして、その中の
一人の娘が 16 歳になった際、夫はその娘の養育費を引き続き支払うことを拒絶した。その事実に基
づいて、娘は夫および妻の受託者に対して提訴し、夫の約束を強行することを請求した。そこで、
被告である夫側は、娘は本件約束の当事者ではなく、約因の提供もしていないことを理由に、原告
である娘が訴権を有しないことを争っていたところ、控訴院は被告のこの異議を支持しながら、原
告が 1883 年最高裁判所規則の 16 条 2 項（Rules of the Supreme Court, 1883, Order XVI., r. 2）により、
妻を共同原告として加えた後の訴権も認めた。  
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件の Bowen 判事は、コモン・ローの歴史では一時的に第三者の訴権を認めた例外的な
判例が存していたといわれるが、しかし今日ではそれらの判例まで遡るのは「学者ぶ
ること（pedantry）」であると説きながら、Tweddle v Atkinson 事件の判決を「コモン・
ローの真の理論を定めたもの（the true common law doctrine has been laid down）」と評
価していた229。 
ところが、この段階では、「契約当事者（party to a contract）」と「約因当事者（party 
to a consideration）」の観念は未だ混同されていたことが指摘されている230。つまり、
これらの判例は、第三者の訴権を絶対的に排除するものとはいえない。その後、1915
年の判例に至ってはじめて、契約上の訴権の所在は明確に「契約当事者」のみに限定
されるようになったのである231。 
すなわち、1915 年の Dunlop Pneumatic Tyre Co. Ltd v Selfridge & Co. Ltd232（以下、
Dunlop v Selfridge と略称）事件の判決において、イギリス貴族院は、「契約の当事者
．．．．．．
のみが契約に基づいて訴えることができる」というルールを、イギリス法の基本的原
則の一つとして受け入れた233。なお、本件で Haldane 判事は、「イギリス法は契約と
いう方法によって生じる第三者の訴権（jus quaesitum tertio）について全く知らない」
                                                                                                                                                                      
228
 See Law Com No 242, para.2.6, p.8. 
229
 See Gandy v Gandy (1885) 30 Ch. D. 57, per Bowen, L.J., p.69. 
230沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。なお、この点からして、Tweddle v Atkinson 事件の判決を「現
代的な契約関係の法理の先例と呼ぶのは困難である」との指摘もある（川元・前掲論文（注 214）377
頁を参照）。 
231沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照。 
232
 [1915] A.C. 847. オートバイのタイヤの製造業者 A が仲買人 B との売買契約において、B が A か
ら仕入れた商品を小売業者に、A の定価より低い価格で販売しないことを約束させ、B が小売業者
から定価維持を約する再販売価格維持保証を得た場合には、小売業者に一定の割引を可能とする旨
の約定がなされた。しかし、その後、小売業者 C が当該保証に反して割引販売を行ったので、A は
C に対して販売差止と損害賠償を求めて本件訴訟を提起した。本件最終審の裁判所は、A と B の関
係がたとえ代理関係であっても、A は自己または B を介して C に約因を提供していなかったので、
A は訴権を有しないと判示し、その請求を棄却した。  
233
 Law Com No 242, para.2.6, p.9. See also H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-019, p.1382. ちな
みに、本件 Haldane 判事が挙げていたイギリスの基本的原則には三つがあり、残りの二つは「契約
上の権利を強行しようとする者は、約因を約束者に提供する、あるいは約束者の請求に応じて他の
者に提供しなければならない」こと、および「本人はその代理人によって締結された契約上の訴権
をもつためには、彼自身によって、または代理人を通じて、約因を提供しなければならない」こと
である（See Dunlop v Selfridge [1915] A.C. 847, per Viscount Haldane L. C., p.853）。 
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と述べ234、第三者の訴権を完全に否定した。そして、Haldane 判事のこの言葉がその後
の多くの判例においてしばしば引用され、この法原則が固く維持されることとなった。 
しかし、実際には、このような第三者の訴権を認めない立場は、その後の半世紀の
間、とくにイギリス控訴院の Denning 判事による批判をはじめ235、多くの判例におい
て疑問が呈されることになったのであった236。ここで、もっとも有力な批判とみられ
る Denning 判事の見解をみておくことにしたい237。たとえば、1953 年の Drive Yourself 
Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another
238事件の判決で、Denning 判事は過去のいくつ
かの判例を引用して、歴史的観点からみて、直接契約関係原則そのものが最初からコ
モン・ローにおいては存在していなかったものと指摘した239。さらに、彼は同事件で、
                                                          
234なお、その言葉に続いて Haldane 判事は、「このような権利は、財産的方式、たとえば信託によ
って授与されうるが、しかし契約に関係のない者に、その契約を訴訟によって強行する権利（right to 
enforce the contract in personam）として与えられることはできない」と述べていた（See Dunlop v 
Selfridge [1915] A.C. 847, per Viscount Haldane L. C., p.853）。 
235たとえば、Denning 判事は、Smith and Snipes Hall Farm Ltd v River Douglas Catchment Board（[1949] 
2 K.B. 500）や、前項で言及した Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another（[1954] 1 Q.B. 
250）事件の判決や、White v Warrick (John) & Co. Ltd（[1953] 2 All E.R. p.1026）などにおいて第三者
の訴権を認めようとしていた。なお、後述の Midland Silicones Ltd v Scruttons Ltd（[1962] A.C. 446）
事件でも、Denning 判事は判旨に反対する意見を述べていた。  
236
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-019, p.1382. なお、前述した Dunlop v Selfridge にお
いても、すでに Dunedin 判事により、直接契約関係の法理は、「熟慮のうえで結んだ契約やそれ自
体は不公正ではない契約、その強行を求めている者に強行の正当な利益があるような契約を無視で
きるようにする」結果をもたらすおそれがあると指摘され（Dunlop v Selfridge [1915] A.C. 847, per 
Lord Dunedin, p.855）、その不合理性が認識されていたといえる。 
237
 Denning 判事によって主唱された直接契約関係原則に対する司法的改革の詳細について、佐々木
信「イギリス契約法における『契約関係』原則の改革――司法的法律改革の範囲」駒沢大学法学論
集 27 号（1969）97 頁以下を参照。 
238
 [1954] 1 Q.B. 250. 家主は借家人（第一被告）との間に、20 年の定期借家契約を締結し、それに
おいて家主の同意なく住宅を転貸することを禁じている。その後、第一被告は家主の同意のもとで、
住宅を転貸した。さらに住宅の転借人は、家主と第一被告の同意を得て、それを一つの会社に再転
貸した。なおその後、第一被告は、家主の同意を得ずに、当該会社が再転借の残りの期間を第二被
告に譲渡することを許可した。そして第二被告は再転貸借（sublease）および賃貸借(headlease)の期
間を超えた後でも、引き続きその住宅を占有していた。右の事実に基づいて、家主の権原承継者で
ある原告は、第一被告と第二被告に対して不法占拠退去訴訟を提起した。本件の控訴院判決は、原
告が再転貸借契約の当事者ではないにもかかわらず、1925 年財産権法に定められる第三受益者とし
て訴権を有することとして、原審の判断を変更した。  
239すなわち、「契約の当事者のみが契約に基づく訴訟を提起できるという原則は、よくわれわれの
法律での基本的原則であるかのようにいわれている。しかし、私はできるだけ明瞭に断言したいの
は、コモン・ローはその最初においてこの原則を全く知らず、むしろ正反対のことをいっていたの
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イギリス国会が 1925 年に制定した財産権法（The Law of Property Act 1925、以下 1925
年法）240は、むしろ Tweddle v Atkinson 事件でのルールを財産に関連する分野において
排除する効果があり241、つまり直接契約関係原則を大きく修正したものであるという
ことまで論じていた242。また、1966 年の Beswick v Beswick243事件の控訴院判決におい
て、Denning 判事は、直接契約関係原則を「ただの手続き上のルール（only a rule of 
procedure）」と理解し、第三者の訴権について、「第三者は契約当事者、もしくはそ
の代理人・代表者の名義で、または当事者と共同原告の名義で、契約に基づいて提訴
                                                                                                                                                                      
である」という言葉であった（See Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another [1954] 1 Q.B. 
250, per Denning L.J., p.272）。 
240すなわち、本法の 56 条 1 項において、土地またはその他の財産に関する契約の第三者は、不動産
譲渡証書その他の証書において指名されていないとしても、直接にそれら契約の中に予定された利
益を強行することができると規定されている。 
241
Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Strutt and another [1954] 1 Q.B. 250, per Denning L.J., p.251. さ
らに、1925 年法の 205 条 1 項に依拠して、同法における「財産権（property）」の概念の中には、無
体動産（chose in action）も包含されており、ゆえに、ほぼすべての契約の第三者は契約上の権利を
強行しうるようになったと、Denning 判事が考えていた（See Beswick v Beswick [1966] Ch. 538, per Lord 
Denning M.R., p.539. なお、佐々木・前掲論文（注 237）98 頁を参照）。 
242
 See Drive Yourself Hire Co. (London) Ltd v Struttand another [1954] 1 Q.B. 250, per Denning L.J., p.274. 
ちなみに、Denning 判事のこの見解に関連して、Beswick v Beswick 事件の控訴院判決で Danckwerts
判事も同旨の見解を表していた（See Beswick v Beswick [1966] Ch. 538, per Danckwerts L.J., p.539）。
ところが、1925 年法に対する本文で述べた理解に対して、イギリスの貴族院は、Beswick v Beswick
事件の最終審判決において、「同法は整理統合法であり、その 56 条は、契約の当事者でない第三者
にその契約を強行する権利を授与するための、根本的な法律修正と解してはならず、また、この条
文の文脈では、本法 205 条 1 項の『財産権』に関する定義の適用が排除される」というような反対
の解釈を示していた（See Beswick v Beswick [1968] A.C. 58, p.59）。 
243
 [1965] 3 All E.R. 858; [1966] Ch. 538; [1968] A.C. 58. 本件は、石炭商人である A とその甥 B との
間で書面契約が締結され、それにおいて、A の営業権および事業資産を B に譲渡すること、および、
その条件としての、B は A を毎週 6 ポンド 10 シリングの給料で顧問として雇い入れること、さらに
将来 A が死亡したら A の妻 C に毎週 5 ポンドの生活費を支払うことが約束された。ところが、A が
死亡した後、B は C に一週間分の生活費しか払わず、それ以降の支払いをすべて拒否した。ゆえに、
C は A の遺産管理人の名義、および自己の名義で、B の不払いに対して提訴し、裁判所に特定履行
（specific performance）の命令を求めていた。そこで、一審のランカスター衡平法裁判所は、直接契
約関係原則により、本件 C が自己の名義における（つまり本件契約の第三者としての）訴権を認め
ず、なお C が A の遺産管理人としても、特定履行ではなく、名目的損害賠償請求しか得られないと
判示した。その判決は二審の控訴院において Denning 判事の主導のもとで（Danckwerts 判事も同調）
逆転され、C の第三者としての訴権、および特定履行の訴訟請求がすべて認容されるようになった。
そして三審の貴族院は、C の訴訟請求を認めたが、その根拠は二審判決と異なり、一審判決と同様
に C は自己の名義における訴権を有しないものとしながら、ただ A の遺産管理人の名義での B に対
する特定履行の請求を許容したのであった。  
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することができ、さらに、当事者が訴訟（筆者注：名義を貸すこと）を拒絶した場合
には、その者を被告に加える方法もとることができる」との見解を述べていた244。こ
れらの議論を通じて、Denning 判事は、第三者が契約に「十分な利益（関係）（a sufficient 
interest）」がある場合、この第三者によって契約を強制しうることを強力に提唱して
いた245。 
しかしながら、このような疑問は、すでに 1961 年の有名な海事判例である Midland 
Silicones Ltd v Scruttons Ltd
246事件の貴族院判決で一旦解消されたようにもみられてい
る247。この判決では、なお Denning 判事の反対意見248がありながら、イギリス貴族院
は、法廷の多数意見により、直接契約関係原則の存在を再び確認したうえで、本件の
ステベドアが運送契約の当事者ではないことから、運送人と荷主の間の船荷証券契約
を援用して、そこに定められた責任制限の利益を主張することができないと判示した
249。また、Denning 判事の反対意見に対して、Simonds 判事は、「たとえ第三者の訴権
に関する原則をイギリス法まで導入する必要があるとしても、それは国会がその原則
                                                          
244
 See Beswick v Beswick [1966] Ch. 538, per Lord Denning M.R., p.539. 
245佐々木・前掲論文（注 237）97 頁を参照。 
246
 [1962] A.C. 446. 本件は、アメリカからロンドンまでの物品（化学物質が入った缶一つ）の運送
において、船荷証券によりアメリカ COGSA1936 が摂取されたことから、運送人に一包 500 ドルま
での責任制限額が認められていたところ、物品を荷受人に引き渡すための荷揚作業において運送人
の使用人であるステベドアの過失によって物品が損傷し、593 ドルの損害が発生した事件で、荷受人
がステベドアに対して全額の損害賠償を請求したのに対して、ステベドアは船荷証券上の責任制限
の利益を主張していたが、第三審の貴族院判決において認められなかった。なお、この事件に言及
した日本語文献として、原茂太一「船積人の損害賠償請求と海上物品運送人の責任制限の可否」（経
済法令研究会『現代商事法の重要問題―田中誠二先生米寿記念論文』(1984)）558 頁、および 566 頁
での注 11 がある。同論文は、運送人の相手当事者である荷送人・傭船者以外の第三者が運送人によ
る責任制限の対抗を受けるか否かの問題について、イギリス運送契約分野で直接契約関係原則の克
服の可否という角度から、否定的立場をとったこの判例に言及したものである。  
247
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-019, p.1382. See also Law Com No 242, para.2.6, p.9. 
248
Denning 判事は、もし本件で運送契約の履行補助者であるステベドアに運送契約上の利益を認め
ないとすれば、コモン・ローにおいて深刻な結果を引き起こすおそれがあるといい、たとえば、物
品の損傷についての荷主の訴権が時効にかかった場合、荷主は、運送人ではなく、ステベドアまた
は船長や船員などに対して不法行為訴訟を提起することにより、この時効の制限を回避することが
でき、その結果、ヘーグ・ルールが運送人に与えた時効利益の保護が実質的に無意味なものとなっ
てしまうことを述べていた（See Midland Silicones Ltd v Scruttons Ltd [1962] A.C. 446, per Lord Denning, 
pp.491-492）。 
249
See Midland Silicones Ltd v Scruttons Ltd [1962] A.C. 446. 
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の長所と短所について十分に勘案したうえで決するべきこと」との論評を加えた250。
ここで貴族院が再び確認した従来の立場、および第三者の訴権問題の解決を立法に委
ねる姿勢は、その後の多くの判例において繰り返されていた251。 
ところが、20 世紀の半ばからは、イギリス貴族院は自ら、そのいくつかの判決にお
いて、それまでの先例で固く維持してきた直接契約関係原則について強く批判するこ
とになった252。たとえば、1967 年の Beswick v Beswick 事件の貴族院判決253において、
Reid 判事は、第三者の権利に関する 1937 年のイギリス法律改正委員会の勧告案254に言
及したうえで、「もし国会（筆者注：立法）の先送り（Parliamentary procrastination）
がさらなる長期間となることが予想されるのであれば、本院によってこの事情を処理
する（筆者注：すなわち第三者の訴権を認める）必要性が生じる」255という見解を示
した。また、Reid 判事のこの言葉は、1980 年の Woodar Investment Development Ltd v 
Wimpey Construction UK Ltd
256事件の貴族院判決で、Scarman 判事によって引用され、
                                                          
250
 See Midland Silicones Ltd v Scruttons Ltd [1962] A.C. 446, pp.467-468. 
251川元・前掲論文（注 214）374 頁を参照。また、H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-019, p.1382
も同旨。 
252たとえば、判例 Beswick v Beswick（[1968] A.C. 58, p.72）で Reid 判事の意見、Woodar Investment 
Developments Ltd v Wimpey Construction UK Ltd（[1980] 1 W.L.R. 277, pp. 291, 297-298, 300）Salmon 判
事、Keith of Kinkel 判事、および Scarman 判事の意見、Swain v Law Society（[1983] 1 A.C. 598, p.611）
で Diplock 判事の意見、および The Pioneer Container（[1994] 2 A.C. 324, p.335）および White v Jones
（[1995] 2 A.C. 207, pp.262-263）で Goff 判事の意見が挙げられる（See Law Com No 242, n.26, p.9）。 
253
 [1968] A.C. 58. この事件の概要については本稿注 73 を参照。 
254すなわち、第三者に自己の利益のためになされた契約上の約束を強行する権利を与えることを提
言した勧告案である（Law Revision Committee, Statute of Frauds and the Doctrine of Consideration, Sixth 
Interim Report, Cmd. 5449 (1937)）。また、詳しくは本稿注 311 を参照。 
255
Beswick v Beswick [1968] A.C. 58, per Lord Reid, p.72 
256
 [1980] 1 W.L.R. 277. 買主である Aは売主である Bから一定の土地を買うために Bと契約を結び、
その契約において、土地の代金が 85 万ポンドであって、そのうち 15 万ポンドを契約完遂時に第三
者である C に支払うこと、および契約の完成前にもし政府当局から土地の強制収用手続きが開始さ
れる場合、A が解約権を留保することなどが約定された。その後 A は、本件土地の一部が政府の強
制収用手続きのもとに置かされたとの理由で、解約の通知を B に発した。しかし B は A の解約の通
知が無効と主張して、A に対して契約拒絶による損害賠償訴訟を提起した。一審および二審の裁判
所はともに、A が不当に契約を拒絶したと判断し、ゆえに B に損害賠償責任を負うと判示した。な
お、A が負う損害賠償責任の範囲に関して、二審は一審の金額を減額したが、両判決でも B が第三
者 C に支払うべき代金の損害が含まれていた。それに対して、第三審である貴族院は、売主 B が、
第三者 C の分の未収代金に関連して自己も損失を被ったこと、または自己が第三者の代理人か受託
者であることを証明しない限りは、C の損害を本件訴訟で回収することができないと最終的に判断
した。 
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そこでは「イギリス法の『第三者の権利』に対する否認の態度には、見直しが求めら
れている･･････。貴族院は機会があるときに、判例 Tweddle v Atkinson およびこの不当
なルールを守ってきたその他の判例を再考することが望ましい」との同様の見解が述
べられた257。 
とはいえ、後に言及する 1999 年の第三者の権利に関する新しい立法258が成立するま
での間に、直接契約関係原則に対する司法的廃止の動きは、やはり抑えられたままで
あった259。言い換えれば、20 世紀の後半のコモン・ローにおいても、依然として直接
契約関係の原則が貫かれ、第三者の訴権についての承認はかなり躊躇されていたとい
えよう。 
その原因としては、まず、Haldane 判事の言葉に反映されているように、「直接契約
関係原則は長期にわたってイギリス法の基本原則であり、商業の確実性のために維持
されるべきである」と考えられ、この原則の維持を擁護する裁判官が比較的に優位に
立っていたからであると思われる260。もっとも、第三者の訴権をどうしても認める必
要があるときは、直接契約関係を回避させる別の法理を利用する方法があるし、ある
いはコモン・ロー以外の解決方法、すなわちエクイティによる救済に訴えることもで
きる。加えて、イギリス法では特定の分野において、第三者の権利に関する特別立法
がすでに多く存在しており、それらの立法を通じて必要な分野における第三者の訴権
問題はある程度で解決されたこともある。 
このような解決方法および特別立法は、第三者に対して例外的に訴権を認めるもの
として、直接契約関係原則の修正とみることもできるから、次にこれらを紹介するこ
ととしたい。 
（3）直接契約関係原則の修正 
以上にみたように、コモン・ローの直接契約関係原則の堅持は、イギリスで 19 世紀
の後半から一世紀半にわたった判例法の状況であった。しかし、1930 年代になると、
                                                          
257
 See Woodar Investment Development Ltd v Wimpey Construction UK Ltd  [1980] 1 W.L.R. 277, per Lord 
Scarman, p.300. 
258すなわち、「1999 年契約（第三者の権利）法（Contracts (Rights of Third Parties) Act 1999）」であ
る。また、詳しくは本章の２(3)②b)を参照。 
259
See Law Com No 242, para.2.7, p.9. 
260
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.1, pp.1-2. 
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イギリスの学界および司法実務界から直接契約関係原則に対する批判が次々と現れ261、
この原則は、契約当事者でない者に利益を与ようとする私的契約の土台を壊している
だけでなく、便宜性と効率性から第三者の権利の承認を要請している商事契約の発展
も妨げていると思われてきた262。そこで、これらの社会生活や商取引上の要請を受け
て、イギリスでは直接契約関係原則を回避・緩和するための司法的方策および立法的
措置が多く講じられてきており263、主に以下のようなものがある。 
①司法的方策 
a) コモン・ローにおける例外法理   
イギリスのコモン・ロー裁判所は、前述のように、19 世紀の後半から、多数の判決
において直接契約関係原則を確認してきているが、他方で、ほぼ同時に、第三者の契
約的権利を認める実務上の要求に応じて、直接契約関係原則の例外となる法理
（exceptions to the doctrine of privity）も数多く発展させてきていた264。これらの例外法
理の中には、直接契約関係原則が確立される前からすでにイギリス法において存在し、
かつ十分に確立していたルールがあり265、たとえば、本稿第一部で言及した代理理論、
寄託理論、過失による不法行為の理論266などがその例である267。 
                                                          
261
 See Law Com No 242, para.2.63, p.35. 
262この点を指摘するものとして、Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.1, pp.1-2 がある。 
263この点に関して、直接契約関係法理の展開は、「その回避による同法理の維持の過程であるとい
っても決して言い過ぎではない」とまでいわれるものがある（北井辰弥「契約関係（privity of contract）
の法理に関する一考察――イギリスにおける法改革の動向」法学新報 103 巻 11・12 号（1997）315
頁を参照）。 
264
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.1, p.21. See also Law Com No 242, p.9.  
265
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.1, p.21. 
266過失による不法行為理論については、当該過失により原告が当事者でない契約は不履行となった
場合に（the negligence in question constitutes the breach of a contract to which the plaintiff is not a party）、
直接契約関係原則の例外とみなすことができる（Law Com No 242, para.2.13-2.14, p.12）。この理論
は、一見して契約責任とは無関係のようにみえるが、かつてイギリスでは、契約当事者間にもし契
約責任がなければ不法行為責任もないという考え方があったので、それらの場合が過失による不法
行為責任の拡大を通じて直接契約関係の法理の回避の一方策として捉えられているとの指摘がある
（詳細は北井・前掲論文（注 263）319-321 頁を参照）。一方で、Robert Merkin 教授は、この理論を
直接契約関係原則の例外とみなすことは妥当でないとされ、その理由は、純粋な経済的損失は契約
的範疇に属する（物理的損失という不法行為的範疇と異なる）ので、約束者が第三者に対して経済
的損失を填補する義務を引き受けていた、あるいは第三者との間の関係が契約的関係に類似するな
どの特別な場合に限って、このような不法行為理論を適用する余地があるということである（Robert 
Merkin, op. cit. (note 130), para.2.1, p.21 を参照、そこでは彼の見解を支持した判例も挙げられている）。 
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また、それらのほかに、20 世紀後半に発展した第三者の権利救済の方法として、受
約者の名義における第三者のための訴訟268や、第三者のために約束者が受領した金銭
の返還訴訟（action for money had and received to the plaintiff’s use）269などの方法も用い
られ、裁判所によって認められたことがある。 
 b) エクイティによる救済   
これらのコモン・ロー裁判所が考案した方法のほかに、イギリスのエクイティ裁判
所も別のアプローチから、第三者の権利に救済を与えている。実際にエクイティは、
かなり早い時期から、第三者に対してその者のためになされた契約上の利益を強行す
る権利を認めており、その場合には直接契約関係の存否を重要な考慮要素としていな
いとみられる270。その点は、次のようなエクイティ法理から窺い知ることができる。 
ⅰ. 約束信託理論（Trust of Promise） 
第三者の権利救済に関して、エクイティ裁判所でよく用いられる法理は約束信託理
論に基づくものである。その理論構成は、A が B に対して、第三者 C に一定の金額を
支払うことを約束した場合、B は C の利益のための当該約束の受託者（trustee of the 
promise）と解することができ、そこで C は信託の受益者（beneficiary of the trust）とし
て、当該約束を強行するために A を訴えることができるというものである271。つまり、
第三者のためにする契約につき、契約当事者間で信託を創設する意図を擬制し、それ
により、直接契約関係原則を回避してしまうのである272。約束信託への依拠には比較
                                                                                                                                                                      
267これらのコモン・ロー理論について、伝統的運送契約分野における解釈は本稿第一部の第 1 章の
3 および第 2 章の 2（2）を参照、また、現代的海上運送契約分野での応用は本稿第二部の第 2 章の 2
と 3 を参照。 
268たとえば、本稿第二部の第 1 章の 2（2）で言及した Beswick v Beswick 事件（[1965] 3 All E.R. 858; 
[1966] Ch. 538; [1968] A.C. 58）で原告が遺産管理人の名義において提起した訴訟、および、Woodar 
Investment Development Ltd v Wimpey Construction UK Ltd [1980] 1 W.L.R. 277 は、このような訴訟方式
によるものである。ちなみに、この二つ判例は、結論的には第三者が受約者の名義で特定履行また
は名目的損害賠償の判決しか得られなかったが、第三者訴権を認める必要性・急迫性を貴族院に提
示したものと評価してよいであろう。 
269これは準契約法領域において、不当利得返還請求訴訟に属する訴訟方式である。すなわち、約束
者が受約者により、金銭を第三者に返済するよう義務付けられた場合、当該第三者は、この訴訟方
式による救済を受けることができる。本法理の詳細および具体的な判例は、新堂・前掲論文（注 191）
1525-1526 頁、および S.J. Stoljar, op. cit. (note 197), pp.140-143 を参照。 
270
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.18, p.28. 
271
 See Law Com No 242, para.2.8, p.9. 
272新堂・前掲論文（注 191）1524 頁を参照。 
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的に長い歴史があり、はじめてその法理を用いたのは、1756 年の Tomlinson v Gill273事
件の判決であるとみられている274。同事件を審理したエクイティ裁判所である大法官
裁判所の Hardwicke 判事は、「原告は、本件約束の第三者であるため、法律（筆者注：
コモン・ロー）上の訴訟を提起することができないが、ここ（筆者注：大法官裁判所）
では妥当である。その原因は、本件約束が原告の利益のためになされたものであり、
かつ未亡人（筆者注：受約者）は原告の受託者とみなされうるからである」と判示し
た275。その後、この方法に倣った判例としては、1817 年の Gregory & Parker v Williams276
事件、1880 年の Lloyd’s v Harper277事件および 1883 年の Re Flavell, Muray v Flavell278事
件などがある。このように、約束信託理論はエクイティ裁判所が第三者の訴権を認め
るための常用の方法として受け入れられていたのである279。 
ところが、この約束信託理論は、その適用範囲は狭く制限されていること280、さら
に、20 世紀からは、受約者の信託設定に関する明確な意図が要求されるようになった
こと281から、結果的に、近時では第三者の権利救済としてはほとんど役立たなくなっ
たようである282。約束信託理論は、債権債務関係の個人的性質から、権利譲渡283が未
だ認められていなかった時代において、第三者に訴権を与えるために援用されていた
ものであるといわれており284、実際に次に述べる権利譲渡理論がエクイティ上で確立
されてからは、この権利譲渡理論に取って代わられていた。 
ⅱ. 権利譲渡理論（Assignment） 
                                                          
273
 (1756) Amb.330; 27 E.R. 221. 
274
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.19, p.28. 
275
Tomlinson v Gill (1756) 27 E.R. 221, per Lord Hardwicke, p.222. 
276
 (1817) 3 Mer. 582; 36 E.R. 224. 
277
 (1880) 16 Ch. D. 290. 
278
 (1883) 25 Ch. D. 89. 
279小林・前掲論文（注 185）72 頁を参照。なお、それら判例の詳細は Robert Merkin, op. cit. (note 130), 
pp.29-32 を参照。 
280約束信託理論は、金銭支払いまたは財産譲渡に関する約束にしか適用されなかったといわれる
（See Law Com No 242, para.2.8, p.9.）。 
281イギリスの貴族院はかつて、Les Affréteurs Réunis SA v Leopold Walford (London) Ltd  [1919] A. C. 801
事件をはじめ、契約上の第三者に利益を与える意思から単純に信託設定意思があると推定していた
ことがあったが、その後の多数の事件において、そのような推定は行わず、反対に、信託設定に関
する明確な意思を要求するようになった（See Law Com No 242, para.2.8, p.10）。 
282
 See Law Com No 242, para.2.8, p.10. また、新堂・前掲論文（注 191）1524 頁を参照。 
283これは、本章 1（2）で言及した無体財産権の譲渡（assignments of choses in action）のことである。 
284新堂・前掲論文（注 191）1524 頁を参照。 
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権利譲渡理論は、第三者に訴権を与えるためのもう一つの重要なエクイティ法理で
あり、主契約（main contract）の受約者（譲渡人）が第三者（譲受人）に、自己の主契
約上の権利を、副契約（sub-contract）によって譲渡する形で、第三者に主契約上の訴
権を与える理論である285。権利譲渡の理論がエクイティ裁判所において最初に採用さ
れたときは、債権の譲受人が譲渡人と共同で債務者を訴えることにより、自己の第三
者としての訴権を実現した286。そして、1873 年の最高裁判所法の制定により、イギリ
スのコモン・ロー裁判所も、エクイティの法理を適用できるようになり287、その後、
同条の内容は 1925 年財産権法 136 条 1 項によって吸収された288。そこで、無体財産権
の譲渡がコモン・ロー上でも原則として承認され、また、無体財産権の譲受人が自ら
単独で契約上の権利を行使できるようになった289。なお、コモン・ローが権利譲渡理
論を承認してこれを推進したことから、第三者権利の強行可能性を否定した直接契約
関係原則は実質的に無意味なものになっていたとの見解もあるが290、イギリスの裁判
所が、その後の判例においてもなお直接契約関係原則を堅持していたことは、すでに
前述したとおりである。 
ここにみた第三者の訴権問題に関する典型的な司法的解決方法に関しては、次章で
海上運送契約との関連において荷受人の訴権問題と合わせてさらに検討したい291。も
っとも、これらの司法的解決方法は、それぞれ適用範囲の限界があるほか、「法を過
度に技巧的で複雑なものにし、結果の不確実をもたらす」と批判されている292ように
実務の要請に完全に応えるものとはいえず、なおイギリスでは以下のような立法的措
置が同時に図られてきている。 
②立法的措置 
a) 特定領域の制定法による緩和 
                                                          
285 See Law Com No 242, para.2.16, p.15. なお、主契約の当事者の行為以外に、法律の規定による権利
譲渡も存在し、たとえばイギリス1986年倒産法の311条4項（Insolvency Act 1986, s.311(4)）が挙げら
れる（See Law Com No 242, n.65, p.15）。 
286砂田=新井・前掲書（注 194）151 頁を参照。 
287
 J.H.ベイカー著・深尾裕造訳『イギリス法史第 1 部（総論）』（関西学院大学出版会，2014）160
頁以下を参照。 
288同条の内容は本稿の注 193 を参照。 
289砂田=新井・前掲書（注 194）151 頁を参照。 
290
See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.338. 
291次章の 2 を参照。 
292川元・前掲論文（注 214）373 頁を参照。 
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直接契約関係原則が社会の経済的活動にもたらした不便に対処するため、イギリス
の国会は、とくに第三者の権利を認めなければ明らかに不公平が生じるおそれのある
法分野について、直接契約関係原則の厳格な適用を緩和または排除するような立法を
実現してきた。 
まず、私的財産の分野において、たとえば契約上の利益を当事者の血縁関係者であ
る第三者に及ぼした 1882 年の妻財産法（The Married Women’s Property Act 1882）11
条293、土地に関連する契約上の利益を第三者によって強行することを認めた 1845 年の
不動産法（Real Property Act 1845）5 条294、および同条の範囲を「その他の財産に関す
る契約の第三者」まで拡張した 1925 年の財産権法（The Law of Property Act 1925）56
条 1 項295などの規定を挙げることができる。 
また、流通証券の分野では、19 世紀半ばから 20 世紀前半にかけて迅速に発展して
いた貿易取引の需要に応じて、イギリスの国会は、各種の債券（bonds）、船荷証券、
社債（debentures）および保険証券につき 12 もの法律を制定し、それらの規律対象を
コモン・ロー上の直接契約関係原則の適用対象外とした296。たとえば、1855 年の船荷
証券法 1 条297、1906 年の海上保険法（Marine Insurance Act 1906）50 条298、1930 年の
                                                          
293同条は、「夫または妻によってなされた生命保険の証券は、証券に名指された者のために信託を
設定する」という規定である（沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照）。 
294本条は、保有財産・相続財産（tenements or hereditaments）における直接財産権またはその他の権
利、および保有財産・相続財産に関する物権契約（condition or covenant）による利益が、同契約書
に契約当事者として記名されていない者によっても取得されうることを規定していた（佐々木・前
掲論文（注 237）101 頁参照）。 
295本条の内容は本稿注 72 を参照。なお、イギリスの貴族院の多数意見によると、本条は実際にその
前身である 1845年の不動産法の第 5条の拡充的再制定であるとみられる（佐々木・前掲論文（注 237）
101 頁を参照）。ところで、本条の規定は直接契約関係原則の存廃の議論を導いたことがあり（本章
２の（2）で Denning 判事の本条に関連する主張、および本稿注 74 を参照）、この意味では重要な
制定法とみられている（北井・前掲論文（注 263）321 頁を参照）。 
296
 See Vernon V. Palmer, op. cit. (note 180), n.10, p.3. 
297本条では、船荷証券に記載された物品の荷受人あるいは船荷証券の被裏書人という運送契約の第
三者は、一定条件のもとで、運送契約上の訴権を享有できることが定められている。この条文に関
しては、この後の第 3 章で詳しく検討を行う。なお、本法律の修正としての 1992 年海上物品運送法
の第 2 条にも同様に規定している。ちなみに、イギリス法律委員会はこの 1992 年法に関する勧告作
業に際して、より広い領域（契約法一般）で直接契約関係原則の改革に着手する決意を固めたとい
われている（See Jack Beatson, Reforming the Law of Contracts for the Benefit of Third Parties, Current 
Legal Problems, Vol.45, Part.2(1992) p.2.）。 
298本条は、前述した 1855 年船荷証券法 1 条とかなり類似する形で、保険証券の譲受人に対して、自
己の名において訴訟を提起する権利を与えている。  
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道路交通法（The Road Traffic Act 1930）36 条299などがあり、それぞれ船荷証券および
保険証券の譲受人に対して、運送・保険契約の第三者としての訴権を与えている。  
とくに保険契約の分野では、直接契約関係原則による障害がおおむね克服されたよ
うにみえる。たとえば、前述した 1906 年の海上保険法の 14 条 2 項300、1925 年の財産
権法の 47 条 1 項301、1930 年の第三者権利（対保険者）法（Third Parties (Rights against 
Insurers) Act 1930）の関連条文302などがその例である。なお、これらの規定のほかにも、
会社および組合に対して、第三者の権利を保護する特別法が多く制定され303、これら
によっても直接契約関係原則の緩和が図られてきた。 
b) 一般契約法領域における立法改革 
直接契約関係原則を緩和するために、上述した特定領域でいくつもの法律の制定を
みたが、それらの制定法が契約法という大領域の中に位置づけられている以上、一般
契約理論に対する根本的な修正が求められてきた304。 
また、立法改革の必要性は司法からの強い要望としても現れていた。その理由とし
て、まず、①で言及した判例法上の例外法理により、直接契約関係原則の不都合が一
定範囲内で回避されるとしても、完全な解決とまではいえず、なお関連する私法分野
での法の適用に影響を及ぼしていたとみられていたことがある305。さらに、イギリス
の Atiyah 教授が指摘したように、これらの例外法理の発達によって、直接契約関係原
則という「一般原則（general principle）」が徐々に浸食され、司法実務ではもはや一
般原則でなくなったともみられていた306。こうして、契約法一般の視点からも直接契
約関係原則について考え直す必要に迫られてきたといえる。なお、20 世紀後半のイギ
                                                          
299同条は、「自動車事故に関して、保険証券によって特定された者は、保険契約以外でも訴権をも
つ」という規定である（沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照）。なお、本法律の 1988 年修正版（Road 
Traffic Act 1988）においても同旨の規定が設けられている（北井・前掲論文（注 263）321 頁を参照）。 
300同条は、「抵当権者及び抵当権の目的物に関して利害関係を有する者は、自己のためにすると同
様に、利害関係者のために契約を締結しうる」という規定である（沢木・前掲論文（注 87）50 頁を
参照）。 
301本条では、火災保険契約上の利益は、保険契約当事者でない保険の目的物の譲受人に及ぶことが
規定されている（沢木・前掲論文（注 87）50 頁を参照）。 
302本法は、保険損害を被った第三者に、被保険者が破産したなどの場合に、直接に（第三者責任を
引き受けた）保険者に対して保険契約上の利益を求める権利を認めている（本法の序文を参照）。 
303詳しくは小林・前掲論文（注 185）68 頁およびその注 45 を参照。 
304沢木・前掲論文（注 87）51 頁同旨。 
305北井・前掲論文（注 263）309 頁を参照。 
306
 See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.341. 
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リス控訴院および貴族院が示したいくつかの判例307において、直接契約関係原則に対
する判例法上の改革（judicial reform）が提唱されていたが、結局その動きは抑えられ
てしまった。実際、これを判例法の改革によって達成することは非常に困難であり、
とくに、どのような種類の第三者が契約上の権利を取得できるか、また、これらの権
利はどのように契約当事者の契約解除・変更の意思、および主張可能な抗弁に影響さ
れるかなどの点について明確化することができず、問題はもはや司法の限界を超えて
いるといわれていた308。それゆえ、これらの困難に対する納得のいく解決は、やはり
立法改革を通じなければ実現できないという考え方が帰結されることになった309。  
このように、直接契約関係原則に対する立法改革の必要性はイギリスの実務界およ
び学界においてともに認識され310、ついにイギリス法の一つの重要な立法課題になっ
た。この立法改革の最初の試みは、早くも 1937 年にイギリスの法律改正委員会（Law 
Revision Committee）によって開始されたが311、60 年以上も検討されたにもかかわらず、
具体的な成果を挙げることができなかった312。ようやく、イギリスがヨーロッパ共同
体に加盟した後、EU 諸国および他のコモン・ロー国との統一を目指して313、改革の計
画は再開され、1990 年代にはイギリス法律委員会（Law Commission）の正式な議題と
された314。そして 1999 年に、イギリス国会では新しい契約法、すなわち 1999 年契約
（第三者の権利）法（Contracts (Rights of Third Parties) Act 1999、以下 1999 年契約法）
が成立した。この法律は、第三者に利益を与えようとする契約当事者の意思を尊重す
                                                          
307すなわち、本稿の注 235 および 252 に掲げた判例である。 
308
 See H. G. Beale et al., op. cit.(note 11), para.18-020, p.1384. 
309
ibid. 
310北井・前掲論文（注 263）325 頁を参照。 
311
 1937 年の法律改正委員会改正勧告案第 6 次中間報告書の 48 条は、明示的に第三者に利益を授与
する契約について、その第三者が一定の条件のもとで、自己の名において契約を強行しうることを
認めるよう勧告していた（See Law Revision Committee, op. cit.(note 254), para.48, p. 31）。 
312その具体的な経緯および失敗の原因については、川元・前掲論文（注 214）377-375 頁を参照。 
313
 See Law Com No 242, para.3.8, p.41. 
314これが、Item 1 of the Sixth Programme of Law Reform: The Law of Contract であった。この議題に関
して、イギリス法律委員会は、1991 年に諮問書（Law Commission Consultation Paper No.121: “Privity 
of Contract: Contracts for the Benefit of Third Parties” (1991), この諮問書を紹介した日本語文献として、
北井・前掲論文（注 263）325 頁以下がある）を法律専門家や実務従業者などに示し、1996 年にこれ
に対する答申に基づいて報告書（すなわち Law Com No 242）を作り、それに基づいて国会に立法の
提案を行ったのである。 
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ることを主眼として315、これまで堅持されてきた直接契約関係原則を幅広く修正し316、
契約の当事者ではない第三者に対して、一定条件のもとで、関連する契約条項を強行
する権利を与えている317。この法律の規定をもって、直接契約関係原則というイギリ
ス法で一世紀半にもわたって維持されてきた基本的原則は、取り除かれたといわれる
318。 
なお、この法律は、第三者の権利・救済に関連する既存の判例法および成文法にお
ける直接契約関係原則の例外を廃除するものではないとされている319。また、この立
法改革で触れていない直接契約関係原則の後半の部分、すなわち「契約が第三者に義
務を課すことはできない」という第三者義務ルールについて、イギリス法律委員会は、
いくつかの例外を除いて、現状のままで維持するとの見解を示している320。 
3 コモン・ローのもとでの現代的海上運送契約の難問：荷受人の訴権問題 
 すでに本稿第一部で述べたように、現代的海上運送契約は、通常、海上運送人と荷
送人の間で締結されており、荷送人から委託された物品を運送人が運送して契約外の
第三者である荷受人に引き渡すことを内容とする契約である。しかし、このような契
約では、コモン・ロー上の直接契約関係原則により321、たとえ物品を受け取る荷受人
の利益が運送契約中に言及されたとしても、荷受人は、契約上の権利を強行できず、
物品の引渡請求権または物品の滅失・毀損の場合の損害賠償請求権など運送契約から
生じる権利を一切主張する根拠をもたないことになる322。つまり荷受人は運送契約上
                                                          
315
 See Law Com No 242, para.3.1, p.39. 
316
 Stewart C. Body et al., Srutton On Charterparties and Bills of Lading, 23rd ed. (2015) p.72. 
317条件の内容は Contracts (Rights of Third Parties) Act 1999（以下 1999 Act として引用する）の Section 
1 (1)~(3)を参照。 
318
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.1.1, p.1. また、川元・前掲論文（注 214）379 頁も同旨
であるが、そこでは同時に、「実は本法も同法理の完全撤廃とは言い難い数々の制限を内に残して
いる」との指摘もなされている。 
319
 See Stewart C. Body et al., op. cit. (note 316), p.72. See also 1999 Act, Section 7 (1). 
320
 See Law Com No 242, para.2.1, p.6. 
321直接契約関係原則が海上運送契約にも適用されることに関しては、1961 年の Midland Silicones Ltd 
v Scruttons Ltd の貴族院判決で確認されていた（See Midland Silicones Ltd v Scruttons Ltd [1962] A.C. 
446）。 
322
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, Carver on Bills of Lading, 4thed. (2017) para.5-002, p.201. 
74 
 
の訴権を有しないことになるが、これは海上取引の実情に照らして好ましくない結果
であるといえる。 
 また、荷受人の訴権問題は、船荷証券が発行された場合でも 19 世紀半ば以前には存
在していた。というのは、船荷証券がたとえ運送契約を包含するものとみなされると
しても323、イギリスのコモン・ローで無体財産権の譲渡が認められていなかった時期324
においては、船荷証券の譲渡は運送契約上の権利の譲渡をともなわず325、やはり直接
契約関係の原則の適用を免れないからである。この場合、運送契約の第三者である船
荷証券所持人は、船荷証券の「権原証券（document of title）」としての機能326に基づ
いて物品引渡請求権を行使できるが、運送人の運送契約上の責任（たとえば堪航注意
義務の違反など）を追及することはできず、その反面、運送契約上の義務（たとえば
滞船料など）を負わされることもないという状況になる。 
船荷証券が発行された場合の荷受人の訴権問題に関して、イギリスはその後、1855
年船荷証券法（以下 1855 年法）を特別法として制定し、直接契約関係原則の例外とし
て、船荷証券所持人に一定条件のもとで運送契約上の訴権を与えることにしていた327。
しかし、時代の経過および海商実務の進展にともない、この 1855 年法には多くの欠陥
が現れてきたので、1992 年にさらなる法改正（すなわち 1992 年海上物品運送法、以
                                                          
323「船荷証券が運送契約を包含する（bill of lading containing the contract of carriage）」ということは、
実務中、傭船契約の場合を除いたほとんどの場合、船荷証券は運送契約の条項を含んでおり、運送
人と荷送人の間での契約的関係を支配（govern）していることをいう（See Guenter Treitel & F.M.B. 
Reynolds, op. cit. (note 322), para.3-005, p.97; See also Heskell v Continental Express Ltd [1950]1 All 
E.R.1033, p.1037）。なお、このような表現は、1855 年船荷証券法の 1 条、および 1992 年海上物品
運送法の 5 条 1 項にみられるほか、近時の国連条約であるロッテルダム・ルールの 1 条 14 項 c 号
（Rotterdam Rules, Art.1(14)(a)）における「運送契約」の定義にも用いられている。 
324すなわち、1873 年以前の時期である（本章の１（2）の最終部分を参照）。なお、実際にイギリ
スは 1855 年に船荷証券について特別な立法（1855 年船荷証券法）を制定し、船荷証券による運送契
約上の権利・義務を譲渡する効力を認めていたので、前述した時期は厳格にいえば 1855 年以前の時
期である。 
325ここでエクイティ上の権利譲渡の方法が存在するが（本章 2（3）①b）を参照）、それを運送契
約上の権利に応用するような試みはみられなかったと指摘されている（See G.H. Treitel, Bills of 
lading and implied contracts, [1989] LMCLQ 162, p.162）。 
326イギリス法で、「船荷証券の譲渡と移転により、船荷証券に表示された物品上の権利（property）
が移転される」との現在のいわゆる船荷証券の権原証券性は、すでに 1794 年の Lickbarrow v Mason
事件の判決において確認された。この事件の詳細は本稿第一部の第 2 章の 1 を参照。 
327
 1855 年法 1 条を参照。なお、詳しくは本稿の第二部第 3 章を参照。 
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下 1992 年法）が行われた。この 1992 年法をもって、船荷証券などの運送書類が発行
された場合の荷受人の訴権問題がほとんど解決されたといえる328。 
もっとも、船荷証券が発行されない場合の荷受人の訴権に関しては、コモン・ロー
においてなお問題が残されており、また、この問題は前述した 1999 年契約法による直
接契約関係原則の改革の後でも存在し続ける可能性があると思われる。すなわち、1999
年契約法の 1 条では、第三者に契約を強行する権利を与えるための厳格な条件がいく
つか設けられており329、たとえば「契約の中に、第三者が契約を強行することのでき
る旨に関する明示的規定がある」か、あるいは「契約の条項がそのような利益を第三
者に与える意図があること」などが要求されている330。実際、すべての運送契約が必
ずそれらの条件を満たしているわけではないので、荷受人の訴権が争われることもあ
りえ、その場合は裁判所の個々の契約条項に対する具体的な解釈による解決に委ねる
しかないであろう。 
 一方、直接契約関係原則は海上運送契約がコモン・ローのもとで遭遇した難問の唯
一の原因ではないとの指摘もある331。その理由として、荷受人が運送人を訴えられな
いという問題は、直接契約関係の理論がイギリス法で最終的・確実的に法律原則とし
て定着する前にもすでに発生していたとみられていたことがある332。また、コモン・
ロー法系では、アメリカのような早くから第三受益者に契約を強行する権利を認めて
いる法体制においても、荷受人に運送契約上の権利を与えることに関しては、やはり
一定の困難を感じていたといわれている333。 
 以上の検討から分かるように、海上運送契約の分野において、第三者の地位に立つ
荷受人の運送契約上の権利に関連しては、コモン・ローにおける特段の発展はみられ
なかったといってよいであろう。その原因としては、三つのことが指摘されている。
第一に、遠く離れた荷受人を、運送人と荷送人が締結した運送契約による権利授与の
                                                          
328
 1992 年法 1 条の(1)および 2 条の(1)を参照。なお、詳しくは本稿の第二部第 3 章を参照。 
329
 1999 年契約法 1 条の(1)～(4)を参照。 
330
 1999 年契約法 1 条の(1)の(a) および(b)を参照。 
331
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-002, p.201. 
332
ibid. 
333アメリカの裁判所は 19 世紀に判例 Lawrence v Fox (1859) 20 N.Y. 268 により、第三者の契約を強行
する権利を認め始めたが、その結論である「第三者による契約上権利の強行可能性（the enforceability 
of contracts by third parties）」を一度も海上運送契約の場合に適用したことがなかった（See Guenter 
Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-002, p.202）。 
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対象とみなすことは困難と思われることである334。第二に、荷送人には運送品の処分
権（再指図権：right to redirect goods）335が法律上認められているためで、荷受人（船
荷証券に記名されていても）の権利には、いわゆる「相対的脆弱性（relative fragility）」
が認められることである336。第三に、船荷証券に基づく運送のもとで、イギリス法は、
第三者の権利取得ばかりでなく第三者の義務負担を前提にしているのに対して、コモ
ン・ローにおける第三者に関連する一般理論は前者のみを問題にしているからである
337。 
 本稿は、上述した荷受人の訴権問題について、船荷証券が発行された場合に関する
特別立法である 1855 年法および 1992 年法について、その立法の変遷をこの後の第 3
章で検討することとして、次章では、これらの立法に至るまでにイギリスの裁判所が
コモン・ローの枠組みの中で継続してきた問題解決のための努力を検討することにし
たい。 
 
 
第 2 章 荷受人の訴権問題に関する判例の展開 
 前章の最後で提起したコモン・ローのもとでの荷受人の訴権問題という難問につい
て、イギリスの裁判所は、海上運送契約に基づいて荷受人の利益を実現させるために、
判例を通じた解決策をさまざまに工夫してきた。すなわち、荷送人の名義における荷
受人の損害回復、コモン・ローにおける直接契約関係原則の例外法理による応用、お
よび直接契約関係原則の緩和にあたる方策（mitigations of the doctrine of privity）338な
                                                          
334
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-002, p.210. 
335船荷証券に荷受人の記載がなされていても、荷送人はなお運送人に対して運送品をこの荷受人以
外の者に引き渡すよう要求することができる。再指図権は、他の法制での「運送品処分権（right of 
control）」、「運送処置権（right of disposition/disposal）」、「運送契約変更権（right to modify the contract 
of carriage」などに相当する権利である（See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), 
para.1-022, pp.20-21）。 
336
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-002, p.202. 
337
ibid. 
338「直接契約関係原則の緩和にあたる方策」は、イギリスの学者により直接契約関係原則の例外法
理との比較で使われている言葉である（See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), 
para.5-006, p.206）。すなわち、後者はコモン・ローの契約法分野で直接契約関係原則の規律を受け
ない特別な法理であるのに対して、前者は直接契約関係原則に反することなく、もう一つの契約を
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どにより問題の克服が図られていた。本章はこれらの解決策の詳細を検討することに
より、荷受人の訴権問題の解決をめぐってイギリスで行われてきた司法上の模索の過
程を再現してみたい。 
1 荷送人の名義における荷受人の損害回復 
海上物品売買において、物品の売主が荷送人として運送人と運送契約を締結して、
運送の途中でこの物品が滅失または毀損した場合、荷受人がすでに売買契約により物
品の所有権を取得していれば、損害は荷受人に生じることになる。ところが、すでに
みたように、コモン・ロー上の直接契約関係原則のもとでは、損害を被った荷受人が
運送人に対して運送契約上の訴訟を提起することができず、反対に損害を受けていな
い荷送人が運送契約上の訴権をもつという不都合な結果になる。実際に、そのような
場合、イギリスの裁判実務では、荷受人に対する司法的救済として、荷受人の利益の
ために荷送人に原告となってもらい、荷送人の名義において、運送人に対して荷受人
の被った損害の賠償を請求するという間接的な訴訟方法がある。 
（1）Dunlop v Lambert 事件の法理 
 荷送人の名義における荷受人の損害回復という訴訟方法は、1839 年の William 
Dunlop and Others v George Anthony Lambert and Others（以下 Dunlop v Lambert）事件339
の貴族院判決に由来するものとみられる340。この事件では、イギリスのエディンバラ
にいる洋酒の売主 X が船主 Y に、ニューキャッスルにいる買主 A までの洋酒の運送を
委託し、A またはその譲受人を荷受人とする船荷証券の発行を受けた。X は、船荷証
券をインボイスとともに A に郵送した。その後、本件物品が運送の途中で滅失したた
め、荷送人 X は、荷受人 A の被った損害につき、運送人 Y に対して損害賠償を請求し
た。一審のスコットランド民事控訴院は、物品の損害発生時に物品の所有権がすでに
荷受人に移転しており、荷送人は物品の損害回復に関して訴権を有しないと判断した
                                                                                                                                                                      
擬制する方策（黙示契約）であるか、または、そもそも同原則と異なる分野（不法行為法）での理
論を用いた方策である。これらの方策の詳細は本章において後に述べる。  
339
 (1839) 6 Cl. & F. 600; 7 E.R. 824. 
340
Dunlop v Lambert の判決が引用されたその後の多くの判例において、本判決の原理を「Dunlop v 
Lambert事件の法理（the rationale of Dunlop v Lambert）」と呼んでいる。そこで、以下ではこれを「Dunlop 
v Lambert 事件の法理」ということにする。 
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341。そこで、原告がイギリス貴族院に控訴したところ、貴族院は、「物品が運送人に
引き渡されて荷受人まで運送されるときは、一般的に荷受人が物品の損害につき運送
人を訴えるに適当な者である。しかし、荷送人と運送人の間に特別な契約（a special 
contract）が締結された場合、このような特別な契約関係の存在が、物品の所有権を示
す必要性を失わせることから、たとえ物品の所有権がすでに荷受人に移転したとして
も、荷送人は運送人を訴えることができる」と判示して342、本件の荷送人が荷受人の
利益のために物品の実質的損害賠償
．．．．．．．
（substantial damages）を求める権利を認容した343。 
 本件判決で用いられた法理について、後述する 1976 年の The Albazero 事件の Diplock
判事は、次のようにまとめている。すなわち、物品に関連する商事契約において、も
し契約の当事者 A と B の意図において、当該物品の所有権が、契約締結の後に、かつ、
一方当事者たる B の契約違反による損害が発生する前に、第三者 C に移転する可能性
がある場合、当該物品の所有権者でない A は、C の利益のために契約を締結したもの
と法律上推定され、その結果、C が被った物品の実質的損失につき、A は B に対して
損害賠償請求訴訟を提起することができる344。 
 （2）法理の適用範囲の縮小 
上述の「Dunlop v Lambert 事件の法理」は、1976 年の The Albazero 事件345の貴族院
判決で、その適用範囲が改められたようにみられる。この事件の事実関係が Dunlop v 
Lambert 事件とかなり類似していたため、一審および二審の裁判所はともに、前述の
「Dunlop v Lambert 事件の法理」を適用し、本件原告 X（物品を訴外 A から購入して B
に転売する者、傭船者）と船主 Y の間に特別な契約（傭船契約）が存在することを指
摘したうえで、物品の所有権またはリスクの所在に関係なく、X が傭船契約に基づく
訴権を有することを認定し、さらにその実質的損害賠償の請求も認めた346。ところが、
                                                          
341
 See Dunlop v Lambert 7 E.R. 824, p.826. 
342
 See Dunlop v Lambert 7 E.R. 824, per Lord Chancellor, p. 834.この判旨は本稿第一部の第 1 章で述べ
たイギリス運送契約上の訴権に関する伝統的理論に対する確認である。  
343
 See Dunlop v Lambert 7 E.R. 824. See also Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.10, p.24.  
344
 See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord Diplock, p.475. 
345
 [1977] A.C. 774.本件事実の概要は本稿第一部の第 2 章の 2（3）②を参照。 
346
 See The Albazero [1974] 2 Lloyd's Rep. 38, pp.38-39; [1975] 2 Lloyd's Rep. 295, pp.296-297. しかし、
本件で留意を要するところは、二審の Roskill 判事が、本判決の結果は必ずしも今後すべての定期傭
船の事件に対して一般的適用性をもつものではないとして、本事件および関連する Dunlop v Lambert
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第三審のイギリス貴族院は、X が契約上の訴権を有することに関しては、原審の結論
を維持したものの、X が Y から得られる損害賠償の範囲については、本件物品の損害
発生時にその所有権および占有権がすでに最終買主 B に移転しており、かつ、物品の
代金も B から回収済なので、X には実際の損害が生じていなかったと判断し、X は物
品の実質的損害賠償を求めることができず、ただ傭船契約関係に基づいて Y から名目
．．
的損害賠償
．．．．．
だけを得ることができると判示した347。 
なお、本判決と Dunlop v Lambert 事件の判決との結論の相違について、本件の Diplock
判事は次のようにその理由を説明している。まず、所有権者でない者は実質的損害を
回復することができないというコモン・ロー原則の例外として、「Dunlop v Lambert
事件の法理」の合理性を承認した348。しかし、本件のような船荷証券のもとでの物品
運送に関しては、「Dunlop v Lambert 事件の法理」がもはや良い法律（good law）では
ない349。というのは、Dunlop v Lambert 事件が裁判された時期には未履行契約（executory 
contract）上の訴権を第三者に移転させるような法的方法がまだ存在していなかったの
で、運送人と実質的損害を被った者との間に契約関係がない場合には、「Dunlop v 
Lambert 事件の法理」のような救済方法の必要性が認められた350。ところが、1855 年
法の制定により、Dunlop v Lambert 事件のような状況のもとでは運送契約上の訴権は直
接に荷受人に与えられているので351、この荷送人に実質的損害賠償の訴因を保有させ
る必要がもはやなくなったということである352。 
Diplock 判事の見解によると、「Dunlop v Lambert 事件の法理」は、運送契約上の訴
権が、それを包含する船荷証券または荷受人と運送人間の別個の契約（separate contract）
                                                                                                                                                                      
事件での法律争点について今日の事情に合わせた徹底的な再考をイギリスの貴族院に呼びかけてい
ることである（See The Albazero [1975] 2 Lloyd's Rep. 295, per Roskill L.J., p.311）。 
347
 See The Albazero [1977] A.C. 774.  
348
 See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord Diplock, p.474.  
349
 See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord Diplock, p.475. 
350
ibid. 
351すなわち、1855 年法の 1 条により、物品上のプロパティ（property）を取得する予定の、船荷証
券に記載された荷受人またはその譲受人は、自己の名義において運送契約上の訴権をもつようにな
った。本条については、後に第 3 章において詳しく検討する。 
352
 See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord Diplock, p.475. 
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353などの方式により、自動的に荷受人に移転される場合以外のケースについてのみ、
効力を有し続けているのである354。このように、荷送人の名義において荷受人の損害
を回復する訴訟方法は、1855 年法の制定により、その適用範囲が縮小されるようにな
ったと思われる。 
なお、実際に、1855 年法の改正としての 1992 年法が成立した後、「Dunlop v Lambert
事件の法理」の適用範囲はさらに縮小され355、実質的に無意味なものになったともい
われている356。 
（3）法理の適用に関する新たな動向 
The Albazero 事件の後、荷送人の名義における荷受人の損害回復という訴訟方法が用
いられたもう一つの判例、すなわち 1987 年の The Sanix Ace 事件357の判決が現れた。
荷受人の訴権問題に対処するこの訴訟方法の新たな動向を確認するために、次はこの
判決を The Albazero 事件の判決と比較しながら検討したい。 
The Sanix Ace 事件では、荷送人 X は Y の所有する船舶を傭船し、物品をインドネシ
アからインドまで運送させた。それと同時に、X はその物品をさらに B ら 11 人のエン
ドユーザーに転売し、それらの売買契約において、物品のリスクが船積時に B らに移
転することと、物品の所有権が荷揚後に物品が各買主に割り当てられる時までには移
転しないことが定められていた。しかし、その後、物品は船舶の不堪航によって水濡
れし、一部のみが健全な状態で陸揚げされた。それまでに、B らは X に対して物品の
代金を支払っていた。なお、本件では船荷証券が発行されたが、X の手元に留保され
ていたため、B らは運送契約上の訴権を有していなかった358。それゆえ、荷送人 X は、
                                                          
353たとえば、元の運送契約が傭船契約である場合、その傭船契約の要求または授権により、傭船契
約とは別に、運送人と物品の所有者となる者の間で結ばれる船荷証券契約（bill of lading contract）が
これにあたる（See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord Diplock, p.475）。 
354
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.10, p.25. See also The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, 
per Lord Diplock, pp.474-475. 
355
 1992 年法の 2 条は、船荷証券の所持人のみでなく、海上運送状および荷渡指図書（ship’s delivery 
order）における荷受人にまで運送契約上の訴権を認めるようになり、これらの場合を「Dunlop v 
Lambert 事件の法理」の適用範囲からさらに除外することになった。なお、本条の詳細は次章を参照。 
356
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), n.25, p.25. 
357
 [1987] 1 Lloyd's Rep. 465. 
358その原因は、1855 年法の 1 条が適用することができないからである。同条の要旨は本稿の注 183
を参照。 
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損害を被った B らのために、船主 Y に対して物品の実質的損害賠償を求めた。この争
いは最初に仲裁に付され、その結果、X の請求が認められた。そこで、Y は、X がす
でに物品の代金を回収しているので回復可能な損失（recoverable loss）はなく、X は名
目的損害賠償しか請求しえないと主張して女王座裁判所に控訴した。それに対して、
裁判所は、損害発生時に X は物品の所有権を保有しているので、Y に対して運送契約
に基づく物品の実質的損害賠償を求める訴訟を提起することができると判示した359。
また、X と B らの間での売買契約、およびそれに基づく X の代金取得は、Y にとって
関係のない他人間の行為（res inter alios acta）であって、X の回復しうる損害の範囲に
は影響しないと述べて、Y の控訴を棄却した360。 
ここにみた The Albazero 事件と The Sanix Ace 事件の二つの判決を比較してみれば、
荷送人が荷受人の被った実質的損害の回復を運送人に請求することができるかの問題
につき、売主である荷送人が物品の代金を回収したか否かの事実がそれに与える影響
に関して、両裁判所の立場がそれぞれ異なっているようにみえる。それらの立場の違
いに関して、The Albazero 事件では、荷受人は 1855 年法により自ら訴権を有している
ため（ただし時効により行使できなかった）、物品の代金をすでに回収して損害を被
っていない荷送人の訴権が否定されるのはむしろ当然なことであるが、それに対して
本件では、損害を被った荷受人は訴権を有していないから、彼を救済するために、荷
送人は物品の代金を回収していて実質的損害を被っていないにもかかわらず、荷送人
による荷受人のための訴権行使が特別に容認されたものと考えてよいであろう361。こ
                                                          
359これは、運送契約上の訴権をもつためには、物品の所有権を証明する必要があるという意味では
なく、ただ、物品の所有権が実質的損害を回復するための条件であることを意味しているにすぎな
い（See The Sanix Ace [1987] 1 Lloyd's Rep. 465, p.470）。 
360
 See The Sanix Ace [1987] 1 Lloyd's Rep. 465, p.466, 470. 
361同様の考え方は、Linden Gardens v Lenesta Sludge Disposals Ltd. and others ([1993] 3 W.L.R. 408)事件
の判決にみられる。この事件は、建築請負契約に関するものではあるが、請負人の契約違反によっ
て第三者に与えた損害につき、注文者がその第三者のために請負人に対して損害賠償を求めて訴え
たところ、被告である請負人は The Albazero 事件の判決の立場を引用して抗弁したというものであ
る。この主張に対して Griffiths 判事が述べた次の見解は参考に値するように思う。すなわち、「The 
Albazero 事件で実際に損害を被った荷受人が自ら訴因を有しているので、経済損失のない荷送人に
物品の損害賠償請求権が否定されることはむしろ当然である……それに対して、本件のような物品
または建材および施工を提供するための契約の場合は、被告の過失による欠陥につき、原告がそれ
を是正するために生じた経済的損失は、もともと被告が負担すべきものであるので、原告が第三者
からすでに損失を填補されたことは、被告にとっては無関係なことであって、被告に対する実質的
損害賠償の訴訟を妨げない」という見解であった。なお、本件における Griffiths 判事の見解は、そ
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の点からすれば、The Sanix Ace 事件の判決は、The Albazero 事件の判決でとった立場の
例外とみなされうる362。ただし、荷送人が物品の所有権を保有していることが、実質
的損害賠償を求めるための一つの前提条件であることに関しては、両判決の立場が一
致しており363、この点に関して、The Sanix Ace 事件の判決は The Albazero 事件の判決
を確認するものといいうる。 
 もっとも、実質的損害の回復ができるかの問題はともかく、荷送人の名義における
荷受人の損害回復という訴訟方法自体も、荷受人にとって困難が多い。これが可能と
なるか否かは、荷送人が荷受人のために提訴する意思と能力を有するかどうかに左右
されるからである。たとえば、荷送人と荷受人との間に特別な関係（売買契約関係や
取引得意先の関係など）がない場合であれば、基本的に荷送人が荷受人の利益のため
に訴訟する義務を負うことはない。そもそも荷送人が訴訟の負担とコストを考えて訴
訟を回避すれば、荷受人がこの方法による救済を得ることはできない364。また、荷送
人の死亡・倒産または裁判管轄の問題などにより、荷送人の名義における訴訟が不可
能になることもある365。 
 一方、イギリス法では、第三者が自ら原告として直接に救済を求める方法もいくつ
か存在している。これらについては次の 2 と 3 で検討することにしよう。 
2 コモン・ロー上の既存の例外法理による対応 
                                                                                                                                                                      
の後の Darlinton Borough Council v Wiltshier Northern Ltd(1995) 1 WLR 68 事件の判決での Steyn 判事
にも支持されている。 
362この点を指摘するものとして、Law Commission Report No.196: Rights of Suit in Respect of Carriage 
of Goods by Sea (1991)（以下 Law Com No 196 として引用する）, n.68, p.17 がある。 
363この点は、The Sanix Ace 事件の Hobhouse 判事が、「（The Albazero 事件の）Diplock 判事の推論
において次のような暗示的理論があり……すなわち、実際に物品上の所有権には、物品の滅失・毀
損による実質的損害を回復する権利がともなっているのである」と述べていたことからも推測する
ことができるであろう。（判旨の引用は The Sanix Ace [1987] 1 Lloyd's Rep. 465, per Mr. Justice 
Hobhouse, p.470 を参照。） 
364
Law Com No 242, para.3.4, p.40 において、受約者が第三者のために提訴するという契約法一般の面
から当該訴訟方式の困難について、同旨の論述がなされている。なお、前述した The Albazero 事件
の Diplock 判事により、この訴訟方式では、荷送人は、荷受人が被った損害につき運送人から回復し
た金額から訴訟のコストを差し引くこと（set off）ができないのみならず、運送人に対して税金に関
する賠償も要求しえないことが指摘されていた（See The Albazero [1976] 2 Lloyd's Rep. 467, per Lord 
Diplock, p.845）。 
365
 See Law Com No 242, para.3.4, p.40. 
83 
 
前章では、コモン・ローのもとで第三者に契約上の権利を与えるためにイギリスの
裁判所が発展させてきた、直接契約関係原則の例外となる法理論について、簡単に言
及した366。これらの例外法理のいくつかは、海上運送契約に関連する分野においても、
荷受人の訴権問題への重要な対応策となっている。そこで、本章では具体的な裁判例
を概観しながら、それら例外法理の内容、および適用上の問題点を検討する。なお、
これらの理論の中に、すでに本稿の第一部で扱った運送契約上の訴権に関連する伝統
的コモン・ロー理論に属するものがあるが、ここでは現代的海上運送契約のもとでの
直接契約関係原則の回避として、それらの理論による具体的な対応をみることにする。 
（1）代理理論による対応 
① 理論構成 
 イギリス法では、代理理論は広い範囲で認められており、その基本的な内容は、代
理人が本人の利益のために相手方と締結した契約の法的効果は本人に帰属し、本人は
その契約に基づいて訴えることができ、また訴えられることができるというものであ
る367。これは、「契約は第三者に権利を与えることができず、また義務を課すことが
できない」という直接契約関係原則の厳格な適用とは矛盾するものであると一般に考
えられている368。 
もともと、本人がその代理人と他人間の契約を強行することは、イギリスの引受違
反訴訟において問題とされていなかったが、17世紀末以降、約因の原則の発展により、
約束者を訴えるための約因が受約者（ここでは代理人）によって提供されることが要
求され始め369、本人が自己のためになされた契約を強行することができなくなった。
そこで、本人がその代理人と他人間の契約を強行する権利の理論的基礎は、引受違反
                                                          
366本稿第二部の第 1 章の 2（3）を参照。 
367
 See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), pp.345-347. 
368
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.26, p.32. この点について、代理人が顕名代理（disclosed 
principal）で他人と契約を締結した場合、本人を契約の当事者とみなすことができるため、それは直
接契約関係原則に反しないという意見がある（See Pollock, Principles of Contracts, 13 th ed.(1950) p.163）。
しかし、もしそれが表見代理となる場合、本人の意思にかかわらず代理の法的効果が本人に及ぶこ
とは、明らかに直接契約関係の原則に違反するとの反論がなされている（See Edwin Peel, Treitel on the 
Law of Contract, 13th ed.(2011) p.677）。 
369この点は本稿注 217 を参照。 
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訴訟で通常に認められている権利から、直接契約関係原則の一つの例外法理へと転換
したと指摘されている370。 
なお、代理理論の理論構成に関して、契約の相手方と本人の間に、「直接の契約関
係」を法的に創設することによって、三者がかかわる契約を両当事者間の契約に還元
し、それを通じて、第三者の契約的権利の取得の障害を取り除いたという理解もされ
ている371。 
② 陸上運送契約における応用 
 運送契約法の領域においても、代理理論を利用して荷受人の訴権の理論的基礎を説
明しようとする考え方が存在する。実際に、このような考え方は、本稿の第一部で述
べたイギリス運送契約上の訴権に関する伝統的法理論に由来するものであり、18 世紀
からすでに陸上運送契約上の訴権の所在を判断するために、荷送人と荷受人との関係
を説明する理論構成となっており、20 世紀に至ってもなお陸上運送分野で用いられて
いる。たとえば、1990 年の Texas Instruments Ltd v Nason Europe Ltd372事件が挙げられ
る。 
本件では、イタリアの売主 A が、物品をイギリスの買主 X まで運送するために、フ
レイト・フォワーダーである Y4と運送契約を締結した。Y4 のイギリスでの代理人 Y1
は、Y2 を第一運送人（first carriers）として雇い入れた。そして、本件物品は Y2 が賃借
したトレーラーに積み込まれたが、そのトレーラーは Y3 の所有するトラックによって
牽引された。その後、トレーラーが Y3 の指示のもとでロンドンのある公営駐車場に一
時放置された間に、その中の物品は盗難にあった。そこで、X が Y らに対して本件訴
訟を提起した。女王座裁判所は、本件物品の運送前に、その所有権はすでに X に移転
されており、それゆえ A が X の代理人として運送契約を締結したものと判断し、つま
り、X は当該運送契約上の訴権を有することになり、運送途中で Y3の過失行為によっ
て生じた物品の損害を全額回復することができると判示した373。この点に関して、「荷
送人が自己の名義で運送人と運送契約を締結した場合であっても、物品の損害発生時
にその所有権がすでに荷送人から荷受人に移転していた場合、物品の損害を実際に被
                                                          
370
 See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.26, p.33. 
371この点は、新堂・前掲論文（注 191）1526 頁に指摘がある。 
372
 [1991] 1 Lloyd’s Rep. 146. 
373
 See Texas Instruments Ltd v Nason (Europe) Ltd [1991] 1 Lloyd’s Rep. 146, per Evans J., p.146.  
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った荷受人を救済するために、荷送人と運送人間の直接契約関係が、荷送人と荷受人
との間での代理関係の分析を阻害することはない（ The concept of a special 
agreement…will not bar the analysis of agency）」というように理解されている374。 
また、本件の判旨は、荷受人が自己の名において運送人に対して運送契約を強行す
る権利を有することは、1956年国際道路物品運送条約（Convention on the Contract for the 
International Carriage of Goods by Road (CMR) 1956）の 13 条で定められていることにも
言及していた375。 
 なお、イギリスの 1979 年物品売買法（Sale of Goods Act 1979）32 条においても、代
理理論が採用されているとみられる。すなわち、「売主が、物品を買主に発送するこ
とに関して、権限を与えられた、またはそのように要求された場合」376、「売主は必
ず買主のために運送人と運送契約を締結する」ことが規定されている377。同条が適用
される場合、買主である荷受人は、売主である荷送人と運送人の間で締結された運送
契約の本人として、当該運送契約上の権利と義務を有することになる378。 
③ 海上運送契約における適用とその問題点 
 海上運送契約分野においても、代理理論を適用するケースがありうる。たとえば、
FOB 条件の海上物品売買には、売主（荷送人）が買主（荷受人）の代理人として、運
送人との間で運送契約を締結することがありえ、このような場合、荷受人は運送契約
の本人の地位をもって運送契約上の訴権を有することになると考えられる。 
この考え方を支持した例として、2003 年の East West Corp v DKBS 1912379事件の控訴
院判決がある。本判決の Mance 判事は、船荷証券において、FOB 売主が荷送人として
記載されるとともに、物品の引渡については買主の指示によることが定められた（筆
者注：つまり買主が荷受人として記載されている）場合、荷送人は、通常、荷受人の
代理人として運送契約を締結したとみなされうると判示している380。 
                                                          
374この点を指摘するものは、The Albazero [1977] A.C. 774, p.833 である。「代理関係の分析（analysis 
of agency）」については、本稿第一部の第 1 章の 3（2）①を参照。 
375
See The Albazero [1977] A.C. 774, p.833. 
376
 See Sale of Goods Act 1979, s.32 (1). 
377
 See Sale of Goods Act 1979, s.32 (2). 
378
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-003, p.203. 
379
 [2003] Q.B. 1509.本件の事実と判決（主に寄託理論に依拠した）の概要は本章の 2（3）を参照。 
380
 See East West Corp v DKBS 1912 [2003] Q.B. 1509, per Mance L.J., p.1533.  
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ところが、上述した判決の立場は必ずしも確固たるルール（inflexible rule）ではな
いという意見もある。もう一つの関連判例、2008 年の Scottish & Newcastle International 
Ltd v Othon Ghalanos Ltd
381事件の貴族院判決をみてみよう。本件では、りんご酒に関す
る売買契約において、本件物品の運送に関して発行された譲渡不能の船荷証券が、売
主 X により、船積後に直ちに買主 Y に送付されること、および、Y が本船到着後の 90
日以内に物品の代金を X に支払うことが約定されていた。しかし、その後、Y が目的
港で物品を受け取ったにもかかわらず、X に対して物品の代金を支払わなかったので、
X は Y に代金の支払いを求めて訴えを提起した。本件の争点は裁判管轄に関する問題
であったが、X と Y の法律関係について、第三審である貴族院の Mance 判事は次のよ
うに判示した。すなわち、本件運送の船荷証券が、買主 Y を荷受人とした譲渡不能な
もので、かつ、船積みの直後に X から Y に発送するとされていたことから、本件物品
の所有権およびリスクが船積時にすべて Y に移転し、売主 X が船積後もはや物品上の
利益を有しなくなったと判断し、それゆえ、1979 年物品売買法の 32 条 1 項が適用さ
れ、X は当事者ではなく Y の代理人として物品を船積みし、船荷証券を所持していた
382。また、Mance 判事はこれをさらに拡張し、「売主が（物品代金回収の担保などの
原因で）船荷証券を所持する場合を含め、あらゆるタイプの FOB 契約において、物品
の船積地がすなわちその引渡地である（筆者注：つまり、運送契約の遂行につき、売
主が買主の代理人として行動する）」という見解を示している383。 
しかし、同判決の Rodger 判事は、Mance 判事の意見の前半（本件判決の結論部分）
には賛成していたが、その後半（拡張解釈の部分）について、FOB 契約の売主が船荷
証券を所持する場合、物品の所有権の移転は、通常、物品代金の全額が支払われる時
まで延期され、そのような状況のもとでは、物品の船積みをもって買主に対する引渡
しとすることができないと異論を述べていた384。この場合、売主は、物品代金の回収
まで引き続き物品上の利益を有するから、買主の代理人とはみなされないのである385。 
                                                          
381
 [2008] 1 C.L.C. 186. 
382
 See Scottish & Newcastle International Ltd v Othon Ghalanos Ltd [2008] 1 C.L.C. 186, per Lord Mance, 
pp.192, 198, 201. 
383
Scottish & Newcastle International Ltd v Othon Ghalanos Ltd  [2008] 1 C.L.C. 186, p.192. 
384
 See Scottish & Newcastle International Ltd v Othon Ghalanos Ltd  [2008] 1 C.L.C. 186, per Lord Rodger, 
p.193. 
385
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.4-030, p.167. 
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本件判決は、結論として荷送人と荷受人との間で代理関係を認めており、前述した
2003 年の East West Corp v DKBS 1912 事件の判決の立場を確認しているが、これらの
裁判官の議論をみると、イギリス法では、FOB 契約の売主は、自己または買主の名義
のいずれにおいても運送契約を締結することができ、また船荷証券を所持することが
できるものと思われる386。そして、荷送人が運送契約の当事者本人であるか荷受人の
代理人にあたるかの問題については、荷送人（売主）と荷受人（買主）の間の売買契
約の条項などの分析による387。具体的には、前述した 2008 年の Scottish & Newcastle 
International Ltd v Othon Ghalanos Ltd 事件の判決のように、売買契約の中で、物品の所
有権が船積時に買主（荷受人）に移転することが約定された場合、船積後に売主（荷
送人）は運送契約上の利益を有さず、運送の遂行に関して荷受人の代理人として行動
していたと推定されうる。反対に、もし売買契約において、物品の所有権が船積時に
買主に移転しないことが約定された場合、売主が運送契約の当事者本人になることに
つき商業上の利益があるといえ、このような場合、買主が運送契約上の荷受人として
指定されたことのみをもって、荷送人を荷受人の代理人とみなすことはできないと思
われる388。とりわけ、荷送人が物品代金の担保のために船荷証券を保有しており、ま
たは荷受人を再指図する権利（right to redirect the goods）を留保しているのならば、こ
れらのことは、荷送人を運送契約の当事者本人と推定するための一応の証拠となる389。 
以上の検討からすれば、イギリスの海上運送契約における荷受人の訴権問題（とく
に船荷証券発行の場合）の解決に関して、代理理論は十分なものではなかったといえ
る。この点について、イギリスの学者によって以下の指摘がなされている。（ⅰ）物
品が船荷証券のもとで発送された場合、物品の所有権が運送契約締結の前に荷受人に
移転されることはめったになく、この場合の荷受人は、通常、船積書類との引換払い
で物品の所有権を取得するので、陸上運送契約のように、物品の所有権者として、荷
送人を自分の代理人として運送人と運送契約を締結させることは極めて少なく、それ
                                                          
386この点は、Pyrene Co. Ltd v Scindia Navigation Co. Ltd 事件の判決において、Devlin 判事が FOB 契
約のもとでの運送に関する手配の各形態について説明するところからも明らかである（See Pyrene 
Co. Ltd v Scindia Navigation Co. Ltd [1954] 2 Q.B. 402, per Devlin J., p.424.）。 
387この点を指摘するものとして、判例 The Albazero [1977] A.C. 774, p.842, per Lord Diplock、および
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.4-029, pp.165-166 がある。 
388
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.4-029, p.166. 
389
ibid. 
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ゆえ代理理論を適用する余地はあまりない390。（ⅱ）船荷証券に記載される荷受人が
銀行の場合においても、銀行は物品につき質権（pledge）の利益しか有しないから、
荷送人との間での代理関係は当然に考えられない391。（ⅲ）海上運送では、船荷証券
の記載事項も重要な考慮点となり、船荷証券に荷送人と記載された者は、一般的に運
送契約の一方当事者本人と推定される392。（ⅳ）荷送人が有する、物品を船荷証券に
記載された荷受人以外の者に引き渡すよう再指図する権利も、明らかに運送契約が荷
送人と運送人の間で締結されたものという前提に基づいている393。（ⅴ）船荷証券が
転々流通する場合、たとえば商品の連続的転売における最終の荷受人の訴権問題につ
いて、代理理論はほとんど解決にならない394。 
（2）譲渡理論による対応 
19 世紀末から、譲渡理論が、イギリスの裁判所によって、一つのエクイティ法理か
らコモン・ローにおける一つの重要な直接契約関係原則の例外法理へと発展されて、
第三者の訴権問題の解決策として利用されるようになったことは、すでに前章で述べ
た395。 
運送契約上の権利・利益に関して、譲渡理論がコモン・ローにおいて認められるま
では、船荷証券の譲渡には、運送契約上の権利の移転という効果をともなわない396の
みでなく、他の方式による譲渡（たとえば、荷送人と荷受人の間でなされた口頭の譲
渡合意や、書面の譲渡契約など）も、コモン・ロー上の効力を生じなかったのである。
たしかに、運送契約に基づいて船荷証券が発行されていれば、1855 年船荷証券法の 1
条により、一定の前提条件のもとで397、船荷証券の譲渡には、船荷証券に記載された
荷受人またはその被裏書人に対する運送契約上の訴権の移転という効力が与えられて
                                                          
390
See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-003, p.203. 
391また、この場合には、本文で前述した 1979 年物品売買法の 32 条 2 項は適用されない（See Guenter 
Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-003, p.203）。 
392
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-003, p.203. 
393
ibid. 
394
See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-003, pp.203-204. 
395詳細は、本稿第二部の第 1 章の 2（3）① b)を参照。 
396
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.204. 
397
1855 年法の 1 条においては、物品のプロパティを取得する予定
．．．．．．．．．．．．．．．
の船荷証券の所持人に、運送契約
上の訴権を移転して享有させると規定している。ここで傍点を付した部分が訴権取得の前提条件で
ある。この点に関して、次章の 1（2）を参照。 
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いる。しかし、その前提条件を充たさない場合、および船荷証券未発行の場合はそう
ではない。これらの場合、譲渡理論がコモン・ロー上で認められてからは、運送契約
上の権利を合意によって譲渡することが、理論的に考えられることになった。この点
に関連して検討したい例は、1984 年の Kaukomarkkinat O/Y v Elbe Transport-Union 
GmbH(The Kelo)
398事件である。この事件では、荷送人 A が、自己の所有する穀物を運
送するために、船主 Y との間で航海傭船契約を締結し、この傭船契約では、荷揚港に
いる X が A の代理人であると示され、また、船荷証券における物品の荷受人が A の指
図によると記載されていた。そして、運送の途中で、本件物品が買主 B に転売された
が、船荷証券は X に送付された。その後、X は船荷証券をもって物品の引渡を受けた
（このときは、X が B の代理人として行動したと認定された）ところ、物品に損傷が
発見された。そこで、X は Y に損害賠償を求めて単独で仲裁を申し立てた。ここで X
に有利な仲裁判断がなされたため、Y は、X が物品の所有権者ではないから運送契約
上の訴権を有しないこと（筆者注：つまり 1855 年法に規定された訴権の前提条件を満
たさないこと）、および、X と Y の間で仲裁合意が存しないことを主張して訴えを提
起した。これに対して、女王座裁判所は、本件物品の買主 B がすでに権利移転書（letter 
of subrogation）によって、その運送契約上の訴権（仲裁を提起する権利を含む）を X
に有効に譲渡した（1925 年法 136 条 1 項の要件を満たしたこと）と認定し、また、X
と Y の間で拘束力のある仲裁合意が存在すると判示した。したがって、本判例は、運
送契約上の訴権が船荷証券によって譲渡することができない（たとえば船荷証券未発
行や、船荷証券の連続裏書が欠けているなど）場合に、制定法（すなわち 1925 年法）
上の譲渡（statutory assignment）の可能性を示唆しているものと評価してよいであろう
399。なお、衡平法上の譲渡（equitable assignment）に関しては、その理論構成は前述し
た制定法上の譲渡と大体同じであるが、1925 年法 136 条が適用されない（ゆえに譲受
人が自己の名義で訴えを提起できない）場合にのみ用いられるのである400。 
ところが、上述した制定法上の譲渡にしても、衡平法上の譲渡にしても、荷受人の
訴権問題にとって満足のいく解決方法ではないとみられている。その原因としては、
以下のようなことが挙げられている。 
                                                          
398
 [1985] 2 Lloyd’s Rep. 85. 
399
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-127, p.309 同旨。 
400
See Robert Merkin, op. cit. (note 130), para.2.42, p.40. 
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一つ目の原因は、譲渡理論の構成そのものに求められる。譲渡理論には、債務者を
保護する二つ重要なルールがある。一つは、権利譲渡の形式的要件であり、すなわち、
権利譲渡に関する通知を債務者に発することが必要な条件とされていることである401。
しかし海上運送のもとでは、そのような通知の要件はむしろ実務的困難を生じさせた。
なぜなら、船荷証券に関連する法律の最初の発展段階では、運送債務者である運送人
が常に連絡のつかないところにいるので、そのような通知を発することは不可能であ
り、また今日においても、船荷証券が転々流通している航海の間に、運送人に対して、
船荷証券の譲渡のたびに一々通知をするのはなお困難である402。もう一つは、譲渡さ
れる権利はその上に付着した抗弁403に影響を受ける（subject to equities）ことであり、
言い換えれば、債務者が権利の譲渡人に対して有していた抗弁は、譲受人に対しても
主張することができる404。しかし、海上運送の分野では、もし荷送人（譲渡人）と運
送人の間に、荷送人の権利を制限する何らかの口頭の約定がなされた場合、荷受人（譲
受人）がどのような権利を荷送人から譲り受けるのかを承知しにくいのである405。な
お、仮に売主（荷送人）が傭船者である場合、そのルールに従えば、買主（荷受人）
に譲渡される権利が傭船契約上の権利となり、それはハーグ・ルールまたはハーグ・
ヴィスヴィー・ルールにおける権利より大幅に下回ることになる406。これらの状況は
荷受人をかなり不利な立地に追い込むおそれがあり、海上取引の実情に照らして好ま
しくない。 
二つ目の原因は、コモン・ロー上認められている譲渡理論が、「権利の譲渡（assignment 
of rights）」に限られており、それと同時的な「義務の譲渡（assignment of liabilities）」
については、一般に認められていないことにある407。それゆえ、譲渡理論を海上運送
                                                          
401成文法上の完全なる法的権利（a full legal title）を譲渡する場合は、譲渡証書および債務者宛の書
面による通知が権利の移転に必要であり、衡平法上の権利（an equitable title）を譲渡する場合は、口
頭による通知のみで十分である（See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.343）。 
402
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.204. See also Law Com No 196, 
para.2.13, pp.11-12. 
403たとえば、債務者が元の債権者（権利の譲渡人）との間で口頭の約定により権利に加えた制限な
ど（See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.205）。 
404
 See P.S. Atiyah, op. cit. (note 177), p.343. 
405
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.205. 
406
 See Law Com No 196, para.2.13, p.12. 
407
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.205. See also Robert Merkin, 
op. cit. (note 130), para.2.44, p.41. 
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の場合に応用すれば、荷送人から荷受人に運送契約上の権利が譲渡されたにもかかわ
らず、荷受人に運送人に対する義務（たとえば、運賃や滞船料の支払義務など）を負
わせることがない一方、荷送人をそのような義務から解放することもない408。実際に、
義務の譲渡が認められないことについて、イギリス法では多くの例外が存在するが、
海上運送契約における義務の譲渡に関して例外を作る努力は未だみられていない409。 
なお、イギリス法律委員会が 1991 年に公表した海上物品運送に関する訴権問題の報
告書（Law Commission Report No.196: Rights of Suit in Respect of Carriage of Goods by Sea 
(1991)、以下 1991 年報告書）によると、荷受人の訴権問題の解決に関して、譲渡理論
が満足できる方策になりえない原因としては、訴権を譲渡するか否かが売主の自由選
択にかかっていることのほかに、外国の売主にとって、この方策を用いるためにわざ
わざ売買契約の標準条項を変更すること410が望ましくないからであると分析されてい
る411。 
（3）寄託理論による対応 
コモン・ローにおいては、「寄託」という、直接契約関係原則に影響を受けていな
い分野がある412。寄託関係は契約関係・不法行為関係のいずれとも異なる独特な法的
関係であり、寄託関係が成立することにより、寄託者と受寄者との間に直接の契約関
係がなくても、相互に権利義務関係が発生する413。そして、本稿の第一部ですでに述
べたように、寄託理論はイギリス運送契約法における伝統的訴権法理を構成する重要
な理論であり、とくに荷主と運送人との間で明示的運送契約が締結されない場合に、
運送人に対する訴権を荷主（基本的に物品所有権者）に与えるために常に援用される
理論である。また、この寄託理論は、現行法の海上運送契約法分野においても、船荷
証券の譲渡により運送契約上の訴権を失った荷送人414の物品損害を回復するために応
                                                          
408
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-004, p.205. 
409
ibid. 
410売買契約において、あらかじめ売主の運送契約上の訴権を荷受人に譲渡することを定めておく必
要がある。 
411
 See Law Com No 196, para.2.13, p.11. 
412
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, p.205. 
413
 Norman Palmer, op. cit. (note 86), para.16.01, p.1131. 
414これは、1992 年法の 2 条 1 項および 5 項（a）号に規定される場合である。 
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用されたケースがあり、たとえば、2003 年の East West Corp v DKBS 1912415事件がすな
わちその例である。 
本件では、売主 X はチリの買主 A まで物品運送を運送人 Y に委託し、かつ、Y の発
行した船荷証券において、荷受人をチリの銀行、着荷通知先を A と記載させ、物品代
金の支払いと引換えでなければ運送書類を譲渡できないように手配した。本件物品が
チリの荷揚港に到着した後、現地の法律に従って税関の倉庫に放置され、その後、税
関倉庫の管理者（customs warehouse operator）によって船荷証券の原本と引き換えずに
A の代理人に引渡された。ところが、A が本件物品の代金につき銀行に対する支払義
務を果たさなかった。そこで、X は Y に対して、船荷証券原本と引き換えでない物品
の引渡しにより生じた損害の賠償を請求して提訴した。Y は、1992 年法の関連規定の
もとで、本件船荷証券が荷受人である銀行に譲渡されたことにともない、運送契約上
の訴権も X から銀行に移転したことをもって、X にはもう運送契約に基づいて本件訴
訟を提起する権利がないと抗弁した。それに対して、二審である控訴院は、1992 年法
のもとで X が運送契約に基づく訴権を有しないことを確認したものの、「X が Y に物
品の運送を委託することで寄託者となり、この寄託関係は、銀行への船荷証券の裏書
譲渡およびそれにともなった付随的権利（attendant rights、筆者注：すなわち訴権）の
移転に関係なく存続する」と述べ、X は Y に対して寄託関係に基づいて損害を回復す
る権利があると判示した。 
この事件は船荷証券の譲渡により運送契約上の訴権を失った荷送人に、寄託理論を
通じて訴権を認めたものであるが、理論上、ほぼ同様な理論構成により、海上運送契
約の第三者である荷受人にも運送人との間に生じうる寄託関係に基づいて訴権を与え
ることができると考えられるのであろう416。この点の裏付けとして、2001 年の Borealis 
AB v stargas Ltd (The Berge Sisar)
417事件の貴族院判決の Hobhouse 判事は、「船荷証券
は、荷送人から物品を受け取ること、そして荷受人まで運送して引き渡すことを承認
している。したがって、船荷証券は、それを発行した運送人（受寄者として）と、荷
受人（寄託者として）の間の寄託関係を証明している。この分析は、1855 年の前にも、
                                                          
415
 [2003] Q.B. 1509. 
416
 Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, p.205 同旨。 
417
 [2002] 2 A.C. 205. 
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すでに判例 Bryans v Nix (1839) 4 M&W 775および Evans v Nichol (1841) 3 M&G 614によ
って示されている」418と述べている。 
しかし、以下の原因により、そのような期待に沿うことができない。すなわち、運
送人が物品の受寄者になりうることについては疑いないが、海上運送分野における寄
託の法律関係は、通常、荷送人と運送人の間にしか生じないとみられている419からで
ある。たしかに、荷送人が荷受人の代理人として行動する場合、荷受人と運送人の間
に寄託関係が成立するという例外がありうるが420、これまでの代理理論の検討からも
明らかなように、海上運送のもとで代理理論の適用範囲は相当に限られている421。も
ともと、代理理論が適用できる場合であれば、それによって荷受人が直接に運送契約
の当事者本人として契約上の権利・義務を有することになるから、何も寄託理論を用
いる必要性はないであろう。 
これに対して、荷送人が荷受人の代理人として認められない場合に、運送人と荷受
人の間で寄託関係を成立させるためには、この寄託関係に対する運送人の承認
（attornment）が必要である422。しかし、単に運送人が物品を証券記載の荷受人に引き
渡すという約束を荷受人にしただけでは（証券が流通すればなおさら）、荷受人に対
する承認とはならないとの指摘がある423。 
なお、船荷証券に記載されていない荷受人（指図式船荷証券の場合）424、または、
船荷証券のさらなる譲受人（船荷証券に記載された荷受人からさらに譲渡された場合）
                                                          
418
The Berge Sisar [2002] 2 A.C. 205, per Lord Hobhouse, p.219. 
419この点について、Leigh and Sillavan Ltd v Aliakmon Shipping Co. Ltd (The Aliakmon)事件の貴族院判
決の Brandon 判事は、「もし荷受人（と運送人の間）にも寄託理論が適用できれば、1855 年船荷証
券法の存在する必要性がなくなる」（See The Aliakmon [1986] A.C. 785 at 818, per Lord Brandon）と、
かなり大胆な指摘をしている。なお、Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, 
p.205 を参照。 
420
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), n.27, p.205. 
421本章 2（1）を参照。 
422物品の寄託者が寄託の期間中に物品を第三者（物品の新しい所有者になる）に転売した場合、物
品の受寄者は、当該物品の新しい所有者に対する承認により、その者の受寄者となる（See Norman 
Palmer, op. cit. (note 86), para.16.03, p.1133）。 
423
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, p.206. なお、この寄託関係に対する
承認の詳細について、同書の para.6-014, p.331 以下を参照。 
424単に受寄者が荷渡しの指図を異議なく受け取ることだけでは承認にならないことは、Norman 
Palmer, op. cit. (note 86), para.16.79, p.1175 に指摘されている。 
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が、運送人との間で寄託の法律関係を形成するのは一層困難である425。前者の場合は、
荷送人のみが寄託者になりうるのであり、後者の場合は、船荷証券の譲渡だけでは、
その譲受人と運送人の間に寄託関係を生じさせることができないと考えられている426。 
3 直接契約関係原則を緩和する方策 
以上の検討でみたように、海上運送における荷受人の訴権問題の解決をめぐって、
代理、譲渡、および寄託というコモン・ローにおける直接契約関係原則の例外法理が
利用されていたが、いずれも不十分なところがあり、十分な解決方法とはいえない。
また、それらとは全く別のアプローチで直接契約関係原則との衝突を回避し、この原
則を緩和するためのコモン・ロー上の方策として、黙示的契約理論および不法行為理
論が考案された。この二つの理論は、後に紹介する荷受人の訴権に関する立法が成立
した後にも、なおある程度の実務的重要性を保っているものとして評価されている427。 
（1）黙示的契約理論（implied contract ; doctrine of Brandt v Liverpool） 
海上運送において、主たる運送契約は、通常、荷送人と運送人の間に締結されるが、
運送人が荷受人（または船荷証券の譲受人、以下同じ）による物品の引渡請求（また
は船荷証券の呈示）に応じて物品を引き渡したときに、荷受人と運送人の間で一つの
付随的契約（collateral contract）が成立しうると考えられている428。この付随的契約は、
物品の引渡しを請求する者と運送人の間において黙示的に援用される船荷証券の条項
を内容とするので、「黙示的契約（implied contract）」であるといわれている429。そし
て、荷受人は、この黙示的契約をもって、運送人に対して、運送契約上と同様の損害
賠償請求権および禁反言の利益を取得することになるとみなされている430。また、こ
の黙示的契約の約因としては、通常、運送人の約束に対する約因は荷受人が運賃やそ
                                                          
425
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-005, p.205. 
426
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.6-014, p.332. 
427
See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-006, p.207. 
428
See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-006, p.206. 
429
ibid. 
430
 See G.H. Treitel, Bills of lading and third parties, [1986] LMCLQ 294, p.296.  
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の他の費用を支払うことであり、荷受人の約束に対する約因は運送人が物品を引き渡
すことであると理解されている431。 
このような黙示的契約は、それを認定した 1923 年の Brandt v Liverpool, Brazil and 
River Stream Navigation Co. Ltd
432事件の控訴院判決にちなんで、「Brandt v Liverpool 契
約（Brandt v Liverpool contracts）」と呼ばれ433、そして、この理論は「Brandt v Liverpool
理論（doctrine of Brandt v Liverpool）」と称されている434。控訴院は、船荷証券の所持
人（質権者）は、船主の過失による物品の遅延損害について、1855 年法 1 条によって
船主を訴えることはできないが435、所持人による船荷証券の呈示、運賃の支払いおよ
び物品の受取りなどの事実に基づいて、船主との間に黙示的契約が成立することを認
め、その結果、当該黙示的契約により船主を訴える権利があると判示した436。この理
論は、これにより、1855 年法の欠陥を埋めることができると考えられ437、荷受人の訴
権問題に対する巧妙かつ合理的な解決策であると評価され、長年にわたって利用され
てきた438。 
とはいえ、Staughton 判事によって 1982 年の The Aliakmon439事件の第一審である女
王座裁判所判決で指摘されたように、この理論は、当事者によってしばしば主張され
                                                          
431
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-006, p.207. See also G.H. Treitel, op. 
cit.(note 325), p.164. 
432
 [1924] 1 K. B. 575. 
433
 See Law Com No 196, n.28, p.10. 
434実際に、黙示的契約の理論は早くも 1811 年の判例 Cock v Taylor (1811) 13 East 399 から発足し、そ
の後、1848 年の Stindt v Roberts (1848) 5 D. & L. 460、1883 年の Allen v. Coltart & Co. (1883) 11 Q. B. D. 
782 においても認められていた（See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), n.34, p.207）。 
435その原因は、1855 年法 1 条に規定されている物品所有権移転の要件を満たさなかったからである。
同条の詳細は次章を参照。 
436
 See Brandt v Liverpool [1924] 1 K. B. 575, per Scrutton, L.J., p.595. 
437
 1855 年法の欠陥というのは、運送契約上の権利・義務の移転が、物品の所有権移転に関連付け
られていたことである（詳細は、後に第 3 章で検討する）。 
438
 See Law Com No 196, para.2.12, p.11. 
439
 [1983] 1 Lloyd’s Rep. 203; [1985] 1 Lloyd's Rep. 199; [1986] 2 Lloyd's Rep. 1. 本事件では、控訴審で
1855 年法 1 条における物品のプロパティ移転の要件を満たさないと判断されたため（この判断の詳
細は次章の 1（2）①iii）を参照）、本件の買主である荷受人に救済を与えるために黙示的契約の成
立および不法行為責任の双方が検討されている。このうち、後者についての検討は本章の 3（2）を
参照。 
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たが、判決で認められたことはずっと少ない440。本件では、韓国の売主 A とイギリス
の買主 B の間で C＆F 条件の売買契約が締結され、船荷証券の発行日（B/L date）より
180日後に代金を荷為替手形で支払うことが約定されていた。本件物品が本船 Aliakmon
に船積みされた後、運送人 Y は、A の代理人を荷送人、B を荷受人とする無故障船荷
証券を発行した。その後、B は、荷為替手形の決済前に本件物品を転売しようとした
が、その取引銀行に荷為替手形の裏書きが拒絶された。この状況につき、B は A と交
渉した結果、売買契約は次のように変更された。すなわち、B の代金支払時まで A が
運送品処分権を留保することを条件として、A は船荷証券を直接 B に送付することと
なった。その後、B はその船荷証券をもって荷揚港で Y から物品の引渡しを受けたが、
物品に損傷があったことを発見した。そこで、B は、物品の代金を A に支払ったうえ
で、Y に対して損害賠償を請求して提訴した。この事件の控訴審において、荷受人 B
が主張した運送人 Y との間の黙示的契約の成立は否定された。その理由は、売主であ
る荷送人が運送品処分権を留保していたため、買主である荷受人が船荷証券を呈示し
たとしても、それは単に荷送人の代理人として行動していたに過ぎず、ゆえに船主で
ある運送人と荷受人の間では、黙示的契約が生じうる基礎的関係は存在しないとされ
た441。なお、控訴審のこの立場は本件の第三審である貴族院判決によって確認されて
いる442。つまり、イギリスの裁判実務では、黙示的契約の理論は、物品の引渡しに関
して、荷受人が他人の代理人とみなされる場合には適用されない443。 
また、黙示的契約の約因が欠けている場合、たとえば、荷受人が運送人に運賃や滞
船料などを支払っていない、あるいは、運送人が物品の引渡しを行っていなければ、
黙示的契約の成立は否定されることになる。この点を示した一つの重要な判例は、1988
年の The Aramis444事件の控訴院判決である。本件では、アルゼンチンからロッテルダ
ムまでのアマニ粕のばら積み運送において、白地裏書方式で譲渡された二通の船荷証
券が目的地で運送人 Y に呈示されたところ、第一の船荷証券の所持人 X1 に対しては
物品の引渡しがなく、第二の船荷証券の所持人 X2 には一部の物品しか引き渡されなか
                                                          
440
 See The Aliakmon [1983] 1 Lloyd’s Rep. 203, per Staughton, J., p.207.本件第一審判決の詳細は次章の
1（2）①iii)を参照。 
441
 See The Aliakmon[1985] Q.B. 350, p.351. 
442
 See The Aliakmon [1986] 2 W.L.R. 902, p.905. 
443
 See G.H. Treitel, op. cit. (note 430), p.298. 
444
 [1989] 1 Lloyd's Rep. 213. 
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ったので、X1 と X2 が Y に対してそれぞれ引渡不存在および数量不足に関する損害賠
償を求めて提訴した445。本件の二審である控訴院は、X2 に対して、運送賃が前払いと
なっていた事実を理由に、船荷証券所持人と運送人の間で単なる船荷証券の呈示およ
び物品の引渡しだけでは、黙示的契約は成立しないとし、また、X1に対して、物品の
引渡しが行われなかったことで、黙示的契約が生じる根拠は存在しないと判示した446。 
さらに、本判決の Bingham 判事は、当事者間での契約締結意思（contractual intention）
の存在がある行為によって推定される証拠が十分でなければ、黙示的契約の成立は困
難であることも指摘し、具体的には以下の二つの問題が考慮されるべきことを示した
447。第一は、船荷証券所持人が船荷証券を呈示する行為が、船荷証券条項を内容とす
る黙示的契約の申込み（offer）であることを、運送人が合理的に理解しているのかの
問題である448。第二は、運送人が船荷証券を受け取ること、または物品の引渡しに同
意すること、もしくは物品を引渡す行為が、船荷証券所持人のこの申込みに対する承
諾（acceptance）であることを、所持人が合理的に理解しているのかの問題である449。
本件においては、この二つの条件が満たされたとは認定されず、それゆえ黙示的契約
が成立しないと判断された450。 
総じていえば、The Aramis 事件の控訴審は、黙示的契約の成立の可否につき、船荷
証券の呈示および物品の引渡しという約因、ならびに、契約の申込みおよび承諾とい
う当事者間での契約締結の意思の存在を厳格に判断する立場をとっていた451。なお、
イギリス法律委員会の 1991 年報告書によると、黙示的契約理論について、The Aramis
事件における控訴院のこの立場が顧問団の間で広く支持され、同理論は 1855 年法の欠
                                                          
445本件の第一審である女王座裁判所は、X2が船荷証券を呈示して一部物品の引渡しを受けたことに
より、運送人 Y との間での黙示的契約の成立を認め、また、X1が船荷証券を呈示するだけでも、引
渡不能につき損害賠償を求める契約的訴権をもっていると判断した（See The Aramis [1987] 2 Lloyd's 
Rep. 58.）。ところが、本件の控訴審では判断が逆転した（本文の直後を参照）。  
446
 See The Aramis [1989] 1 Lloyd's Rep. 213. 
447
 See The Aramis [1989] 1 Lloyd's Rep. 213, per Bingham L.J., p.224. 
448
ibid. 
449
ibid. 
450
ibid. 本件では、黙示的契約の不成立について、そのような契約関係を結ぶ意思の欠如が、約因の
欠如よりも肝心な判断ポイントであるとみられている（詳細は G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.169
を参照）。 
451これは、G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.170、および See also Law Com No 196, para.2.12, p.11 にも
指摘されている。 
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陥を一定の状況下で克服することができるが、その適用範囲にはなお限界があるとみ
なされるべきであるとする意見で一致していた452。 
なお、黙示的契約は、裁判所が商取引の効果（business efficacy）を果たすためにそ
れを必要と認めるときしか成立しないとも指摘されている。たとえば、1985 年の The 
Elli 2
453事件の May 判事は、黙示的契約を認める必要性を、「商取引の一方当事者がビ
ジネスの実体（business reality）および強行しうる義務（enforceable obligation）の存在
を予期していた場合」に限定しており454、つまり海上物品運送の荷受人にとって運送
人による運送品の引渡義務が強行できるものと信じている場合にのみ、黙示的契約理
論を援用する必要があると示している。 
（2）不法行為理論 
これまで検討してきた荷受人の訴権問題に対処する理論（寄託理論を除く）は、ほ
とんどが運送人の契約責任を追及する方法であったが、これに対して、契約法に依拠
する場合の難点を避けて、運送人の不法行為責任を追及する方法も考えられる。本稿
の第一部第 2 章においてすでに述べたように、19 世紀の後半からの海上物品運送分野
では、過失に基づく訴訟方式（action in negligence）が認められ、それにより運送人と
直接の契約関係のない者が運送人を訴えることができるようになり、訴権に関連する
コモン・ロー理論も過失による不法行為理論の導入により拡充されてきた。このように、
物品滅失の場合では動産侵害訴訟・横領訴訟（trover：現在の“conversion”である）、
物品毀損の場合では過失による損害賠償訴訟を提起することができるようになった455。 
しかし、運送人に対する損害賠償責任の追及は、不法行為責任の追及よりも契約的
責任の追及のほうが望ましいと一般に考えられている456。というのは、イギリス法で
は、運送人の不法行為責任を追及するためには、荷受人が運送人の過失を立証するこ
とが要求されるほかに、物品に滅失・毀損が発生した時に、物品の所有権がすでに荷
受人に移転していたこと、または荷受人が物品の占有に対する直接の権利（ the 
                                                          
452
 See Law Com No 196, para.2.12, p.11. 
453
 [1985] 1 Lloyd’s Rep.107. 
454
 See The Elli 2 [1985] 1 Lloyd’s Rep.107, per May L.J., p.115.  
455
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-006, p.206. 
456
 See Law Com No 196, para.2.14, p.12. 
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immediate right to possession）457を有していたことも証明しなければならないからであ
る458。しかし、物品運送中に生じた物品所有権移転の時期や、運送人に過失があった
時点を明らかにすることは裁判実務にとって決して容易なことではなく459、原告であ
る荷受人にも多大な負担となることがある。 
とりわけ、ばら積み物品（Bulk Cargo）の場合に、物品の損害が、運送中で未だ物品
が特定されていない（unascertained）（ゆえに所有権がまだ移転されていない）460うち
に発生すれば、荷受人が損害発生時に物品上の権利を有していたことを立証するのは
一般的に不可能なことである461。たとえば、1967 年の Margarine Union v Cambay Prince 
(The Wear Breeze)
462事件では、ばら積み物品の運送において運送人の過失により生じた
毀損につき、女王座裁判所は、原告（荷受人）は陸揚げにより物品が特定されるまで
は物品の所有権を有しないから、損害発生時には物品の所有権を有さず、かつ、物品
に対する直接の占有権も有しないので、その損害につき不法行為訴訟を提起すること
ができないと判示して請求を棄却した。 
なお、国際的海上物品売買において、C&F や CIF 取引条件のもとで売買される物品
は、船積みの時点からそのリスクが売主から買主に移転されるにもかかわらず、物品
の所有権が必ずしもそれと同時期に移転されるわけではない（これは通常売買双方間
の合意によって定められる）。仮に物品が運送の途中で運送人の過失によって滅失・
                                                          
457物品の所有者ではないが、占有に対する直接の権利がある者が運送人に不法行為訴訟を提起した
例は、The Hamburg Star [1994] 1 Lloyd’s Rep. 399 がある。 
458
 See Law Com No 196, para.2.14, p.12. イギリス法のこの原則は、Howard v Shepherd (1850) 
9.C.B.297、Cattle v Stockton Waterworks Co. (1875) L.R. 10 Q.B. 453、The Wear Breeze [1969] 1 Q.B. 219、
および The Elafi [1981] 2 Lloyd’s Rep. 679 などの判例により一貫して認められてきたが、1982 年に、
The Irene’s Success [1982] Q.B. 481 と The Nea Tyhi [1982] 1 Lloyd’s Rep. 606 の二つの判例において、
「損害発生時に、買主に物品の所有権がまだ移転されていなくても、リスクさえ移転されれば
．．．．．．．．．．．
、買
主は運送人に対する不法行為訴訟を提起することができる」という反対の立場が示された。この点
の相違について、イギリスの貴族院は The Aliakmon [1986] 2 W.L.R. 902 において、The Wear Breeze
事件の立場を確認した。なお、その後の The Mineral Transporter [1986] A.C. 1 事件でも、同様の立場
が踏襲されている。（See G.H. Treitel, op. cit. (note 430), p.299. See also Guenter Treitel & F.M.B. 
Reynolds, op. cit. (note 322), n.32, p.206.） 
459
 See Law Com No 196, para.2.14, p.12. 
460イギリス法では、未特定の物品（unascertained goods）の所有権は、物品が特定される時（通常は
荷揚げされる時）になってはじめて移転されるというルールが存在している（1893 年物品売買法(Sale 
of Goods Act 1893)の 16 条および 1979 年物品売買法(Sale of Goods Act 1979)の 16 条を参照）。 
461
 See Law Com No 196, para.2.14, p.12. 
462
 [1969] 1 Q.B. 219. 
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毀損した時、物品の所有権が未だ買主に移転されていないとしたら、ここで荷受人で
ある買主は、結局、運送人に対して不法行為責任を追及しえないことになる。たとえ
ば、（1）で言及した 1986 年の The Aliakmon463事件において、C&F 条件で売買された
物品は、その所有権が代金完済まで売主に留保されることが約定され、そして運送途
中で運送人の過失によって毀損が生じた後に、買主である荷受人は、売主である荷送
人に物品の代金を支払ったうえで（その時、物品の所有権が荷受人に移転したと、裁
判所に認められている464）、運送人に対して不法行為に基づく損害賠償請求訴訟を提
起した。しかし、本件の最終審である貴族院は、「イギリス法において、原告がある
財産の滅失・損傷により自己に生じた損失につき、不法行為訴訟を提起するためには、
その財産の滅失・損傷発生時に自己がその所有権または占有権を有していなければな
らないというルールは、長く確立された原則である」と説きながら、「本件 C&F 売買
契約における買主である原告が、物品の損害発生時に、その法的所有者ではなく、か
つ、何らかの占有権465をもつこともないから、運送人の不法行為責任を追及する権利
がない」と判示した466。 
このように、イギリスの裁判実務では、荷受人が運送人の不法行為責任を追及でき
る場合がかなり制限されているようにみえる。このことは、実際、イギリス裁判所の
以下のような政策的考慮（policy considerations）に大いに影響されていたと指摘されて
いる。一つは、裁判所は、不法行為に基づく損害賠償の範囲を純粋な経済的損失467ま
で拡大することにつき、長期にわたって抵抗を示しているからである468。もう一つは、
もし運送人に対する不法行為訴訟を荷受人に条件なく認めれば、運送契約による制限
                                                          
463
 [1986] A.C. 785. 本件事実の概要は本章 3（1）を参照。 
464
 See The Aliakmon [1986] 2 W.L.R. 902, per Lord Brandon, p.907. 
465イギリス法における「占有権（possessory title）」の意義は、「占有という事実（in possession）」
ではなく、「占有を行う権利（entitled to possession）」と一般に解されている（See Law Com No 196, 
n.40, p.12）。本件では、買主は確かに自己が荷受人と記載された船荷証券を所持しており、そのた
め物品の引渡しを受けて物品を占有すべき者との推定を受けるが、このような推定的な占有
（constructive possession）は、運送人の不法行為責任を追及する根拠となりうる「占有権」ではなく、
そのためには物品に対する現実の
．．．
占有についての直接な権利（immediate right to the actual possession 
of the goods）を有していることが必要であるとされていた（その理由の詳細に関しては、G.H. Treitel, 
op. cit. (note 430), p.300 を参照）。 
466
 See The Aliakmon [1986] A.C. 785, pp.785-786. 
467純粋な経済的損失は契約的範疇に属している（物理的損失という不法行為的範疇と異なる）。詳
しくは本稿の注 266 を参照。 
468
 See John F Wilson, Carriage of Goods by Sea, 7 th ed. (2010) p.144. 
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が回避されてしまい、運送人は、運送契約中の免責・責任軽減条項による抗弁を主張
できず469、ハーグ・ルールやハーグ・ヴィスビー・ルールの関連規定による保護を失
うおそれがあるということである470。 
以上、海上運送における荷受人の訴権問題について、直接契約関係原則の緩和とい
われる黙示的契約理論と不法行為理論の応用を検討してきたが、両者ともその適用条
件が厳格に解釈されていることが分かる。この点からすれば、この二つの理論が、必
ずしも前項で述べた代理、譲渡および寄託という直接契約関係の例外法理より優れた
解決策であるとはいえないであろう471。 
本章における検討から、イギリスの裁判所が荷受人の訴権問題についてコモン・ロ
ー法理を通じて試みてきた数々の模索も、結局は満足のいく答えを出していなかった
ことが確認された。そのため、この問題の立法的解決が求められてきており、1855 年
法や 1992 年法として実現しているが、これらの立法の経緯および変遷については、章
を改めて検討する。 
 
 
第 3 章 荷受人の訴権問題に関する立法の経緯および変遷 
前章では、海上運送分野の荷受人の訴権問題について、イギリスの裁判所がコモン・
ローの枠内において工夫を重ねてきた解決策について検討した。この問題については、
前章でもしばしば触れたように、すでに 1855 年の船荷証券法が制定されていたが、そ
の適用範囲などの制約により十分な解決とはなっていなかった。すなわち、1855 年法
の機能が制限されていたからこそ、これまでみてきたような司法的解決策が模索され
てきたともいえる。そこで、荷受人の訴権問題の立法を扱う本章では、まず 1855 年法
における荷受人の訴権に関する規定にみられた問題点をその条文に則して検討するこ
                                                          
469運送人の免責・責任軽減条項による抗弁は、イギリス法では一般的に運送契約に基づく請求の場
合しか認められない（ハーグ・ヴィスビ ・ールール 4 条の 2 第 1 項が適用される場合を除く： See John 
F Wilson, op. cit. (note 468), n.142, p.142）。かつて Robert Goff 判事は The Aliakmon 事件の控訴審にお
いて、船荷証券でのこのような条項を不法行為訴訟においても適用させるよう努力したが、彼の見
解は貴族院には受け入れられなかった（See The Aliakmon [1985] Q.B. 350, p.399; [1986] A.C. 785, 
pp.819-820）。 
470
 See John F Wilson, op. cit. (note 468), p.144. 
471
Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-006, p.207 も同旨。 
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とにしたい。具体的には、適用対象が船荷証券所持人に限られていたこと、物品のプ
ロパティ（property in the goods）472と訴権の取得とが関連付けられていたこと、および
権利取得と義務負担とが関連付けられていたことの三つの点を確認することにより、
そこから生じた具体的な問題点を考察する。また、それらの問題点に判例を通じて対
応してきた裁判所による 1855 年法の解釈を検討し、それら解釈の限界を示したい。 
このような 1855 年法の問題点を是正するために、現在では同法の改正として、1992
年の海上物品運送法が新たに制定されている。そこで、最後に、この 1992 年法におい
て 1855 年法の問題点がいかに解決されているかを検討することにする。 
1 イギリス 1855 年船荷証券法 1 条 
 イギリスで荷受人の訴権に関する初めての法規定は、1855 年法の 1 条である。す
なわち、「船荷証券上に記載されたすべての荷受人、および船荷証券のすべての被裏
書人に、物品の託送（consignment）または船荷証券の裏書きにともないまたはそれら
により（upon or by reason of）、物品のプロパティが移転されることが予定される場合、
それらの者には、あたかも自分が船荷証券に包含された契約の当事者であるかのよう
に、物品に関するあらゆる訴権が移転・授与され（transferred to and vested in）、かつ、
同様の義務を負担させるものとする」との規定である。 
（1）本条の成立経緯とその文言上の制約 
 すでに本稿の第一部で述べたように、1794 年の Lickbarrow v Mason473事件の判決に
より、海上運送分野において、物品上のプロパティの移転は船荷証券の裏書譲渡によ
って行うこと（いわゆる船荷証券の権原証券性）が認められ、それにともない、船荷
証券が発行された運送契約は運送人と荷送人（売主）との間で締結されることが一般
                                                          
472ここでの“property”について、日本文献では狭義である「所有権」と訳されることが多い。確かに
イギリス法における“property in the goods”は、主に物品の所有権を指しており（See F.H. Lawson & 
Bernard Rudden, op. cit.(note 16), p.57）、また、本章の 1（2）②でみるイギリスの裁判所による本条
の“property”の意義に関する検討からすれば、ここでも「所有権」と翻訳することが妥当なようにも
思われる。しかし、“property”の意義に関しては議論が存在しており、イギリスの学者も 1855 年法
には“property”に関する明確的な定義が欠けているという見解を述べている（See G.H. Treitel, op. cit. 
(note 325), p.166）。それゆえ、この点の議論を扱う本稿では、“property”を「所有権」と訳すのでは
なく「プロパティ」と音訳するにとどめる。  
473
 (1794) 5 Term Rep. 683. 
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的になってきた474。そこで、このような運送人と売主間の運送契約上の権利も、船荷
証券の裏書譲渡と同時に買主に移転させたいという要請が生じてきた475。ところが、
1845 年の Thompson v Dominy476事件において、イギリス財務裁判所（Court of Exchequer）
は、「商慣習法による場合を除き、契約は移転しうるものではない……船荷証券の裏
書譲渡は、物品のプロパティしか移転させず、契約（筆者注：契約上の権利）を移転
させることはない」477と判示し、従来の原則を確認した。 
このように、船荷証券に表章される物品上の権利は船荷証券の譲渡により買主に移
転しても、船荷証券に包含される運送契約上の権利は依然として最初の荷送人・物品
所有者に残され、これが商取引上の不都合となっていた478。このような不都合を解消
することを主眼として、イギリスは 1855 年の船荷証券法を制定するに至った479。 
 そこで、この 1855 年法 1 条により、運送契約の当事者でない荷受人は、立法的に、
運送契約上の訴権をもちうるようになった。しかし、同条には次の三つの文言上の制
約があり、そこから適用範囲の限界という重大な問題が生じることになった。  
第一に、本条の適用対象となる者は、船荷証券の記名荷受人または被裏書人に限ら
れている。したがって、船荷証券未発行の場合、この法律は適用されないことになる480。 
第二に、本条では、運送契約上の訴権の移転が、物品のプロパティの移転と関連付
けられていた。それを文言どおり解釈すれば、仮に物品のプロパティの移転が発生し
ない、または、物品のプロパティの移転が物品の託送もしくは船荷証券の裏書譲渡と
無関係に行われた場合に、船荷証券の記名荷受人または被裏書人（本章以下で本条と
                                                          
474この点の詳細は本稿第一部の第 2 章の 1（1）を参照。 
475
ibid. 
476
 (1845) 14 M. & W. 403. 
477
 See Thompson v Dominy (1845) 14 M. & W. 403, per Parke, B., p.407. 
478前述した Lickbarrow v Mason 事件は、船荷証券の譲渡の効果に関して、物品の所有権（proprietary 
rights）および占有権（possessory rights）の移転しかとりあげておらず、契約的権利について関心を
もっていなかった。この点は、イギリス法で無体財産権の譲渡が認められていなかったことに係わ
っていると思われる（詳細は本稿第二部の第 1 章の 3 を参照）。また、Lickbarrow v Mason 事件の後
も（1855 年法成立以前）、船荷証券の譲渡にともなう運送契約上の権利の移転を認めた判例が一つ
もなかったとの指摘がある（See G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.162）。なお、この点は、1855 年法
の序文にも同じ記述があることからも明らかである。  
479この点を指摘するものとして、G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.163 がある。 
480この点を指摘するものとして、G.H. Treitel, op. cit. (note 430), p.298 がある。 
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関連する場合に「荷受人」と総称する）は、本法に基づいて運送契約上の訴権を取得
しえない。 
第三に、本条により運送契約上の権利を取得した荷受人は、同時にその契約上の義
務も負担するとされている。これは、本来、海上運送の実情に合わせて、荷受人に運
送契約の当事者と同様の地位を与える旨の規定であるが、船荷証券を担保として取得
する者にまで契約上の義務を負わせてしまうという不都合を生じさせた。 
これら 1855 年法 1 条の文言上の制約から生じた問題点の中で、とくに第二点と第三
点は、イギリスの実務界と学界から多くの批判を浴びていた。以下は本条の適用に関
連して、イギリス法律委員会が 1991 年の報告書481において 1855 年法の問題点を指摘
する際に挙げた重要な裁判例を通じて、これらの問題点および裁判所の対応を具体的
に検討する。 
（2）本条の適用における問題点および裁判所の対応 
① プロパティ・ギャップ（property gap）に関して 
ⅰ. 問題となる場面 
 1855 年法 1 条の前述の第二の制約、すなわち物品のプロパティ移転の要件が満たさ
れなければ荷受人は同条により運送契約上の訴権を取得できないという同条適用上の
不具合は、イギリス法において「プロパティ・ギャップ」と呼ばれる482。この「プロ
パティ・ギャップ」が発生する具体的な場面は、大きく以下の二つに分けられる。  
 a) 物品のプロパティが移転しない、または、物品の託送もしくは船荷証券の裏書譲
渡の後に移転した場合（ばら積み物品の問題） 
これは、とくにばら積み物品の運送においてよく発生する状況である。というのは、
イギリス法では、ばら積み物品の一部分のような未特定の物品の売買において、その
物品が特定される時（通常は荷揚げされる時）までは、物品のプロパティが移転しな
いというルールが存在している483。そのため、ばら積み物品の一部につき船荷証券が
発行された場合で、運送の途中に物品の損害が生じたときは、物品のプロパティを未
                                                          
481
Law Com No 196, op. cit.(note 362). この報告書についての詳細は本章の 2(1)を参照。 
482
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-010, p.211. 
483このルールは、現在 1979 年物品売買法の 16 条に規定されている。なお、同条は強行規定である
とされている（See A.H. Hudson, Sales from bulk, [1989] LMCLQ 420, n.6, p.421）。 
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だ取得していない荷受人は、たとえ船荷証券を所持していても 1855 年法 1 条により訴
権を享有しないことになる484。 
ばら積み物品の運送における荷受人の権利問題について関心を喚起した一つの重要
な判例は、1985 年ロッテルダム地方裁判所（District Court at Rotterdam）が審理した The 
Gosforth
485事件である486。本件では、転売されたばら積み物品の荷受人 X らは、売主 Y
の現地代理人 B が第三者認証機関を通じて発行した荷渡指図書を銀行から買い取って
おり、荷揚港にて物品の引渡しを受けることが予定されていた。しかし、本件物品の
前の買主 A が約定の期限までに売主 Y に物品の代金を支払わなかったので、Y の申請
により、本件物品は荷揚港に到着したときにロッテルダム地方裁判所によって Y の名
義で差し押さえられた。そこで、X らは Y を被告として、自己が本件物品の所有者で
あって、本件物品が X らに引き渡されるべきことを主張し、ロッテルダム地方裁判所
に本件物品の差押決定の取消しを請求した。これに対して、同裁判所は、A と X らの
間での売買契約で定めた準拠法がイギリス法であることを確認したうえ、イギリス法
のもとでは、商人荷渡指図書（merchant’s delivery order）の所持人が物品上のプロパテ
ィを取得するのは、物品の物理的な引渡しの時となり、荷渡指図書の移転時ではない487
として、X らの差押取消しの請求を認めなかった。なお、本件の審理においては、イ
ギリスの 1979 年物品売買法 16 条について言及されており、同条の規定も、X らに物
品の物理的な引渡しが行われるまで物品のプロパティが移転しないことを規定してい
る。ここでいう「物理的引渡し」は、物品が実際に X らに引き渡されることを指して
いるが、本件物品が X らに引き渡される直前に差し押さえられたため、物品上のプロ
パティは最初から最後まで X らに移転していなかったのである。 
本件の買主（荷受人）X らが提起した訴訟は、運送契約に基づくものではなく、売
主 Y との間での所有権争いに関するものであり、荷受人の訴権問題は直接的な問題と
                                                          
484
 See G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.163. 
485
 S. en S. 1985 Nr 91.  
486この点を指摘したのは See also Law Com No 196, para.1.2, p.1 である。この事件はイギリスの判例
ではないが、審理の際に適用された法律はイギリス法なので、参考にする価値があると思われる。
なお、本件の事実と判旨の概要については B.J. Davenport, Ownership of bulk cargos (The Gosforth), 
[1986] LMCLQ 4, pp.4-7 を参照。 
487商人荷渡指図書の移転は、物品に対する推定的占有権、または物品の引渡請求権を移転させる効
力がないことを判示した判例として、The Julia（[1949] A.C. 293）事件がある（See A.H. Hudson, op. cit. 
(note 483), p.422）。 
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されていなかった。この点に関して、イギリス法律委員会はその 1989 年の報告書にお
いて、この The Gosforth 事件の判決について、何も新しいものを示していないものの、
商品取引業者の間において、未特定の一部のばら積み物品の買主の権利問題をめぐっ
て関心および議論を引き起こしたものであり、一定の重要性があると評価している488。 
The Gosforth 事件の後、ばら積み物品が運送途中で滅失・毀損した場合、その買主で
ある荷受人がいかなる範囲と条件において海上運送人またはその他の第三者を訴える
ことができるかの問題は議論の中心となり、イギリスの裁判所によって何度も検討さ
れたが489、1992 年法が成立するまでは、結論として、The Gosforth 事件の判決のまま
で維持されてきた。たとえば、前章で言及した 1988 年の The Aramis490事件の控訴院判
決もその一つの例である。本件の第二審である控訴院は、本件物品がばら積み物品の
一部であり、船荷証券所持人 X1 に対しての引渡しが行われなかったことから、物品の
プロパティも移転しておらず、また、船荷証券所持人 X2 に対しては部分的に物品が引
き渡されたが、それらのばら積み物品のプロパティの移転は（1979 年物品売買法 16
条により）船荷証券の裏書譲渡の後になるから、原告 X らは 1855 年法 1 条によって
訴権を取得することはないと判示した491。 
とはいえ、The Aramis 事件の Bingham 判事は、「私は、今日において一般性をもつ
ばら積み物品の問題につき、新たな、かつ商業上実施可能な解決策が必要であるとい
う見方に同意する。なお、この解決策は……現在法律委員会が検討している 1855 年法
の修正にあると考える」492との意見も示し、本件で検討された黙示的契約理論による
司法的方策493よりも、立法改革による本問題の抜本的な解決を呼びかけていた。 
 b) 物品のプロパティが物品の託送または船荷証券の裏書譲渡の前に移転した場合 
この場合の例としては、1989 年の Enichem Anic S.pA.v Ampelos Shipping Co. Ltd (The 
Delfini)
494事件が挙げられる。本件では、B が A から買ったオイル（そのプロパティは
                                                          
488
 See Law Commission Working Paper No.112: Rights to Goods in Bulk (1989), para.1.1, 3.4 -3.7, pp.1, 
21-25. 本報告書の詳細は本章の 2 で紹介する。 
489
 See B.J. Davenport, op. cit. (note 486), p.6. 
490
 [1989] 1 Lloyd's Rep. 213. 本件事実の概要は、本稿第二部の第 2 章の 3（1）を参照。 
491
 See The Aramis [1989] 1 Lloyd's Rep. 213, p.214, pp.217-218. 
492
 See The Aramis [1989] 1 Lloyd's Rep. 213, per Bingham, L.J., p.225. 
493本件の審理では、黙示的契約理論の適用の可否も検討されており、詳細は本稿第二部の第 2 章の
3（1）を参照。 
494
 [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252. 
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船積時に B に移転すると約定）の一部を CIF 条件で X に転売するため、B は船主 Y と
傭船契約を締結した。Y が発行した船荷証券には本件傭船契約が摂取され、また、A
が荷送人とされていた。当該船荷証券は、発行後、直ちに A から B に白地式裏書で譲
渡され、次に B の銀行から X への移転が予定されたが、本船が荷揚港に到着したとき
は、まだ X の手元に届いていなかった。実際に、そのような事態に備えるために、B
と Y の間での傭船契約においては、船荷証券の代わりに、傭船者からの補償状（a letter 
of indemnity）との引き換えで、運送品を引き渡すことができるということが事前に約
定されていた。そこで、B が Y に対して補償状を発行し、Y は船荷証券と引き換えで
なく本件物品を X に引き渡した。その 3 日後に X が物品の代金を B に支払ったが、本
件船荷証券はさらに 8 日後に X に届いた。X は、Y から受け取った物品の量が船荷証
券の記載より 275 トン不足していたため、Y に対して傭船契約の違反による損害の賠
償を求めて本件訴訟を提起した。本件の争点は、X が傭船契約上の訴権を有するか否
かの問題であって、原告 X から黙示的契約に基づく主張がなされなかったため、1855
年法 1 条の適用の可否のみが問題となった495。第二審である控訴院は、本件物品のプ
ロパティが船荷証券の移転の前、物品代金の支払時に X に移転したと判断し496、それ
は本件船荷証券の裏書きと移転「にともなうまたはそれらによる（upon or by reason of）」
ものではないとして、X の傭船契約上の訴権を認めなかった497。 
本件のような事件は、決して珍しいケースではないといえる。イギリス法律委員会
の 1991 年報告書によると、現在では、とくに石油取引において、売買契約の長いチェ
ーンに対して、航海の期間が比較的に短いという状況が次第に増えつつあり、このよ
                                                          
495
 See G.H. Treitel, Passing of property under C.I.F contracts and the bills of lading act 1855, [1990] 
LMCLQ 1, p.1. 
496イギリス法では、CIF 条件の売買契約のもとでの物品プロパティの移転が、通常、物品代金の支
払いにともなう船積書類（船荷証券を含む）の移転の時に発生するというコモン・ロー上のルール
があり、このルールは当事者意思を推定するものであり、とくに売主が指図式船荷証券を保持する
場合には法律上の推定となる。しかし本件では、第一に、売主 B が船荷証券を物品代金担保のため
に保持しておらず（そもそも B が船荷証券を所持していないから、買主 X への船荷証券到着が遅れ
た）、第二に、B に船荷証券を物品代金担保のために留保する必要がなかった（本件物品の船積前
にすでに X から銀行の支払保証(bank guarantee)を取得しており、なお、荷揚後に間もなく X から物
品の代金全額が支払われた）という二つの事実からすれば、本件物品のプロパティの移転が前述し
た推定的ルールの適用を受けず、船荷証券の移転の前にすでに B から X に移転したといってよいで
あろう。以上の分析については G.H. Treitel, op. cit. (note 495), p.2 を参照。 
497
 See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, p.253. 
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うな状況で、プロパティの移転が船荷証券の移転の前に発生した The Delfini 事件の判
決は、重要な影響を与えていると評価されている498。  
ⅱ. 裁判所の対応：物品のプロパティの移転時期に関する拡張的解釈 
このような実務においてしばしば発生してきたプロパティ・ギャップへの対応とし
て、1980 年代より、イギリスの裁判所は、物品のプロパティの移転時期に関連する 1855
年法 1 条での“upon or by reason of”という文言につき、拡張的解釈を行っている。すな
わち、物品のプロパティの移転が、必ずしも物品の託送または船荷証券の裏書譲渡と
同時に行われる必要はなく、後者が前者の直接の原因でなくても必要不可欠な原因で
さえあれば、同条を適用することができるとしてきている499。 
実際に、イギリスでは、1855 年法 1 条の“upon or by reason of”という文言に関して、
“upon”が疑いなく同時性（contemporaneity）を示していることに異論はないが、“by 
reason of”が表している因果関係に関して、上述した 1980 年代の裁判所の立場に至る
までに、以下の二つの代表的な学説が存在していた500。 
一つは Scruttonなどにより主張されている狭義説であり、1855年法 1条の適用には、
プロパティの移転が物品の託送または船荷証券の裏書譲渡と同時に発生することを要
すると解している501。この狭義説は、そもそも 1889 年の Delaurier v Wyllie502事件の判
決の立場に依拠したものである。その後、1919 年の McKelvie v Wallace503事件、1933
年の The St. Joseph504事件、および 1961 年の Gardano & Giampieri v Greek Petroleum 
George Mamidakis & Co.
505事件の判決でも同様の立場がとられていた506。しかし、この
                                                          
498
 See Law Com No 196, para.2.2, p.7. 
499
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-011, p.211. 
500
 See G.H. Treitel, op. cit. (note 495), pp.2-3. 
501これは、Scrutton on Charterparties and Bill of Lading の 19 版までにとられていた立場である。その
後の版では The Delfini 事件の判決を引用して、むしろ裁判所の拡張的解釈の立場を紹介している。  
502
 (1889) 17 Sess. Ca. (4th), 167. この事件おいて、スコットランド民事控訴院は、物品が船積時にそ
のプロパティがすでに荷受人に移転した場合、この荷受人は、その後の船荷証券の裏書きにより運
送契約上の訴権を取得しないと判示した。  
503
 [1919] 2 Ir. L.R. 250. この事件の判決は、船荷証券の裏書きが船荷証券の権原証券としての効力
が終了するまでに（すなわち物品の引渡前に）行われなければ、被裏書人への訴権の移転が生じな
いとした。 
504
 (1933) 45 Ll. L. Rep. 180. 
505
 [1961] 2 Lloyd’s Rep. 259. 
506
 See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, per Purchas, L.J., p.261.  
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立場に対して、これは前半の“upon”が示した同時性をさらに強調しながら507、後半の
“or by reason of”を無視しているものであるとの批判がある508。 
もう一つは、Carver の著書などで提唱されている広義説であり、この説は、1855 年
法 1 条の適用には、「物品のプロパティが、ある契約（筆者注：売買契約509、または
担保契約510など）のもとで荷送人から船荷証券の記名荷受人またはその被裏書人に移
転し、かつ、その契約に基づいて物品が船荷証券のもとで当該記名荷受人へ託送され
た、または船荷証券がその被裏書人のために裏書きされたのであれば十分である」と
いう511。これによれば、物品のプロパティの移転さえあれば、それが物品の託送また
は船荷証券の裏書きの前後を問わず512、運送契約上の訴権は荷受人に移転されること
になる。この広義説は、1884 年の Swell v Burdick513事件の判決での Bramwell 判事の見
解を支持したものである514。同判決の立場は、1975 年の The San Nicholas515事件の判決
で Roskill 判事にも賛同され、その理由として、「狭義説が一部のケースにおいて、少
なくとも船積書類に対する前払金の安全性を極端に低下させるおそれがある」516とさ
れた。しかし、この広義説は、1980 年代のいくつかの判例517において採用されてきた
が、決定的に確立されたものとはいえず、また、1855 年法の文言から大きく逸脱して
                                                          
507たとえば、判例 The San Nicholas [1976] 1 Lloyd’s Rep.8, p.13 がそのような立場をとっている。 
508
 See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, per Mustill, L.J., p.274.  
509たとえば The Delfini 事件がそうである（See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, p.253）。 
510これは、Bramwell 判事が Swell v Burdick 事件の判決で挙げた例である（See Swell v Burdick (1884) 10 
App. Cas. 74, per Lord Bramwell, p.105）。 
511実際に、この広義説は Carver 本人の見解ではなく、Carver’s Carriage by Sea の第 9 版の編集者 Raoul 
Colinvaux がはじめて同書において提示した学説であることが指摘されている（See The Delfini [1990] 
1 Lloyd’s Rep. 252, per Purchas, L.J., p.261）。同書では、第 9 版までには Scrutton と同じ狭義説がとら
れていたが、その後の版においては、この広義説が踏襲されてきた（最終版として、Raoul Colinvaux, 
op. cit. (note 25), para.98, p.71 を参照）。 
512
 Carver の著書では、「物品プロパティの移転の実際時間（actual time）が決定的な要素ではない」
と書かれている（See Raoul Colinvaux, op. cit. (note 25), n.13 of para.98, p.71）。 
513
 (1884) 10 App. Cas. 74.この事件の事実の概要は本文後述②を参照。  
514これは、Raoul Colinvaux が Carver’s Carriage by Sea の第 9 版で関連の判旨（Swell v Burdick (1884) 10 
App. Cas. 74, per Lord Bramwell, p.105）を引用して、それを支持していたからである（See The Delfini 
[1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, per Purchas, L.J., p.261）。 
515
 [1976] 1 Lloyd’s Rep.8. 
516
 See The San Nicholas [1976] 1 Lloyd’s Rep.8, per Roskill, L.J., p.13.  
517たとえば、1983 年の判例 The Sevonia Team [1983] 2 Lloyd’s Rep. 640 がその例である。 
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いるとの批判も浴びている518。たとえば、前述した The Delfini 事件の判決において、
この広義説に基づく原告側の主張が検討されていたが、控訴院は、同理論が「法律（筆
者注：1855 年法）の文言を曲解する」519と考え、その主張を斥けた。 
以上の二つの学説に対して、その後のイギリスの裁判所が“by reason of”の意味に関
してとっていた拡張的解釈は、折衷的なものといえる。これは、1981 年の The Elafi520
事件の女王座裁判所判決で Mustill 判事によってはじめてとられた立場であり521、すな
わち、「物品のプロパティの移転が、船荷証券の裏書譲渡と同時に行われない場合……
その裏書行為が、物品のプロパティの移転に関する一連の出来事の中で必要不可欠な
一環であれば、1855 年法１条はこのような取引に適用することができる」522というも
のである。その後、この折衷的立場は、前述した 1989 年の The Delfini 事件の控訴院判
決において再び確認された523。 
しかし、The Delfini 事件の控訴院判決での Mustill 判事は、「これらの解決策（筆者
注：裁判所の法解釈論）が、この険しい国際取引の世界で、イギリス法特有の問題に
対する本当の答えではないことは明らかである。本当の救済は、1855 年法を修正する
ことである」524という見解も示している。 
ⅲ. プロパティ・ギャップのさらなる広がり 
 1855 年法 1 条の適用におけるプロパティ・ギャップは、イギリス裁判所が同条に対
してとっていた前述の拡張的解釈により、ある程度で緩和されたといいうる。ところ
が、イギリスの裁判実務では、同法 1 条が適用されるにつき、物品のプロパティは、
必ず船荷証券上の権利が行使される前に船荷証券の譲受人に移転することを要すると
                                                          
518この点を指摘するものとして、スコットランド法律委員会の審議資料（Discussion Paper No.83: 
Section 16 of the Sale of Goods Act 1979 and Section 1 of the Bill of Lading Act 1855(1989), pp.26 -27, 
para.3.4）がある。 
519
 See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, per Purchas, L.J., p.261. 
520
 [1981] 2 Lloyd's Rep. 679. 
521この点を指摘したのは、G.H. Treitel, op. cit. (note 495), p.3 である。 
522
 See The Elafi [1981] 2 Lloyd's Rep. 679, per Mustill J., p.687. 
523
 See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, per Mustill, L.J., p.274. なお、同判決の Purchas と Woolf
判事も Mustill 判事の立場に賛成していた。ただし、本判決の結論としては、本件物品のプロパティ
が船荷証券の移転の前にすでに買主に移転したと判断され、船荷証券の裏書きが物品のプロパティ
の移転につき必要不可欠な役割を果たしたとは認められなかった。  
524
 See The Delfini [1990] 1 Lloyd’s Rep. 252, per Mustill, L.J., pp.274-275. 
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解釈されている525。つまり、もしプロパティの移転が、買主が運送人に船荷証券を呈
示して物品の引渡しを受けた後であれば、買主は同条によって運送契約上の訴権を取
得することはできない。こうした裁判所の解釈が定着したことにより、上述したプロ
パティ・ギャップは一層広がることになった526。 
この点に関しては、前章で言及した 1986 年の The Aliakmon527事件の貴族院判決がそ
の代表的な例である。本件第一審である女王座裁判所は、1855 年法 1 条に依拠して、
B は、船荷証券が A から移転されてきたことをもって、Y に対して運送契約上の訴権
を有すると判示した。ところが、第二審である控訴院では、一審の判断が逆転された。
すなわち、A は物品の所有権を留保していたから、船荷証券を B に送付したとしても、
1855 年法 1 条における物品のプロパティ移転の要件を満たさず、B は運送契約上の訴
権を取得することができないと判断された。控訴院のこの立場は、その後の第三審で
ある貴族院においても確認された。貴族院の Brandon 判事は、B は 1855 年法 1 条によ
って訴権を取得することができないと判示したが、その理由として、「本件物品のプ
ロパティは、船荷証券の裏書きにともないまたはそれらによって移転したのではなく、
荷揚地において物品の荷揚げと入庫の後に
．．．．．．．．．．．．
、買主から売主に対して売買代金を支払う
時になってはじめて買主に移転したのであった」528と述べた。ここで傍点を付した部
分は、判旨の重要な部分であり、この時点で船荷証券上の権利がすでに行使されたと
の認識が前提となっている。そして、この場合には、1855 年法 1 条はもはや適用され
ない。 
 上述した The Aliakmon 事件の判決からは、ⅱ）で述べたイギリスの裁判所がとって
いる拡張的解釈論の限界をみることができる。確かに、一見して、本件物品の託送529が
拡張的解釈論における「物品のプロパティの移転に関する一連の出来事」の一環を成
しており、また、この理論によれば、物品の託送と物品プロパティの移転とが同時に
                                                          
525
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-010, p.211. 
526
ibid. 
527
 [1986] 2 Lloyd's Rep. 1. 本件事実の概要は本稿第二部の第 2 章の 3（1）を参照。この事件の判決
では 1855 年法の適用の有無、および黙示的契約の成立の可否（前章でとりあげた）の両方を検討し
た。 
528
 See The Aliakmon [1986] A.C. 785, per Lord Brandon, p.809. 傍点は筆者。 
529これは、1855 年法 1 条の文言に照らし、前述した 1981 年の The Elafi 事件の判旨での「船荷証券
の裏書譲渡」と「裏書行為」を、「物品の託送」と「託送行為」に読み替えるものである。  
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発生する必要はない530。しかし、本件の貴族院判決の趣旨は、1855 年法 1 条に規定さ
れている要件を満たすためには、少なくとも物品のプロパティの移転が船荷証券上の
権利の行使より前に完了していなければならないとするものと解すべきであろう。 
② 「プロパティ（property）」の意義に関して（船荷証券質権者の訴権問題） 
 実務において、1855 年法の適用に関して困難が発生するもう一つの原因は、前述し
た同法 1 条の第三の制約、すなわち、運送契約における権利の取得と義務の負担との
関連付けである。これにより、たとえば物品の託送または船荷証券の裏書きが単なる
担保の目的で行われた場合、その担保権者は、たとえ物品の引渡しを請求しなくても、
運送契約上の義務を負わせられることになる。しかし、実務では、銀行のような船荷
証券の質権者に運賃および船荷証券のもとで発生する他の費用（彼らが支配しえない
事情から発生したもの）を負担させることを質権設定者と質権者の間で合意するとは
考えにくく、商取引上望ましくないとみられる531。そこで、イギリスの裁判所は、同
法における「プロパティ」の意義を厳格に解釈することにより、結果として、船荷証
券の担保権者は同法の適用を受けないこととしていた。 
 「プロパティ」の意義について厳格な解釈を行った最初の判例は、1884 年の Sewell v 
Burdick
532事件の貴族院判決である。本件では、荷送人 A は、船主 X と運送契約を締結
し、ロンドンからロシアのポーチ港までの物品運送を委託した。この運送契約におい
て、運送賃、割増運賃およびその他の支出は目的地で荷受人が支払うこと、および、
この支払義務が履行されない場合に X または X の代理人は物品に対する無制限の留置
権と競売権を有することが約定されていた。そして、X は A または A の権利譲受人を
荷受人とする船荷証券を発行した。その後、A はこの船荷証券に白地式の裏書きをし
て、マンチェスターの銀行 Y に融資の担保として預けていた。本船が目的港に到着し
た後、本件物品は陸揚されてロシアの税関の倉庫に入れられた。ところが、その後、
A は消えてしまった。その一年後、関税等の費用の支払いのために、X はロシアの法
律に従って本件物品を競売に付した。ところが、本件物品が売却されたものの、関税
等の費用に充てる以上の価値がなかったことが判明した。そこで、X は、Y に対して、
                                                          
530
 See G.H. Treitel, op. cit. (note 430), p.297. 
531
 See Law Com No 196, para.3.3, p.29. See also Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322) , 
para.5-011, p.211. 
532
 (1884) 10 App. Cas. 74. 
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船荷証券の被裏書人として支払うべき運賃などの費用である 174.8 ポンドを請求する
本件訴訟を提起した。本件の争点は、船荷証券が担保として Y に裏書譲渡されたこと
が、1855 年法 1 条における「プロパティの移転」を生じさせたか否かの問題であった。 
本件の原告（二審控訴人、三審被上告人）X は、1794 年の Lickbarrow v Mason 事件533
の判旨を引用し、銀行 Y に対する本件船荷証券の裏書きおよび預け入れは運送中の物
品の完全なプロパティ（the whole property）を Y に移転させる効力があったと主張し
た534。この主張は、第一審である王座裁判所には受け入れられなかった。第二審であ
る控訴院の判事の間では、それを支持する意見が多数である一方535、本件船荷証券の
裏書きと預け入れは物品を質入れする効力しか有せず、法律上、物品上の「特別財産
権（special property）」は荷受人 Y に移転したが、「一般的財産権（general property）」
は荷送人 A に残存しているという反対の意見もあった536。このような立場の相違につ
き、第三審である貴族院の Selborne 判事は、次のように判示した。まず、運送中の物
品のプロパティの移転に論及したイギリスの一連の判例537をまとめ、それらの判例に
おいて、普通の船荷証券被裏書人に移転された物品上のプロパティは、基本的に「一
般的財産権」または「完全な財産権（entire/absolute property）」とされているのに対し
て、銀行など担保として船荷証券を所持する者の場合、それらの者に移転された物品
上のプロパティは、通常、「特別財産権」と解されていることを明らかにした538。次
に、原告の主張で引用された Lickbarrow v Mason 事件の判旨について、船荷証券の裏
書きと交付は、必ずしも原告の理解するように物品上の「一般的財産権」を移転させ
るのではなく、取引の目的に応じて物品上の「特別財産権」を移転させる場合にも、
                                                          
533
 (1794) 5 Term Rep. 683. この判例の事実と判旨の概要については本稿第一部の第 2 章の 1（1）を
参照。 
534
(1882-83) L.R. 10 Q.B.D. 363;(1883-84) L.R. 13 Q.B.D. 159; (1884-85) L.R. 10 App. Cas. 74. 
535この主張を支持した Brett 判事および Baggallay 判事は、本件船荷証券の裏書きと預け入れが、物
品上のすべての法的権利（the whole legal title to the goods）を被裏書人 Y に移転し、荷送人にはエク
イティ上の利益（equitable interest）しか残していないと判断した（See Sewell v Burdick (1884) 10 App. 
Cas. 74, p.79）。 
536これは Bowen 判事の意見である（SeeSewell v Burdick (1884) 10 App. Cas. 74, p.78）。 
537これらの判例は 1855 年法の適用と直接に関連しないものの、売主の運送差止権や、同一船荷証券
の各通の異なる所持人の間で競合している請求権などに関わり、買主・船荷証券所持人に物品上の
プロパティの移転が検討されたものである。  
538
 See Sewell v Burdick (1884) 10 App. Cas. 74, per Selborne L.C., pp.80-82. 
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その裏書きの法的効力を同様に認めていると理解すべきであると述べた539。最後に、
本件の争点に戻り、「プロパティの移転」が条件とされている 1855 年法の適用の可否
について、一つの判断基準を示した。すなわち、「荷送人と被裏書人の間での契約（筆
者注：売買契約、または担保契約など）の真の意図およびその状況に照らして、もし
荷送人が物品上の所有権のような権利を留保していれば、公正かつ合理的な解釈とし
て、この荷送人は船荷証券に包含されている運送契約のもとでの船主に対する訴権も
留保しているといいうる。その場合、この法律（筆者注：1855 年法）は、これらの権
利（筆者注：訴権）を荷送人から奪い取って荷受人に移転させるという趣旨ではない」
540ということである。要するに、荷送人が物品の所有権を留保した場合、1855 年法を
適用することができず、荷受人は同法により運送契約上の訴権を取得することも義務
を負担することもないから、Y には運賃などの費用を X に支払う義務がないとされた。 
上述した Sewell v Burdick 事件の貴族院判決の判旨は、その後の類似する判例におい
てよく引用されるものであるから、1855 年法上の「プロパティ」の意義に関する権威
のある解釈であるといえよう。しかし、この解釈は、「便宜上の判断」とも評価され
ている541。一方、本件の解釈によれば、次のような新たな問題点を生じさせることが
指摘された。すなわち、仮に物品が運送途中で運送人の契約違反によって滅失・毀損
し、船荷証券をもって物品上に設定した担保権が害される場合、Sewell v Burdick 事件
の法理のもとでは、船荷証券の質権者である銀行などは、なお①で述べたプロパティ・
ギャップの問題に陥り、1855 年法 1 条による訴権の取得が認められず、結果的に担保
権を実現できないことになってしまう542。 
以上、1855 年法 1 条についての検討から分かるように、同条の文言上の制約から生
じた適用上の問題点に対処しようとしたイギリスの裁判所は、同条に対して拡張的解
釈および厳格的解釈などの手法を試みたが、法解釈そのものに限界がみられ、プロパ
ティ・ギャップの問題および船荷証券質権者の訴権問題のいずれについても完全な解
決とはなっていなかった。そのような場合には、依然として黙示的契約理論など 1855
                                                          
539
 See Sewell v Burdick (1884) 10 App. Cas. 74, per Selborne L.C., p.82. 
540
See Sewell v Burdick (1884) 10 App. Cas. 74, per Selborne L.C., pp.84-85. 
541この点を指摘したものに、Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-011, p.212、
および G.H. Treitel, op. cit. (note 325), p.163 がある。 
542
 See Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-011, p.212. 
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年法の成立前にすでに発展してきた司法的方策（本稿第二部の第 2 章で紹介した）が
講じられることも少なくなかった543。 
このような問題の解決は、1855 年法の改正法である 1992 年の海上物品運送法によ
って実現されることになる。 
2 イギリス 1992 年海上物品運送法 
（1）本法制定の経緯 
1985 年に、法律委員会は、一部のばら積み物品の買主の権利に関連する法律を再考
するよう実務界から要請を受けた544。また、前述した 1980 年代の The Gosforth 事件な
どのばら積み物品に関連する一連の判例が提示したイギリス法の問題点を考慮して、
法律委員会は実務界を中心対象としたアンケート等の調査を開始し、1989 年に、「ば
ら積み物品に関連する権利問題の調査報告書」（Law Commission Working Paper No.112: 
Rights to Goods in Bulk、以下 1989 年報告書という）を公表した545。この報告書におい
て、一部のばら積み物品の買主の権利が問題となった原因が、1979 年物品売買法 16
条および 1855 年法１条の規定の欠陥にあることを検証したうえで、この二つの法条の
いずれかを修正する計画を提案した546。 
この 1989 年の上記報告書のタイトルからも明らかなように、法律委員会が最初に検
討した範囲は、ばら積み物品に関連する訴権問題に限定されていた547。なお、本報告
書の審議過程において、本章で前述した物品のプロパティが物品の託送もしくは船荷
                                                          
543
 1855 年法の欠陥のため、黙示的契約理論が、船荷証券の質権者とばら積み物品の荷受人に運送
契約上の訴権を認めるための常用の司法的方策となっていたことが指摘されている（See G.H. Treitel, 
op. cit. (note 325), p.164）。具体的事例は、本稿第二部の第 2 章の 3（1）で述べた Brandt v Liverpool
事件を参照。 
544
 See Law Com No 196, para.1.2, p.1. 
545同時期に、スコットランド法律委員会の討議資料も公表されている（本稿の注 518 を参照）。当
時のスコットランドでは、一般原則として、第三者のための契約につき、契約の当事者でない第三
者が契約上の訴権を有していたが、1855 年船荷証券法はスコットランドにおいても適用されていた
（See Law Com No 196, para.1.10, p.4）。 
546
See also Law Com No 196, para.1.3-1.4, p.2. 法改正の提案には、1979 年物品売買法 16 条を修正する
ものと、1855 年法１条を修正するものとの二つがあった。これらの提案の詳細は、See also Law Com 
No 196, para.1.4, p.2 を参照。 
547その原因は、ばら積み物品の問題が当時の多数の商品取引業者の強い関心事であったという認識
と、さらにそのように限定することにより迅速に法改正が実現できるとの期待にあった（See Law 
Com No 196, para.1.5, p.2）。 
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証券の裏書譲渡の前に移転した場合、および物品が運送途中で全部滅失してプロパテ
ィが移転しない（ただリスクはすでに買主に移転した）場合、さらに船荷証券以外の
運送書類（たとえば海上運送状、荷渡指図書など）が発行されたなどの場合にも、な
お深刻な訴権問題が存在していることを確認していた548。ところが、その後、現行法
から生じたこれらの主要な問題点をすべて解決するためには、法改革の範囲は、ばら
積み物品に関する権利問題を超えて、海上物品運送の分野での訴権問題の全般を対象
とすべきことが明らかになってきた549。 
このように、法律委員会は、海上運送契約上の訴権に関する 1855 年法 1 条の規定を
見直すことが、ばら積み物品のみに関連する 1979 年物品売買法 16 条の修正よりも優
先されるべきことを考慮して550、1991 年に改めて、「海上物品運送に関する訴権問題
の報告書」（Law Commission Report No.196: Rights of Suit in Respect of Carriage of Goods 
by Sea、以下 1991 年報告書という）551を公表するに至った。この 1991 年報告書では、
1855 年法 1 条の欠陥およびそこから生じた問題点、ならびに同法の改正提案が検討さ
れていた。 
以上のような過程を経て、新しい海上物品運送法の草案が法律委員会によって作成
され、1992 年に国会を通過した。この 1992 年法の中心的な内容、および旧法に対す
る重要な変更は、その第 2 条の「船積書類のもとでの権利（Rights under shipping 
documents）」、および第 3 条の「船積書類のもとでの義務（Liabilities under shipping 
documents）」の規定にみられる。そこで、1855 年法の問題点に対応した新法の改正点
を以下にみることにする。 
（2）荷受人の訴権問題に関する本法による改正点 
 1992 年法では、本章の 1（1）で述べた 1855 年法 1 条の三つの文言上の制約から生
じた問題点に対応して、次の三つの改正がなされた。すなわち、運送契約上の訴権を
享有する荷受人の範囲の拡大、訴権の取得と物品のプロパティの移転との分離、およ
び運送契約上の訴権取得と義務負担との分離である。 
                                                          
548
 See Law Com No 196, para.1.7, p.3. 
549
 See Law Com No 196, para.1.5, p.2. 
550
 See Law Com No 196, para.1.8, p.3. 
551この 1991 年報告書を紹介した日本語文献として、小林登「一九九二年英国海上物品運送法につい
て」（法学 62 巻 2 号 205 頁以下、1998 年）がある。 
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① 運送契約上の訴権を享有する荷受人の範囲の拡大 
まず、本法の適用範囲を定める 1 条 1 項は、「本法の適用対象となる船積書類は、
(a)すべての船荷証券、(b)すべての海上運送状、および (c)すべての船舶荷渡指図書
（ship’s delivery order）を含む」と規定している。そして同様に、船積書類のもとでの
権利に関連する本法の 2 条 1 項では、船荷証券の正当な所持人、海上運送状または船
舶荷渡指図書に関連する物品の荷受人は、あたかも自分が契約当事者であるかのよう
に、運送契約のもとでのすべての訴権を取得する旨が規定されている。これらの規定
の文言から明らかなように、1992 年法のもとで運送契約上の訴権を享有する荷受人の
範囲を、旧法での単なる船荷証券所持人から、海上運送状および船舶荷渡指図書に関
連する物品の荷受人まで拡大した。 
法律委員会は、1989 年報告書の審議において、荷受人の訴権に関する法改革の範囲
を船荷証券以外の船積書類に拡大する必要があるか否かについて、実務界に意見を求
めた552。それに対して、実務界は、新しい立法は船荷証券の範囲を超えて、とくに海
上運送状を含めるべきであることを強く主張した553。その理由としては、現在の海運
実務からして、運送人に対する損害賠償請求権者について規制を行うのであれば、船
荷証券の所持人のみに限定する法改革はその範囲が狭すぎること、および、今回の改
革では物品のプロパティの移転と関係なく運送人に対する訴権を与えることとするの
で、その規制の対象をとくに船荷証券所持人のみに限定する必要がなくなったことが
述べられている554。その結果、法律委員会はこの意見を採択した555。 
② 訴権の取得と物品のプロパティの移転との分離 
 本法の 2 条 1 項においては、船荷証券の正当な所持人、海上運送状または船舶荷渡
指図書に関連する物品の荷受人は、そのような所持人と荷受人の立場に立つことによ
り、あたかも自分が契約当事者であるかのように、運送契約のもとでのすべての訴権
を取得する旨が規定されている。これは、本法の適用対象となる荷受人でさえあれば、
物品のプロパティの移転と関係なく、運送契約上の訴権を取得しうるとするものであ
り、本法のもっとも重要な改正点の一つである。 
                                                          
552
 See Law Com No 196, para.5.1, p.39. 
553
ibid. 
554この点を指摘するものとして、小林・前掲論文（注 551）224 頁がある。 
555
 See Law Com No 196, para.5.1, p.39. 
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これについて、法律委員会の審議においては三つの提案556が検討され、その中でも
もっとも修正の幅が広いもの、すなわち「訴権の取得」と「物品のプロパティの移転」
を分離する提案が採択された。この案が採択された理由としては、以下の三つが挙げ
られている。第一に、この案は、ばら積み物品の問題と The Delfini 事件の問題のみな
らず、船荷証券の質権者の訴権問題および The Aliakmon 事件の問題557も含む、1855 年
法のもとで船荷証券所持人が遭遇してきた主要な問題をすべて解決することができる
558。第二に、これは現行法をベースとした修正提案であり、プロパティの移転をリス
クの移転に変更する案のような、これまでまったく試されたことのないテクニックを
用いるものではない559。第三に、この提案による法改正は、イギリス法をアメリカお
よび多数のヨーロッパ諸国の実務と一致させることができる560。 
 このように、1855 年法 1 条で関連付けられた「訴権の取得」と「物品のプロパティ
の移転」は、最終的に、新法第 2 条においてそれらの分離を実現した。それにより、
1855 年法の適用における「プロパティ・ギャップ」の問題点は解決されることになっ
た。 
③ 運送契約上の訴権取得と義務負担との分離 
 1992 年法の 3 条 1 項においては、本法の 2 条 1 項の適用により訴権を取得した荷受
人は、運送人から物品の引渡しを受けもしくは引渡しを請求した場合、または運送人
に対して物品に関する損害賠償請求を行った場合に、あたかも自分が契約当事者であ
るかのように、運送契約に基づく同様の義務を負担する旨が規定されている。  
 これは、本章の 1（2）②で検討した 1855 年法のもう一つの問題点である、船荷証
券の質権者が 1855 年法 1 条によって運送契約上の訴権を取得すると、あわせて契約上
                                                          
556残りの二つの提案は、前述した 1855 年法 1 条についての広義説と同内容のものと、荷受人の訴権
取得の基準である物品の「プロパティの移転」を「リスクの移転」に変更するものであった。それ
らの詳細は、Law Com No 196, para.2.18, pp.13-14 を参照。 
557これは本章 1（2）①ⅲ）で検討した、プロパティの移転が荷受人が運送人に船荷証券を呈示して
物品の引渡しを受けた後（すなわち船荷証券上の権利の行使後）になった場合での荷受人の訴権問
題である。 
558
 See Law Com No 196, para.2.22, p.15. 
559
 See Law Com No 196, para.2.22, p.15.  
560
 See Law Com No 196, para.2.22, p.15. なお、アメリカおよびヨーロッパのいくつかの国における
関連立法の状況は同報告書の para.2.21, p.15 を参照。 
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の義務（運賃、滞船料など）も負担させられることになる問題に対応した改正である561。
この問題については、裁判所は「プロパティ」の意義を厳格に解釈することによって、
船荷証券質権者を同法の適用範囲から除外しようと試みてきたが、その結果、前述し
たように、これらの者には運送契約に基づく訴権も認められないことになるという新
たな問題が生じていた。法律委員会の審議においても、この運送契約上の訴権取得と
義務負担との関係については、かなりの議論がなされていた562。 
 1855 年法 1 条における、運送契約上の訴権取得と義務負担との関連付けを改正によ
り解除することは、委員会に回答した実務界の一部によって強く主張されていた563。
しかし、それに反対する意見も存在した。この反対意見は、運送契約上の権利を与え
た船荷証券所持人に契約上の義務の負担を引き継がせることの原則を変更すべきでな
く、船荷証券質権者が運賃その他の費用を原因として運送人に訴えられることを防ぐ
ためには、契約において明示的にそのような者を訴訟の対象から除外するか、あるい
は、法文上物品の引渡しを請求したまたは受けた者のみが運送契約上の義務を負担す
ることを規定するかの方法で対処すればよいと考えるものである564。 
 法律委員会は、以上の議論を踏まえ、また同時期のスコットランド法律委員会の討
議資料565を参考にしたうえで、次のような折衷案を採択した566。すなわち、運送契約
上の義務は、自動的にあらゆる船荷証券所持人に課されるのではなく、所持人が運送
契約のもとで与えられた権利を行使する場合にのみ、それらの者に課されるという提
案である567。これは結果として、新法 3 条の内容に反映されている。このように、運
送契約上の訴権取得と義務負担も分離され、船荷証券質権者の義務の問題が解決され
                                                          
561このような船荷証券質権者の訴権と義務の問題が、1992 年法による改正の主眼であったことにつ
いては、Law Com No 196, para.2.17, p.13 を参照。 
562この議論では、ここで紹介する船荷証券質権者の義務問題の対処に関連する意見の相違のほかに、
荷受人の運送人に対する義務を規定をせずに運送人の権利が十分に保護されうるのか、また、船積
港における危険物の船積みまたは滞船料の発生など荷受人が支配できない事情について、荷受人が
義務を負わされることは公平であるかとの二つの点についても対立がみられていた（詳細は Law 
Com No 196, para.3.5-3.14, pp.30-32 を参照）。 
563詳細は、Law Com No 196, para.3.9, pp.30-31 を参照。 
564
 See Law Com No 196, para.3.9, p.31. 
565本稿の注 518、545 を参照。 
566
 See Law Com No 196, para.3.15, p.32. 
567
ibid. 
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た。こうして、本章で検討してきた 1855 年法の適用における問題点は、これですべて
解決されたといえる。 
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おわりに 
 イギリスの 1992 年法は、海上運送契約上の訴権問題に関連する法律として、その実
務上の重要性から日本でも認知されているが、その背後に制定に至る複雑な経緯が存
在していることはあまり知られていない。これまでの日本におけるイギリス海商法の
研究は、運送人の責任の研究に重点がおかれ、その責任の基礎となる運送契約の基本
構造、すなわち運送契約当事者の構成やそれらの間の法的関係などについての研究は
必ずしも十分に行われてきているとはいえないからである。 
実際に、現行の 1992 年法における運送契約上の訴権の取得条件や、訴権移転の効力
などに関する規定には、旧法である 1855 年法および従来の判例法と比べてかなりの変
化がみられている。その原因は、イギリス法のもとでは、運送契約の構造および契約
上の訴権に関する伝統的法理論が、現代的海上運送分野における船荷証券の登場によ
り、特異な方向に発展してきたことにある。したがって、イギリス海上物品運送契約
上の訴権法理のこの形成過程を解明するために、本稿はまず、イギリスの運送契約の
基本構造および運送契約上の訴権に関する伝統的法理論の全体像を描いたうえで、現
代的海上物品運送分野における運送契約の第三者としての荷受人の訴権問題というイ
ギリス法に特有な問題に焦点を絞って、判例法理の蓄積および関連立法の経緯と変遷
を考察し、大陸法とは異なるイギリス法の独自の発展過程を明らかにすることに努め
た。 
本論文の構造は、総論である第一部と各論である第二部から成っている。第一部の
第 1 章はまず、イギリスの運送契約に関する伝統的法理論が最初に形成されてきた陸
上運送契約、および 18 世紀末までの海上運送契約を検討の対象として、従来の代表的
裁判例に対する分析を通じて、運送契約の当事者構成および契約上の訴権の所在に関
するルールをまとめた。すなわち、明示的運送契約が存在する場合、荷送人は運送人
の契約相手方であって運送契約上の訴権を有する者であるのに対して、明示的運送契
約が存在しない場合には、物品の所有権者（一般的には荷受人と推定、反対の証拠が
ある場合には荷送人または他の者）と運送人との間での黙示的運送契約が推定され、
所有権者がこの黙示的契約上の訴権を有することになる。そして、このルールの構成
において、二つの伝統的コモン・ロー理論である寄託理論および代理理論の機能を考
察した。ここでは、寄託理論は運送契約当事者関係に対する伝統的理解で用いた理論
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であり、代理理論は運送契約の構造と契約上の訴権の所在を結びつけた理論だからで
ある。さらに、イギリス運送契約法における訴権の伝統的意義が、物品の実質的損害
を回復する権利であることを検証した。 
続いて、第一部の第 2 章において、まずは、18 世紀末に海上運送分野で船荷証券の
権原証券としての効力がコモン・ロー上に認められたことにより、現代的海上運送契
約の当事者構成は一般的に荷送人と運送人であるという新たなルールが形成され、前
述した従来の運送契約の構造から特異化したことを確認した。その次に、海上運送契
約の構造の特異化にともなう、契約上の訴権に関連する判例の立場の変化を考察する
ことを通じ、伝統的法理と比べて海上運送契約上の訴権に関する法理に認められる三
つの発展を示した。すなわち、第一に、物品の所有権が海上運送契約上の訴権を享有
する要件ではなくなったこと、第二に、過失による不法行為理論が海上運送契約上の
訴権に関連するコモン・ロー理論に導入されたこと、第三に、海上運送契約上の訴権
の意義は、訴権を有する者の経済的損失回復の権利へと変化したことである。  
そして、各論である本稿の第二部では、まず第 1 章において、コモン・ロー上長く
堅持されてきた一つの基本的な原則である直接契約関係原則について、その意義と沿
革およびイギリス法における確立と発展の経緯を検討の前提として概観した。そのう
えで、この原則の影響により、海上運送契約において荷受人が第三者の地位に置かれ、
契約上の訴権を享有することができないという荷受人の訴権問題を提示した。 
続く、第 2 章では、荷受人の訴権問題について、イギリスの裁判所が司法的解決策
として考案してきたいくつかの判例法理を具体的に検討した。まずは、荷送人の名義
における荷受人の損害回復理論、また代理理論、譲渡理論および寄託理論というコモ
ン・ロー上の既存の例外法理であり、さらに黙示的契約理論および不法行為理論とい
う直接契約関係原則を緩和する方策などである。それと同時に、それらの判例法理の
問題点と限界を示し、いずれも荷受人の訴権問題の完全な解決策とはいえないことを
確認した。 
最後に、第 3 章では、まず荷受人の訴権問題の立法的解決を意図した 1855 年船荷証
券法の 1 条をとりあげた。同条は、一定条件のもとで船荷証券上の荷受人またはその
被裏書人に直接に訴権を与えており、これにより荷受人の訴権問題をある程度緩和す
るものであったことを確認した。次に、1855 年法に 100 年以上にわたって残されてき
た「プロパティ・ギャップ」の問題および船荷証券質権者の訴権問題という二つの大
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きな問題点を考察した。そのうえで、イギリスの裁判所による理論上の対応策も検討
した結果、これらが完全な解決とはならないことを指摘した。最後に、これらの問題
点の解決に向けて、1992 年法が制定されることになった経緯、および同法により実現
した三つの大きな改正点を明らかにした。すなわち、運送契約上の訴権を享有する荷
受人の範囲の拡大、訴権の取得と物品のプロパティの移転との分離および運送契約上
の訴権取得と義務負担との分離であり、これら三つの改正により本文でとりあげた荷
受人の訴権問題を最終的に解決したといえる。 
イギリスの 1992 年法は、船積書類のもとでの運送人に対する訴権および義務の所在
を中心に規定を設けており、従来必ずしも明確でなかった運送契約当事者と第三者（荷
受人）の間の権利義務関係を明らかにした点で評価されるべきものである。しかし、
1992 年法により、この関係についてのすべての問題が解決されたかといえば、必ずし
もそうではない。たとえば、船積書類が発行されていない海上運送の場合、運送契約
の第三者である荷受人の訴権に関しては、依然として、コモン・ローの原則または一
般契約法領域の制定法（1999 年契約法）によって規律されることになる568。すなわち、
1999 年契約法の条件を満たす海上運送契約の荷受人には、同法により契約の条項を強
行する権利が認められており、そうでない荷受人は、なおコモン・ローの直接契約関
係原則の適用を免れず、原則として海上運送契約上の権利を享有しえないことになる。
もっとも、この場合は本稿第二部の第 2 章で検討した司法的解決策が妥当することも
あろう。また、1992 年法に関して、船荷証券の譲渡にともなう荷送人の権利の消滅や、
損害を被っていない荷受人が他人のためにする訴権行使などに関する解釈上の問題な
ど569、新たな問題点も指摘されてきている。これらについては、なお今後の研究課題
としたい。 
 
 
 
 
 
                                                          
568この点を指摘するものとして、Guenter Treitel & F.M.B. Reynolds, op. cit. (note 322), para.5-012, 
p.213 がある。 
569これらの問題点の指摘は、すでにイギリス法律委員会の 1991 年報告書の最後に掲載された反対意
見の中にみられた（See “Note of partial dissent by E. M. Clive”, inLaw Com No 196, pp.54 -59）。 
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